
 - 1 - 

第１０日目（９月１６日） 

○議   長（若井達男君）  おはようございます。散会前に引き続き本会議を再開いた

します。 

 ただいまの出席議員数は２６名であります。直ちに本日の会議を開きます。 

なお、病院事業管理者、公務のため欠席の届出がでておりますのでこれを許します。 

（午前９時３０分） 

○議   長  本日の日程は先に配付いたしました議事日程第５号のとおりといたします。 

○議   長  ここで関 常幸君から発言を求められていますのでこれを許します。 

○関 常幸君  おはようございます。私の一般質問の二日目でありましたけれども、数字

の訂正をお願いしたいと思います。市民一人一スポーツの推進をという中で、南魚沼市の１

年間の医療費を２２億円という話をいたしましたが、２２０億円の誤りでありました。それ

からその中の３分の１が生活習慣病ということでありまして、７億円と言いましたが７０億

円の誤りでありましたので、数字の訂正をお願いしたいと思います。お願いいたします。 

○議   長  日程第１、第７６号議案 平成２２年度南魚沼市国民健康保険特別会計補

正予算（第２号）を議題といたします。本案について提案理由の説明を求めます。 

○市   長  おはようございます。７６号議案につきまして提案理由をご説明申し上げ

ます。今回の補正は決算によりまして国、支払基金等への返還金の確定、そして各拠出金等

の決定に伴いまして予算の調整をさせていただくものが主なものであります。 

 歳入歳出予算にそれぞれ８,４９８万７,０００円を追加し、予算総額をそれぞれ６２億１８

８万７,０００円としたいものであります。詳細につきましては市民生活部長に説明させます

ので、ご審議の上ご決定賜りますようにお願い申し上げます。 

○市民生活部長  それでは予算書の８ページ、９ページをお開きいただきたいと思います。

歳入の３款２項１目財政調整交付金の１８８万９,０００円の補正でございますが、レセプト

のデータを、全国的にシステムを統一することによって共有化しようということで、国保の

マスターの改修が必要になっております。これに対する交付金１０分の１０でございますが

追加するものでございます。 

 ５款１項１目前期高齢者交付金の１３１万２,０００円の補正でございますが、前期高齢者

交付金の額の確定により追加するものでございます。 

 １１款１項２目繰越金８,１７８万６,０００円でございますが、決算見込みにより追加する

ものでございます。 

 １０ページ、１１ページをお願いいたします。歳出になりますが、１款１項１目一般管理

費でございます。印刷製本費７万２,０００円の補正でございますが、ジェネリック医療品希

望カード印刷費の追加でございます。電算システム修正委託料１８８万９,０００円の補正に

つきましては、先ほど説明しました国保マスターの改修に伴う委託料の追加でございます。 

 ３款１項１目後期高齢者支援金等の追加１４５万８,０００円でございますが、２目の後期

高齢者関係事務費拠出金の減額２,０００円、あわせて４款１項１目前期高齢者納付金の減額
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７万８,０００円、それから５款１項１目老人保健医療費拠出金の減額４６９万３,０００円。

１２ページ、１３ページの方へ移っていただきます。２目の老人保健事務費拠出金の減額１

万円、さらに６款の１項１目介護納付金の減額１２１万３,０００円、これらそれぞれにつき

ましては負担額が確定したことに伴っての補正ということでございます。 

 ８款１項１目特定健康診査等事業費４１万円の補正につきましては、健診時の栄養士等の

報償費を臨時職員の賃金に組み替えるというものでございます。 

 ８款２項１目保健衛生普及費３万円の減額につきましては、健康教育時の講演会の会場費

使用料が不足するというふうなことで、栄養士等の報償費から組み替えるものでございます。 

 １４、１５ページをお願いいたします。１１款１項３目償還金６,４５２万５,０００円の補

正でございますが、前年度の精算に伴う国及び支払基金への返還金を追加するものでござい

ます。 

 １１款３項２目一般会計繰出金８８３万１,０００円の補正も前年度の精算に伴う追加で

ございます。 

 １２款１項１目予備費１,４２０万８,０００円の補正につきましては、歳入歳出差引残高を

予備費に追加するものでございます。以上で説明を終わります。 

○議   長  質疑を行います。 

○中沢一博君  １１ページのジェネリック医薬品の件でございますけれども、この間８月

に発行していただきました。この間の国保運営会議の際でも、該当者でさえもこのジェネリ

ックはわからないというそういう実態が出ております。また、各医薬品に関してもなかなか

このジェネリック品をそろえていないという部分がかなりございます。その部分に関してど

のように取り組もうとされているのかお聞かせいただきたいと思います。 

○市民生活部長  ジェネリックのこのカードにつきましては、国保及び後期高齢者それぞ

れ配布させていただきました。議員おっしゃられるとおり、配布して終わったということで

はございませんので、これをいかに活用していただくかということでございます。今後引き

続き広報等を通じてより多くの方から使っていただいて、医薬品の節減に役立てていきたい

というふうに思っております。また、医薬品を取りそろえる部分につきましては、私どもで

すぐどうということでなかなか難しい部分もありますので、国保連等を通じながらいろいろ

対応を考えてまいりたいというふうに思っております。 

○岡村雅夫君  １３ページの施設使用料ですか、これについてお聞きしたいのですが、何

をするためにどこを使ってということか。ひとつお聞きします。 

○市民課長  市民会館等の健康教育時の使用料という形になります。一応、保健課の方に

委託した形でもって実施している部分であります。（「市民会館ですか」の声あり） 

はい。 

○岡村雅夫君  市民会館ということになると、指定管理者が管理しているためということ

に私ちょっとこだわって聞いてみるのですが。一般的に市の所有物、要するに施設であると

使用料はなくていいのではないかなという感じを持つのですが、指定管理したがためにそう
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いった融通性がなくなるというように、私ちょっと感じた部分がありますので、その辺をお

聞きしたいわけであります。 

その端的な例が先般、給食センターの昼食会のときに市長が吹奏楽部の方々が練習をする

ために市民会館を使えることにした、というふうな話を耳にしたときに、要するに予算措置

をしたということですよね。練習するために市が予算措置をしてそのホールを貸したと、使

用されるようにしたということだと思うのです。私は非常にこの辺がちょっと指定管理制度

というのはどういうものかなと。いや、まかっているのだから使えばお金を払うのは当たり

前というような感覚なのか。その辺、ひとつ減免をする場合はほかにこうした予算措置をし

なければならない。 

要するに無料でもし、使わせるとすれば、こういった予算措置をしなければ市の施設を使

えなくなると、使用できないといような感覚なのか。ひとつその辺を私はお聞きしたいので

すが。気持ちとしてみれば、そう汚したりしないものであるとするならば、あるいは通常な

掃除で済むものならば、定期的な維持で済むものならば、やはりもう少し自由に使える方が

いいのではないかな、というふうに考えた上での質問でございます。 

○総務部長  指定管理制度と申しますのは、公の施設を個人以外の団体に管理をお任せす

るわけであります。そこで、市で決めた利用料の条例で決めていただいた利用料の範囲で、

指定管理の方で利用料金として徴収するわけでありますので、私どもが使うということは当

然そこで利用料が出るわけであります。それを委託料の中で精算をしていかなければならな

いわけでございますので、当該団体が収入がなくなるわけでありますので、その分は市で一

応お払いをして、年度間でまた精算をするという建前です。私どもが市民会館を使う場合も

使用料として相当額をお支払いして、後ほど精算をするということでございます。（「そうい

うもので全然何の問題もないとこういうことでいいですか」の声あり） 

 はい、これは自治法上の指定管理制度で指定をお願いしているわけでありますので、当該

団体の経理もございますので、やはりそれが適切だろうというふうに思っております。以上

です。 

○岡村雅夫君  もし、では指定管理制度にのっとって委託をしていないで、清掃業務等の

委託のみというような施設がほかにあるとしたならば、例えば公民館とか、大和のさわらび

周辺ですか、それについて委託しているかどうかちょっと私はわからないですが、もしそれ

が指定管理制度から外れていたとするならば、そちらを利用すればそういった負担、お金は

いらないということだと私は思うのです。 

その辺をひとつ私は指定管理者制、そうすると予算を限られた執行する中では、まずそう

いう制度に載っていないところ、指定管理委託をしていないところを利用すれば、このお金

はいらなかったとこういう話に逆説するとなってしまうのです。その辺、ひとつもう少し融

通ができないものかなというふうに考えての話です。 

詳細はわかりませんけれども、先般魚沼地区で１,０００人規模の集会がありました。それ

で魚沼市の文化センターを会場として、南魚沼市も後援していただきましたけれども新潟県



 - 4 - 

の母親大会というのがありまして、そういったあの施設を１日借り切ったわけでありますが、

無料とするというようなお話もございました。その点からしてみて、それは予算措置をした

のかどうかまで私は確認していませんけれども、今後一考を要する部分かなと思って詳細を

知らずに話をしましたが。指定管理者制度をしたから、その人たちの当然の収入としてやら

なければならないものだという感覚でするのか、ある程度問題ない範囲の使用、あるいは収

益を目的としない部分に関しては、市民が利用する部分に関しては無料とするとか、あるい

は破格の値段にするとかというような形が考えられるのかどうか、ひとつお聞きして終わり

ます。 

○総務部長  指定管理はご存知のように、公の施設は指定管理をしているところとしてい

ないところがございます。しているところについても、例えば集落の中の集会施設も今の指

定管理にのっかっていますが、そういう部分については当然無料というふうな形になってい

ますからそれはいただかないことになりますし、市民会館等は団体に指定管理しているわけ

でございますので、先ほど申し上げたことのようになります。 

それから例えば一部掃除だけをやっている、それは指定管理をしていない。例えば庁舎が

そうですが、庁舎の大会議室を公用目的でお使いになれば、それは当然無料ということでご

ざいますので、指定管理をしている場合だけではなくて、指定管理の中でも無料のものもあ

りますし、そうでないものもあるという実態があります。それはやはり先ほど申し上げまし

たように指定管理が営業といいますか――営業というのはちょっと言葉がおかしいですが、

費用をきちんと利用料としていただいている部分については、やはりお支払をしていくとい

う形をとるのが必然的だろうというふうに思っております。 

○議   長  質問回数が終了しています。後ほど担当課の方にお願いいたします。 

○議   長  質疑を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって質疑を終わります。 

○議   長  討論を行います。 

（「なし」の声あり） 

 討論を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって討論を終わります。 

○議   長  採決いたします。第７６号議案 平成２２年度南魚沼市国民健康保険特別

会計補正予算（第２号）は、原案のとおりに決定することにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって第７６号議案は原案のとおり可決されました。 

○議   長  日程第２、第７７号議案平成２２年度南魚沼市介護保険特別会計補正予算

（第１号）を議題といたします。本案について提案理由の説明を求めます。 

○市   長  第７７号議案について提案理由を申し上げます。今回の補正予算は平成２
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１年度決算に基づきまして、繰越金や国県支出金の過年度精算分等を計上するものでありま

す。主な内容といたしましては、歳入では前年度繰越金１億７５４万円のほか、過年度の県

支出金追加交付等を計上し、歳出では介護給付費準備基金に１億１７４万円を積み立てるほ

か、国庫支出金の過年度精算返還等を計上するものであります。歳入歳出それぞれ１億２,６

２７万３,０００円を追加いたしまして、予算総額を５２億３,５８７万３,０００円とするも

のであります。詳細につきましては福祉保健部長に説明させますので、ご審議の上ご決定賜

りますようお願い申し上げます。 

○福祉保健部長  それでは事項別明細にて説明を申し上げます。事項別明細の８ページ、

９ページをお願いいたします。歳入でございます。歳入の２款であります負担金でございま

すけれども、認定審査会の費用の湯沢町負担分ということで２１年度分の精算分ということ

で７万９,０００円の金額の計上でございます。 

 続きまして５款の支払基金の交付金でございますが、２１年度分の精算金ということで２

００万円ほどの金額を見込んでおります。 

 それから６款の県支出金でございますけれども、平成１８年分それから１９年分の精算分

と、それから２１年分の精算分ということで三つのものが入っております。平成１８年、１

９年分の精算につきましては、本来、国県の負担金につきましては、ルールに基づきまして

負担金額が決定をされるわけですが、本来、施設分の方に数値を仕分する分を、施設以外の

方に仕分けたということで、今回のこの歳出の県の方では施設以外が１２.５パーセント、そ

れから施設が１７.５パーセントのルールになっているわけですが、本来、施設分１７.５パー

セントの方に数値を算入すべきものを、施設以外の１２.５パーセントの方に数値を算入した

ということで、率のこの相違によりまして１,６７２万円ほどの歳入が、収入となるというこ

とで計上をいたしました。 

反対に国の方でございますが、歳出の方でまた説明を申し上げますけれども、国の方では

本来施設分１５パーセントの方に数値を仕分けすべきところを、施設以外の方の２０パーセ

ントの方に数値をのせたというふうなことで、国の方の負担金については返還金が生じると

いうふうな格好になっております。 

歳入でありますが、８款の繰入金でございます。先ほど申しました湯沢町の負担金が７万

９,０００円ほど増えておりますので、その同額７万９,０００円を一般会計の繰入金から減額

をするものでございます。 

１０款の繰越金でございますが、２１年度の実質収支額１億７５４万円を計上してござい

ます。 

続きまして１０ページ、１１ページをお願いいたします。歳出の１款でございますが、先

ほどの湯沢町の負担金の精算分について財源内訳を変更するものでございます。 

２款の保険給付費でありますが、高額介護予防サービス費ということで、要支援者がグル

ープホームの方に入居するというようなことになりましたので、不足相当分ということで７

万円ほどを計上いたしました。 
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３款の地域支援事業費でございますけれども、１項２目介護予防一般高齢者施策事業費の

方に、認知症の事業の費用をもって、報償費それから消耗品をもっておりましたけれども、

国の予算の関係がございまして、５目の任意事業の方に本来この部分はのせるものだという

ふうなことがございましたので、この分、２目と５目で予算の組み替えをしたものでござい

ます。 

それから１１ページの一番下の丸ですが、その他事業費というようなことで成年後見人の

申請の費用がここに載っておりますけれども、これにつきましては今年度２名が申し立ての

今、申請中といいますか、相談中になっておりますので、申請をする予定ということでそれ

に必要な費用をここにのせてあります。金額は５万５,０００円ということで計上いたしまし

た。 

それからもう１ページめくっていただきまして１２ページ、１３ページでございます。４

款の諸支出金でございますが、３目の償還金でございます。国の負担分、負担金の返還金と

いうことで１,７００万円ほどここに数字が載っていますが、先ほど歳入で申し上げました県

の方では追加になりましたが、国の方では返還が生じるということでございます。それから

その二段目以降、財政調整交付金、それから地域支援事業の関係につきましては２１年度分

の精算分ということでございます。 

それから６款の基金積立金でございますが、１億１７４万円を準備基金の方に積み立てる

ものでございます。先ほどの実質収支から今回の補正の財源分を引いた残りということにな

ります。以上でございます。 

○議   長  質疑を行います。 

（「なし」の声あり） 

 質疑を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって質疑を終わります。 

○議   長  討論を行います。 

（「なし」の声あり） 

 討論を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって討論を終わります。 

○議   長  採決いたします。第７７号議案 平成２２年度南魚沼市介護保険特別会計

補正予算（第１号）は、原案のとおりに決定することにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって第７７号議案は原案のとおり可決されました。 

○議   長  日程第３、第７８号議案 平成２２年度南魚沼市老人保健特別会計補正予

算（第１号）を議題といたします。本案について提案理由の説明を求めます。 

○市   長  第７８号議案について提案理由を申し上げます。今回の補正は過年度分の
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国県負担金等の追加及び一般会計への繰出金等の予算を追加するものが主なものであります。

歳入歳出予算それぞれ２４０万１,０００円を追加いたしまして、総額をそれぞれ３２５万５,

０００円とするものであります。詳細につきましては市民生活部長に説明させますので、ご

審議の上ご決定賜りますようにお願い申し上げます。 

○市民生活部長  それでは予算書の８、９ページをお願いします。１款１項２目審査支払

手数料交付金１,０００円の追加、それから２款１項１目医療費国庫負担金７０万２,０００円

の追加、３款１項１目医療費県負担金１７万５,０００円の追加、これにつきましてはそれぞ

れ過年度分の精算ということで補正でございます。 

 ５款１項１目繰越金１５２万３,０００円の追加につきましては、これも決算見込みに伴い

補正するものでございます。 

 １１ページをお願いいたします。歳出でございます。３款１項１目償還金９,０００円の追

加、それから３款２項１目一般会計繰出金２３９万２,０００円の追加につきましては、これ

も過年度等の精算に伴う補正となっております。以上で説明を終了いたします。 

○議   長  質疑を行います。 

（「なし」の声あり） 

 質疑を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって質疑を終わります。 

○議   長  討論を行います。 

（「なし」の声あり） 

 討論を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって討論を終わります。 

○議   長  採決いたします。第７８号議案 平成２２年度南魚沼市老人保健特別会計

補正予算（第１号）は、原案のとおりに決定することにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって第７８号議案は原案のとおり可決されました。 

○議   長  日程第４、第７９号議案、平成２２年度南魚沼市後期高齢者医療特別会計

補正予算（第１号）を議題といたします。本案について提案理由の説明を求めます。 

○市   長  第７９号議案につきまして提案理由を申し上げます。今回の補正は後期高

齢者医療広域連合への納付金及び一般会計への繰出金の予算を追加するものであります。歳

入歳出予算にそれぞれ８７３万７,０００円を追加いたしまして、予算総額をそれぞれ４億７,

９２３万７,０００円とするものであります。詳細につきまして市民生活部長に説明させます

ので、ご審議の上ご決定賜りますようにお願い申し上げます。 

○市民生活部長  それでは予算書の８、９ページをお願いいたします。歳入でございます。

４款１項１目繰越金８７３万７,０００円につきましては、決算見込みに伴う追加でございま
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す。 

 １０、１１ページをお願いいたします。歳出でございます。２款１項１目後期高齢者医療

広域連合納付金７７６万９,０００円は前年度納付された保険料分の追加でございます。 

 ３款１項１目保険料還付金２５万９,０００円につきましては、前年度に納付された保険料

の還付分を追加するものでございます。 

 ３款２項１目一般会計繰出金７０万９,０００円は前年度分の精算に伴う追加措置でござ

います。以上で説明を終わります。 

○議   長  質疑を行います。 

（「なし」の声あり） 

 質疑を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって質疑を終わります。 

○議   長  討論を行います。 

（「なし」の声あり） 

 討論を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって討論を終わります。 

○議   長  採決いたします。第７９号議案 平成２２年度南魚沼市後期高齢者医療特

別会計補正予算（第１号）は、原案のとおり決定することにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって第７９号議案は原案のとおり可決されました。 

○議   長  日程第５、第８０号議案 平成２２年度南魚沼市下水道特別会計補正予算

（第１号）を議題といたします。本案について提案理由の説明を求めます。 

○市   長  第８０号議案について提案理由を申し上げます。歳入では主に下水道事業

国庫補助金５１７万８,０００円の減額、繰入金６,０１０万９,０００円の増額、前年度繰越

金７２１万５,０００円の増、諸収入これは主に消費税の還付金でありますが、５１０万２,

０００円の減額、市債１,０５０万円の減であります。 

歳出では総務管理費３,３０２万６,０００円の増額、これも消費税、地方消費税の件であり

ます。施設管理費１,３５１万８,０００円の増、公共下水道事業等特定環境保全公共下水道事

業の事業費組み替え、これらが主な内容であります。 

歳入歳出予算にそれぞれ４,６５４万４,０００円を追加いたしまして、予算総額をそれぞれ

６１億８,２５４万４,０００円とするものであります。詳細につきましては企業部長に説明さ

せますので、ご審議の上ご決定賜りますようにお願い申し上げます。 

○企業部長  それでは補正予算の説明をさせていただきます。８、９ページをお願いしま

す。歳入の３款、国庫支出金でございます。これはちょっと説明欄を見ていただきたいので

すが、補助金から交付金に変わったというようなことで、全額補助金を落して事業の精査に
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よりその下に交付金の金額が入っております。補助金から交付金に名前が変わったというよ

うなことでよろしくお願いをしたいと思っております。それから２節の公共下水道国庫補助

金、やはりこれも交付金に変わったというような三角のところが全部落ちて下に精査した内

容で交付金の金額がでております。そういう形に変わりました。それからこの国庫支出金の

総額でみますと、補正額が５１７万８,０００円の減という形になります。 

 それから５款、繰入金、補正額として６,０１０万９,０００円という形になりますが、これ

は一般会計の繰入金ルールに基づいての繰入金でございます。それから繰越金７２１万５,０

００円はこれは決算見込みにより、ここへ上程をさせていただきます。 

 それから雑入でございます。２０００円ほどの補正でございます。 

 それから１０、１１ページでございます。雑入で５１０万２,０００円ほどの補正減でござ

いますが、これは主に消費税を還付されるものだという考え方から、前年度の一般会計の繰

入額が課税対象となったというようなことで、納付が発生したためにそっくり収入を落とす

というようなことになります。 

 それから８款、市債。先ほどもちょっとお話がありましたが、１,０５０万円ほどの減とい

うようなことで、これは後でまた４表の方でお話をさせていただきたいと思います。事業の

精査により借入金の減額というようなことでございます。 

 それから１２、１３ページでございます。歳出、総務費。これは全部、消費税及び地方消

費税の増でございます。これは先ほどちょっとお話しましたが、還付から収めなければなら

ないような形になったというようなことで、増額として３,３０２万６,０００円ほど納付が発

生しているという形になります。 

それから施設管理の方は１,３５１万８,０００円各々の修繕料が主な内容になっておりま

す。 

それから３款、下水道事業費、これはやはり事業の精査により事業費の組み替えが主な内

容でございます。 

それから１４、１５ページでございます。この公債費につきましては財源内訳の組み替え

というようなことで一番下に載っておりますが、ページ４ページをお願いしたいと思います。

４ページの地方債の補正でございます。これ上から三つまでが変更になっております。限度

額の変更というようなことで、３億６０万円から３億５,６２０万円に変更と。それからその

次の特環の方も９億５,５４０万円から９億１,０３０万円に変更と。それから資本費平準化債

というようなことで、６億９,１００万円ほどみていたのですが、それが６億７,０００万円と

いうような形に限度を変更するものでございます。よろしくご審議の上、ご決定賜りますよ

うお願いを申し上げます。 

○議   長  質疑を行います。 

○岡村雅夫君  ９ページで補助金が交付金に変更になったという説明ですけれども、何か

影響が出ることはありませんか。交付金ということは要するに一般会計等で交付金という形

でどっくるめで入ってくるということで、一般会計の都合では何もこっちへこないようなこ
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ともあるかとか、そういうふうなことはありませんか。 

○企業部長  全く今のところは同等で考えております。補助金のときと交付金の名称が変

わった程度でうちの方は受けておりますので、交付金になるといろいろのものに使っていい

とかそういう話があるのですが、この場合は全く枠が変わったという形で我々はとらえてお

ります。 

○岡村雅夫君  現場ではそういう考え方のようですが、もとの方で受け取り側の事情とい

うのが交付金ということになれば、政策的部分が入れられるとこういうことになるかと思う

のです。今のところはそう心配していないようでありますけれども、ゆくゆく困ったときに

はどういうことになるのかひとつお聞きします。 

○市   長  今、議員がおっしゃっているのは一括交付金になってすべての交付金が全

部という一括化された場合はいわゆる我々の裁量権があるわけです。この場合はまだ下水道

の関係の交付金とかですね、要は補助金から交付金という名前が変わったことだけで、ほと

んど何にもありません。だから、一般会計でみんなそれを使っていいなどということはなり

得ません。（「何も変わらなければ」の声あり）今、変わりません。少しは使い勝手がよくな

ったかという程度だと思いますけれども、変わっていません。 

一括交付金化と小沢さんがおっしゃっていたようなああいうことになって、すべての部門

を全部一回市町村に渡すのだということになれば、その中で下水道はやめて道路をつくろう

とか、そういうことは今度は可能になるかもわかりませんが、そういうことでは今ありませ

んのでご理解をいただきたい。まだ、そういう制度に至っておりません。 

○議   長  質疑を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって質疑を終わります。 

○議   長  討論を行います。 

（「なし」の声あり） 

 討論を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって討論を終わります。 

○議   長  採決いたします。第８０号議案 平成２２年度南魚沼市下水道特別会計補

正予算（第１号）は、原案のとおりに決定することにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって第８０号議案は原案のとおり可決されました。 

○議   長  日程第６、第８１号議案 平成２２年度南魚沼市病院事業会計補正予算（第

１号）を議題といたします。本案について提案理由の説明を求めます。 

○市   長  第８１号議案について提案理由を申し上げます。今回の補正は収益的収支

におきまして新潟県の補助事業により、城内診療所で実施する地域医療再編分析事業にかか

る補助金の収入科目の節の振りかえが主であります。なお、本事業の増額分３,０００円を収
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入支出それぞれに追加をさせていただきました。また、資本的収支では新潟県の補助事業に

より大和病院で実施する新型インフルエンザ対策事業にかかる収入、県補助金と支出、医療

機器等購入費の追加でありまして補正額は収入支出とも６５９万７,０００円であります。詳

細につきましては大和病院事務部長に説明させますので、ご審議の上ご決定賜りますように

お願い申し上げます。 

○大和病院事務部長  それでは４ページ、５ページをご覧いただきたいと思います。実施

計画明細書でご説明をさせていただきます。収益的収入及び支出、収入でございます。城内

診療所他会計補助金で３,０００円の追加になります。その内訳ですが、先ほど市長が申し上

げたとおり、一般会計の補助金という形で７０５万７,０００円、それから県補助金を同額、

振替るものでございます。これは県の補助事業により実施する地域医療再編分析事業にかか

る県の補助金を、当初予算では県の補助金ということで計上しておりましたが、県が当市に

交付することとなったために増額分３,０００円を加えまして、一般会計補助金に振替るもの

でございます。 

 次に支出でございます。城内診療所の経費そのうち施設委託料これが地域医療再編分析事

業委託料ということで、３,０００円を追加させていただきました。これは医療再編に伴う城

内診療所の患者の動向をつかむために、患者様の病名ですとか年齢ですとか、あるいはその

来てもらっている地区、こういったものを調査しまして、分析することによりまして、今後

の地域医療をどうするか検討するための事業でございます。この事業は新規事業に限るとい

うことでございますし、委託することが原則となっておりますので、城内診療所の方で窓口

やレセプト業務を担当しています日本医療事務センターに委託をしまして、二人の臨時職員

等を雇用して調査を行うものでございます。 

 次に６ページ、７ページをご覧いただきたいと思います。資本的収入及び支出でございま

す。収入ですが大和病院の県補助金でございます。新型インフルエンザ対策事業補助金６５

９万７,０００円を追加させていただきます。これに対する支出でございますが、大和病院の

医療機器等購入費６５９万７,０００円でございます。ここの中身ですが簡易型の人工呼吸器

及びこれに附帯する備品３台。インフルエンザの場合、呼吸疾患が呼吸困難が出てきますの

で呼吸器を３台、それと附属品です。 

それから簡易引圧装置を１台買わせていただきます。この簡易引圧装置というのはどうい

うことかといいますと、病室に隔離病室みたいになるのですがそこにユニットみたいな形で

引圧装置というのをつけまして、その引圧ですので圧が下がることによって汚染された空気、

菌が外に出ないような感染を防止するための装置になるということです。重症な患者さんが

入院されてきた場合にそういう部屋に、簡易的に院内感染だとかそういったものを防ぐため

の装置でございます。それで先ほどの人工呼吸器とそれに付随する備品３台で、４０７万７,

０００円、それから簡易引圧装置１台、これが１８９万円でございます。説明は以上でござ

います。 

○議   長  質疑を行います。 
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（「なし」の声あり） 

 質疑を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって質疑を終わります。 

○議   長  討論を行います。 

（「なし」の声あり） 

 討論を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって討論を終わります。 

○議   長  採決いたします。第８１号議案 平成２２年度南魚沼市病院事業会計補正

予算（第１号）は、原案のとおり決定することにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって第８１号議案は原案のとおり可決されました。 

○議   長  日程第７、第８２号議案 市道の認定についてを議題といたします。提案

理由の説明を求めます。 

○建設部長  それでは第８２号議案 市道の認定についての提案理由の説明を申し上げま

す。今回の市道認定につきましては、２路線を提案するものでございます。道路種別はいず

れもその他で、起終点の地番、規模、延長、幅員、主な経過地につきましては記載のとおり

でございます。また、いずれも地元行政区より認定申請が提出されているところでございま

す。 

それでは議案資料の図面の方で説明をさせていただきますので１枚めくっていただきたい

と思います。図面番号１これは東泉田地内の路線でございまして、県道大月六日町線から農

道のところに接続する路線でございます。その他市道で保々島前島線、延長が１２５メート

ルでございます。この路線につきましては行政区より拡幅改良の要望が提出されているとこ

ろでございます。 

 続きまして図面番号２でございます。これ上町地内の路線でございます。市道上町団地中

央線を基点にいたしまして、袋路上の路線でございますけれども、市道認定に関する取り扱

い要領の基準に合致しておるところから認定するものでございます。その他市道、上町団地

３号線、延長は３２メートルでございます。 

以上２路線の新規路線でございますが、ご審議の上ご決定賜りますようお願い申し上げま

す。以上でございます。 

○議   長  質疑を行います。 

（「なし」の声あり） 

 質疑を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって質疑を終わります。 
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○議   長  市道の認定に対する討論を行います。 

（「なし」の声あり） 

 討論を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって討論を終わります。 

○議   長  採決いたします。第８２号議案 市道の認定については、原案のとおりに

決定することにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって第８２号議案は原案のとおり可決されました。 

○議   長  日程第８、第８３号議案、人権擁護委員の候補者の推薦についてを議題と

いたします。本案について提案理由の説明を求めます。 

○市   長  第８３号議案、人権擁護委員の候補者の推薦について提案理由を申し上げ

ます。このたび人権擁護委員としてご尽力いただいております、貝瀬幸子さんが平成２２年

１２月３１日付で任期満了となりますので、再任について人権擁護委員会委員法第６条第３

項の規定に基づき、法務大臣に推薦するにあたり議会のご意見を賜りたいものであります。 

なお、任期は平成２３年１月１日から平成２５年１２月３１日までの３年間であります。

貝瀬さんにつきましては人格、識見ともに人権擁護委員として申し分のない方でございます

ので、よろしくご審議の上ご意見賜りますようお願いを申し上げます。 

○議   長  質疑を行います。 

（「なし」の声あり） 

 質疑を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって質疑を終わります。 

○議   長  お諮りいたします。本案は人事案件でありますので討論を省略したいと思

いますが、ご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって討論を省略いたします。 

○議   長  採決いたします。第８３号議案 人権擁護委員の候補者の推薦について、

本案は原案のとおり同意することに賛成の諸君の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

 起立全員。よって第８３号議案は原案のとおり同意することに決定いたしました。 

○議   長  休憩といたします。休憩後の開会は１０時４０分といたします。 

（午前１０時２０分） 

○議   長  休憩前に引き続き会議を開きます。 

（午前１０時４０分） 

○議   長  ここで建設部長から発言を求められておりますのでこれを許します。 
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○建設部長  先ほどの８２号議案の市道認定でございますけれども、議案書の中の１番、

２番共にでございますが、市道施設の規模の中で延長と幅員がちょっと逆になっておりまし

て、延長は３.３から５.５というふうな形になっていまして、幅員が１２５メートルになって

おりますので、それを訂正させていただきたいと思います。よろしくお願いします。大変申

しわけございませんでした。 

○議   長  日程第９、第６７号議案 平成２１年度南魚沼市一般会計決算認定につい

てを議題といたします。本案について提案理由の説明を求めます。 

○市   長  第６７号議案 平成２１年度南魚沼市一般会計決算認定について提案理由

を申し上げます。平成２１年度の一般会計決算は、歳入総額３３０億５,０２４万円、歳出総

額３２３億１,７８８万円、歳入歳出差引額７億３,２３６万円であります。繰越事業に伴う繰

越財源１億８,４９４万円を除いた実質収支額は５億４,７４２万円の黒字となりました。 

前年度比、歳入で３０億２,９４７万円、１０.１パーセント、歳出で３１億２,９０４万円、

１０.７パーセントの大幅な増額となっております。 

これは歳入につきましては地方交付税が７億６,８７３万円、定額給付金、経済対策臨時交

付金、五十沢小学校改築事業交付金等の国庫補助金が１４億５,７６９万円、臨時財政対策債

等による市債が６億１,０６０万円増これらによるものであります。 

歳出につきましては、定額給付金による総務費が１０億１,４３５万円、除雪費、下水道繰

出金による土木費１０億１,０３９万円、耐震補強五十沢小学校整備事業、塩沢地区給食セン

ター整備事業等による教育費の１０億４,３３２万円増等によるものであります。２１年度は

前年の秋口に発生をいたしましたリーマンショックに端を発した世界同時不況により、当市

においてもその影響を免れず雇用対策、資金繰り対策を最優先で実施してまいりました。引

き続き学校の耐震補強工事を進め、旧耐震基準による学校についてはすべて予算計上をし、

２２年度に工事も完了する予定であります。斎場、五十沢地区統合小学校、塩沢地区給食セ

ンター整備事業等の着工、総合計画の着実な実施に努めたところであります。 

また、大河ドラマ「天地人」が放映され高視聴率を得るとともに、地域に感動と誇りを与

えてくれました。平衡して開催されました愛・天地人博南魚沼、トキめき新潟国体も大成功

裏に終了することができました。法人市民税、固定資産税を中心に税収は落ち込みましたが、

地方交付税及び臨時財政対策債の増等により７億１,５３２万円を財政調整基金に積立を行

った中で、前述の実質収支額を残すことができました。 

中央では一時景気の底入れも言われておりましたが、地方においてはその芽も見えぬまま

二番底が懸念をされているところであります。今後も景気雇用対策を最大課題として財政の

健全化に配慮し、総合計画の着実な実施、実現に努めてまいりますので、議会の皆さま方の

一層のご協力そしてご指導をお願い申し上げるところであります。概要につきましては総括

を総務部長に、個別部分につきましては各担当部長等に説明させますので、ご審議の上、認

定賜りますようにお願い申し上げます。 

○総務部長  ８２号議案に続きましてまことに恐縮でございますが、資料に誤びゅうがご
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ざいましたので本日配付を申し上げました丸正の左上に第６７号議案資料と記載されている

全６ページのものをお出しをいただきたいと思います。開いていただきますと４ページで網

掛けの部分があるかと存じますが、下３けたがミスタイプでしたので差しかえをお願いした

いということでございます。申しわけありませんでした。 

 それでは６７号議案の資料に基づいてご説明を申し上げます。３ページをご覧ください。

一般会計の款別決算額の主な部分の比較表でございます。各款別に当該年度と前年度の比較

で示してございます。左から款、年度、予算現額、調定額、収入済額、不納欠損額、収入未

済額、予算現額と収入未済額の比較、収入割合としての予算比、調定比、収入済額の前年度

との比較増減の主な内容等となっております。主に収入済みの欄で前年度に比較して申し上

げますのでよろしくお願いを申し上げます。 

 第１款市税では収入済みの欄で前年度に比べ、マイナス３.４８パーセント、２億７,８２８

万円ほどの減額でございまして、右の欄に記載されておりますが大きな減額は市民税の中で

も景気動向を反映して、法人市民税が前年度比マイナス１４.９、１億９１万円減となりまし

た。固定資産税でも８,９６９万円ほど、たばこ税で６,５５０万円ほどそれぞれ減額でござい

ます。不納欠損額８,３５１万円ほど、また、収入未済額１５億２,２５７万円ということでご

ざいます。なお、不納欠損額の処分事由別内訳は監査委員審査意見書１２ページに明細が記

載をされておりますのでご覧をいただきたいと存じます。 

 ２款地方譲与税では自動車重量税及び揮発油税を財源として交付されますが、前年度に比

べ２,５６２万円ほどの減額になっております。道路特定財源制度廃止に伴う地方道路譲与税

５,６３４万円の減、自動車重量譲与税３,０３９万円ほどの減額であります。 

 ３款利子割交付金ですが５０７万円ほどの減でございます。 

 ４款配当割交付金で１４５万円ほどの減、５款株式等譲渡所得割交付金は５４万円ほどの

増、第６款地方消費税交付金で２,９９５万円ほどの増、第７款自動車取得税交付金では５,

２７３万円ほどの減となった結果であります。この部分は消費経済活動の多寡により上下す

る科目でございますので、なかなか先の見えない景気の影響ということだというふうに考え

ております。 

 第８款地方特例交付金は１４０万円ほどの増でありますが、減収補てん特例交付金、住宅

ローン控除分と、自動車取得税税率軽減分及び特例交付金、恒久減税減収分の増でございま

す。 

 ９款地方交付税では７億６,８７３万円ほどの増でございます。地方交付税で７億１,６９９

万円、特別地方交付税で５,１７４万円ほどという内容でございます。 

 第１０款交通安全対策特別交付金は前年並の９９９万円ほどの収入であり、３万円ほどの

増というふうなことでございます。 

 第１１款分担金及び負担金では前年度に比べ４０７万円ほどの増額でありますが、分担金

では消雪にかかる融雪施設の維持費、補修費分担金の増が主であり、負担金では保育園入園

費負担金いわゆる保育料が児童の入園数の減少による減が主な理由でございます。この間で
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の収入未済額２,２５１万円ほどは、保育園の入園費負担金が主な内容でございます。不納欠

損額、不納欠損３７万円は入園費負担金滞納繰越分の時効による処分でございます。 

 次のページをお願いいたします。第１２款使用料及び手数料では前年に比べ２,３６２万円

ほどの減でありますが、使用料では主に環境衛生センター附属施設の指定管理による利用料

金制による皆減が１,２０５万円ほど、新型インフル等による休日救急診療所の受診増で４０

０万円、直江兼続公伝世館使用料で１,４８７万円ほどの収入であります。手数料ではし尿処

理、可燃ごみ、不燃ごみの処理手数料の部分が２,１７９万円ほどの減であり、家畜診療手数

料２５９万円ほどの減が主な理由になっております。収入未済額が１,５９４万円ほどとなっ

ておりますが、主として住宅使用料であります。不納欠損額２万５,０００円はし尿処理手数

料滞納繰越分の時効による処分でございます。 

 第１３款国庫支出金の収入済額は３６億２,３１０万円余りであり、前年度に比べ１５億２,

７４２万円の増でありました。主たる増加要因は国庫負担金で生活保護費、障害者自立支援

給付費の増、五十沢地区統合小学校事業負担金の皆増であります。国庫補助金では地域活性

化経済危機対策臨時交付金５億３,６３４万円を始めとして公共投資臨時交付金、きめ細かな

臨時交付金の皆増、定額給付金事業補助金これは３億６,７９６万円ほど、生活対策臨時交付

金５,９６５万円ほど、補助率３分の２の地方道路交付金１億１,４６０万円これが皆増などで

あり、その他、大巻小、大和中の地震耐震補強事業に対する交付金によるところでございま

す。収入未済額１８億４,３５０万円ほどは、公共投資臨時交付金７億６,８８５万円、きめ細

かな臨時交付金２億３,４１０万円及び地域情報通信基盤整備推進事業交付金２億４,９４７

万円などでございます。 

 第１４款県支出金は前年度に比べ２億２,５３９万円ほどの増であります。県負担金では障

害者自立支援給付金１,０１４万円増が主要因でありますし、県補助金では介護基盤緊急整備

等臨時特例交付金が１億２,７２５万円皆増、緊急地域雇用創出特別基金事業で７,６３０万円

皆増、トキめき新潟国体会場地市町村運営交付金２,６２１万円を主な理由とするものでござ

います。貸付金では地方産業育成資金県貸付金の減２,２００万円でございます。収入未済額

２億１７６万円ほどは民生費、農林水産業費及び衛生費等の繰越明許にかかる県補助金委託

金でございます。 

 第１５款財産収入５,５７４万円ほどの減でありますが、旧大巻小学校用地、三用住宅用地、

旧図書館用地、八海山学校林売払いなどの売払収入がございましたが、不動産売払収入６,８

７４万円ほどの減、財産運用収入では会計管理者の適切な運用による債権等売却差益収入が

１,１１２万円となったことによるものであります。収入未済額は土地の貸付料の滞納額４万

円の納付がありまして、残額は１１万円ほどとなったものでございます。 

 １６款寄附金では前年度に比べ２,７５０万円ほどの減であります。市歌制定にかかる寄附

金５００万円の皆減、ふるさと納税の寄附金の減が主な理由でございます。 

 第１７款繰入金では１億８,０１０万円の減でありますが、地域活性化生活対策基金繰入金

１億２,８７４万円の皆増、合併振興基金繰入れ４億円の減、愛プロジェクト推進基金繰入れ
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３０００万円の皆増、老人保健特別会計から３,３５７万円の減、水道事業会計９,１１５万円

の増による部分でございます。 

 第１８款繰越金では収入済額８億３,１９３万円ほどでありますが、前年度純繰越金が３億

７,６７５万円ほど、繰越明許費充当が４億５,５１７万円ほどでございます。 

 第１９款諸収入は２０億３,４０５万円ほどの収入で、前年度に比べ１億２,３３２万円ほど

の増でありますが、主たる部分は景気動向を反映してか延滞金が６９３万円の増、貸付金元

利収入では労働金庫貸付金元利収入の４,０００万円の皆減、商工中金貸付金３,０１２万円の

皆減、地方産業育成資金の預託金４,４００万円の減によるものであり、受託事業収入では湯

沢町さんとの受託事業で斎場、ごみ処理の部分が主で１億１,０４８万円の増に。雑入では

愛・天地人博の決算剰余金１億１,４５５万円ほどの皆増、県市町村振興協会から宝くじ基金

交付金５,９８０万円皆増、後期高齢者医療連合の療養給付費負担金精算金で８,５０５万円の

皆増、預金利子では譲渡性預金利子で７４万円ほどの減でございます。 

 ２０款市債は前年度に比べ６億１,０６０万円の増でありますし、収入未済額６億６５０万

円は継続費逓次繰越分３億４,０９０万円、繰越明許分２億６,５６０万円でございます。以上

が歳入の概要であります。 

 ５ページをお願いいたします。歳出も款別に前年度と対比しておりまして、左から款、年

度、予算現額、支出済額、翌年度繰越額、不用額、予算現額と支出済額比較、支出済額を予

算現額で割った執行率となっております。主に支出済額の欄の比較増減で申し上げます。 

 第１款議会費は２１年１１月１日以降の議員定数減による報酬減等によって、昨年度に比

べ１,０８９万円ほどの減でございます。 

 ２款総務費では前年度に比べ１０億１,４３５万円ほどの増でありますが、これは説明欄の

ように総務管理費で定額給付金事業９億７,３９７万円の増が主たる要因であります。徴税費

の部分では賦課徴収管理費増を主因とするものでありますし、翌年度繰越の部分は情報通信

基盤整備推進事業にかかるものでございます。 

 ３款民生費では前年度に比べ２億３,６８１万円ほどの増でありますが、主なものは社会福

祉費の中で自立支援事業４,１４７万円の増、介護基盤緊急整備等事業費１億４,４０８万円の

皆増、児童福祉費では２,９１０万円ほどの増で、保育園大規模改修事業費の増を主とし、生

活保護費の１,８５２万円ほどの増でありますが、生活保護扶助費の増によるものでございま

す。繰越額１億１,８３５万円ほどは介護基盤緊急整備等事業、学童対策事業などにかかる部

分でございます。 

 ４款衛生費では６億５,０２４万円ほどの増でありますが、保健衛生費では病院事業対策費

を主として１億２,２９５万円の増であり、環境衛生費では斎場施設整備事業で４億１,０２５

万円ほど、地下水熱利用融雪システム実証事業１,９９３万円ほどの増を主とするものでござ

います。清掃費ではごみ処理対策費は１,５６１万円ほど減少しておりますが、し尿塵芥処理

施設費の方で循環型社会形成推進事業費９,６８０万円などから４,５９４万円ほど増加しま

した。上水道事業費は高料金対策補助金５,７９６万円が増の主な要因であります。繰越額７,
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３７１万円ほどは、「緑の分権改革」推進事業の繰越明許費と斎場改築事業の継続費逓次繰越

分でございます。 

 ５款労働費は前年度に比べ４,５２６万円ほどの増でございますが、緊急雇用創出事業など

にかかるものでございます。 

 ６款農林水産事業費では１億５,７４４万円ほどの増でございますが、出入りの中で農業費

で農業集落排水事業繰出を主体として１億２,４９８万円、林業費はバイオマス利活用事業を

主といたしまして３,２４８万円ほどの増でございます。繰越額９,０４７万円ほどは土地改良

事業及び森林整備加速化・林業再生事業化の繰越明許費でございます。 

 ７款商工費でありますが５,６８４万円ほどの減であります。商工業振興費４２４万円ほど

の減は、プレミアム商品券事業補助の増、中小企業金融制度事業費の減を主とし、観光振興

費は八海山麓観光施設管理運営費の減、観光交流拠点駐車場整備事業費の皆減によるところ

が主でございます。繰越額７,７４８万円ほどは企業対策事業費及び観光施設整備事業費の繰

越明許費でございます。 

 ８款土木費は前年度に比べ１０億１,０３９万円ほどの増でございますが、道路橋りょう費

が２億１,３５８万円ほど、これは機械除雪費、除雪機械整備事業、融雪事業費の増を主因と

しております。都市計画費では７億２,０１８万円ほどの増でありますが、主に下水道会計繰

出金８億７,９４４万円ほどの増によるものでございます。住宅費では住宅改修工事費の増が

主な要因でございます。繰越額３億７,３８２万円ほどは全額、繰越明許費で地方道路交付金

事業ほかで３億２,９９５万円、都市計画費の街路ほかで３,１４８万円、市営住宅管理事業１,

２４０万円であります。 

 第９款消防費は前年度に比べ８２３万円ほどの減でありますが、常備消防費では消防庁舎

改築事業費８,３６１万円の増、非常備消防では消防団施設整備事業費で２,３０２万円ほどの

減、防災費で防災広場整備事業の用地費８,６３６万円皆減によるものが主であります。翌年

度繰越は防災一般経費の繰越明許でございます。 

 第１０款教育費では前年度に比べ１０億４,３３２万円ほどの増でございます。主なものは

小学校費では５億８８万円ほどの増加は耐震補強事業、五十沢地区統合小学校整備事業の皆

増などによるものですし、中学校費３億６,８７９万円ほどでも耐震補強事業の増が主因であ

ります。幼稚園費では認定こども園費の増でありますし、社会教育費３,６３７万円ほどは、

市民会館及びさわらびの改修費の増であります。保健体育費では塩沢給食センター整備事業

費の増を主因とするものでございます。翌年度繰越額１３億２,１３１万円余りは経済危機対

策、きめ細かな臨時交付金、公共投資臨時交付金等を活用した小中管理一般事業、耐震補強

事業、社会教育施設大規模改修事業などの繰越明許費と五十沢地区小学校統合整備事業及び

塩沢地区給食センター整備事業の継続費逓次繰越分でございます。 

 第１１款災害復旧費では２,１７３万円ほどの減であります。農林水産施設災害復旧費で１,

０１４万円ほど、公共土木施設災害復旧費で１,１６１万円ほどの減でございます。 

 第１２款公債費であります。前年度に比べ９億３,６４８万円ほどの減でありますが、主と
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して長期債繰上償還６億５,１０８万円減、長期債借換償還金１億７,４６２万円減、長期債利

子１億４９１万円減が主たる理由でございます。 

 第１３款諸支出金２,７０１万円ほどは土地の取得費と学校林の立木の購入でございます。 

 第１４款予備費でありますが、充用件数２４件、充用額は３,０４８万円でございます。以

上が歳出の概要でございます。 

なお、別冊の南魚沼市歳入歳出決算資料これは主要な施策の成果の概要と記載されていま

す。なお１ページから主要な成果の概要を、１０２ページ以降に当該年度の決算カード、財

務諸表を掲載しておりますし、同じく別冊の財産に関する調書の４１ページ以降に債権、基

金の状況また４３ページ以降に奨学金貸与基金運用状況を定額運用基金運用状況報告書とし

て掲載をしておりますので、あわせてご覧いただきますようお願いいたします。以上で総括

説明を終わります。 

○議   長  監査委員の監査報告を求めます。 

○監査委員  それでは一般会計の審査報告を申し上げたいと思いますが、度々でまことに

申しわけありませんけれども、訂正箇所がちょっとありましてご訂正をお願いしたいと思っ

ております。審査意見書の３６ページをちょっとご覧いただきたいと思いますが、３６ペー

ジの中ほど、エの財政状況というところの３行目、前年度より「１.０ポイント改善された」

とありますが、「１.４」に申しわけありませんが訂正をお願いいたします。 

それとあわせましてもう１カ所、オのまとめの欄の３行目の後段、「その結果、歳入確保以

外はすべて」とありますが、「歳入確保内部経費の削減」というのを入れていただきまして、

「すべて」をひとつ消していただいて「歳入確保内部経費の削減以外は」ということでご訂

正をお願いいたします。まことに申しわけありません。以後十分気をつけたいと思いますの

でよろしくお願いいたします。 

 それでは１ページをご覧いただきたいと思います。平成２１年度南魚沼市一般会計・歳入

歳出決算審査意見書。第１、審査概要、１ 審査の対象（１）平成２１年度南魚沼市一般会

計歳入歳出決算、（７）平成２１年度各基金の運用状況。２ 審査の期間、平成２２年６月３

０日から平成２２年８月１８日まで。３ 審査の方法、一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳

出決算事項別明細書、実質収支に関する調書、財産に関する調書及び基金運用状況報告書が、

関係法令に準拠して作成されているか、計数は正確であるかを審査しました。また、必要に

応じ関係職員からの事情聴取等を実施いたしました。 

 ２ページですが、審査の結果、１の総括でございます。平成２１年度南魚沼市一般会計の

歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調書は法令に準拠して作成され、計数

は関係諸帳簿と符号しており、適正と認められた。また、予算の執行に関しては、適正なも

のと認めた。２ 財産に関する調書。土地、建物、出資による権利、物品、債権、基金につ

いての決算年度中の増減は適正に記載されており、調書記載のとおりでありました。３ 基

金の運用状況。財政調整基金ほか１３基金、財産に関する調書に記載の前年度末現在高、決

算年度中の増減及び決算年度末現在高の各計数は正確であり、その設置目的にしたがって適
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正に運用されているものと認めました。 

 続きまして３５ページをお願いいたします。一般会計の決算審査意見。アで決算収支であ

りますが、本年度の一般会計決算の歳入総額３３０億５,０２５万円から歳出総額３２３億１,

７８８万円を差し引いた形式収支は、７億３,２３６万円の黒字となっている。 

 この額から、翌年度に繰り越すべき財源である継続費逓次繰越額５,５１７万円と繰越明許

費繰越額１億２,９７７万円を差し引いた実質収支額は、５億４,７４２万円の黒字である。こ

の実質収支額から、繰り越された前年度の実質収支額３億７,６７６万円を差し引いた単年度

収支額は１億７,０６７万円の黒字である。 

 この額に、財政調整基金積立金７億１,５３３万円と地方債繰上償還金３億５,５６９万円を

加えた実質単年度収支額は、１２億４,１６８万円の黒字となっている。 

 イ、歳入。収入済額は３３０億５,０２５万円で、予算現額３５６億６,８２１万円に対する

執行率は９２.７パーセント、調定額３７３億６,０９２万円に対する収入率は８８.５パーセ

ントである。収入済額は、前年度に比べ３０億２,９４７万円、１０.１パーセントの増となっ

ている。 

財源の根幹となる市税は７７億１,７１６万円で、調定額に対する収入率は８２.８パーセント、

前年度より２億７,８２９万円、３.５パーセントの減となり、一般会計収入における市税の構

成比率は２３.３パーセントで、前年度より３.３ポイント低下している。 

 市税の収入未済額は市民税２億３,７０４万円、固定資産税１２億１,７０３万円、軽自動車

税１,０９７万円、特別土地保有税１５０万円、入湯税１７０万円、都市計画税５,４３３万円、

合わせて１５億２,２５７万円で、調定額の１６.３パーセントであり、前年度より３,５８７

万円の増となっている。 

 市税の不納欠損額は８,３５１万円で、前年度より１２７万円の減となっている。不納欠損

額の内容は、市民税が３２４万円、固定資産税７,７２９万円、都市計画税２７０万円、軽自

動車税２９万円で、いずれも地方税法第１５条の７、滞納処分の停止の要件等などの規定に

基づくものでやむを得ないものと認められますが、滞納については、管理に十分注意し徴収

に努めていただきたいと思います。 

 本年度の歳入の主な構成割合を見ると、地方交付税が３１.１パーセント前年度３１.６パー

セントと最も多く、次に市税が２３.３パーセント前年度２６.６パーセント、国庫支出金１１.

０パーセント前年度７.０パーセント、市債９.７パーセント前年度８.７パーセント、諸収入

６.２パーセント前年度６.４パーセント、県支出金４.７パーセント前年度４.５パーセント、

繰入金３.９パーセント前年度４.９パーセント、ほかとなっています。 

 自主財源比率は３９.８パーセント前年度が４４.０パーセント、依存財源比率は６０.２パ

ーセント前年度５６パーセントで、国庫補助金、地方交付税、市債など依存財源の増により、

前年度より自主財源比率が４.２ポイント下がっています。 

 市債の本年度発行高は３２億１,３５０万円前年度２３.５パーセント増、償還額は４１億８,

９７６万円で、年度末残高は３５２億３,６１０万円となり、前年度末より９億７,６２６万円
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の減となりました。 

 ウの歳出でありますが、支出済額は３２３億１,７８８万円で、予算現額３５６億６,８２１

万円に対する執行率は９０.６パーセント、前年度に比べ３１億２,９０４万円１０.７パーセ

ントの増となっています。 

 翌年度への繰越額は２８億３,９１３万円で、前年度より１１億３,８４１万円６６.９パー

セントの増であります。そのうち、継続費逓次繰越が７億６,８６４万円で、斎場施設整備事

業費、五十沢地区小学校統合整備事業費、塩沢地区給食センター整備事業費であります。繰

越明許費は２０億７,０４９万円で、地域情報通信基盤整備事業費光伝送路新設、道路新設改

良事業費、小学校耐震補強事業費などを主とするものであります。各款別の内訳は、総務費

が７億８,０００万円、民生費が１億１,８３５万円、衛生費が４,５００万円、農林水産業費

９,０４８万円、商工費７,７４８万円、土木費３億７,３８３万円、消防費３９７万円、教育

費５億８,１３９万円となっています。 

 公債費の支出済額は４８億４,０８４万円で、執行率は９９.９パーセント、前年度より９億

３,６４８万円１６.２パーセントの減で、歳出総額に占める割合は１５.０パーセントとなっ

ています。 

 歳出総額における不用額は５億１,１１９万円で、前年度に比べ５,３９６万円１１.８パー

セントの増となっています。 

 エの財政状況。財政基盤の強さを示す財政力指数は、０.４９３。３カ年平均ですが、前年

度は０.５０９で前年度とそう大きく変わっておりません。財政構造の弾力性を示す経常収支

比率は９３.７パーセントとなり、前年度より１.４ポイント改善されましたが、硬直した状況

には変わりありません。 

 公債費比率は、財政構造の健全性の面から１０パーセントを超えないことが望ましいとさ

れていますが、前年度に比べ２.１ポイント低下して１４.９パーセントとなり若干改善されま

した。 

 また、基金については、財政調整基金が７億１,５３３万円増加し、平成２２年５月末の残

高で２８億２,７９９万円となっています。 

 オ、まとめ。財政健全化計画の４年目に当たる本年度も、主要な施策として人件費の抑制、

内部経費の削減、投資的経費の抑制、行政水準の明確化、繰出金の見直し、公債費の削減、

歳入の確保等を着実に実施する方針のもとで取り組んできている。その結果、歳入確保、内

部経費の削減以外は目標を達成し、平成２１年度の財政健全化目標は総体的には達成となり

ました。 

 また、主要施策として取り組んできた雇用対策・資金繰り対策、教育環境の充実、子育て

支援の充実、コミュニティ活動の推進、「天地人」プロジェクトの推進、トキめき新潟国体の

開催など、いずれも計画に沿った執行がなされています。大河ドラマ「天地人」の放映や「愛・

天地人博南魚沼」の大盛況は、経済的効果、全国的なアピール効果など、その成果は計り知

れないところがあります。今後の南魚沼市の発展に反映され、継続的効果をもたらすことを
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期待したいと思います。 

 経済不況による雇用の悪化は依然として改善せず、今後も歳入確保は厳しい状況が予想さ

れます。引き続き健全な行財政運営と市民の福祉増進に一層の努力を望むものであります。 

なお、詳細につきましては３ページから３４ページに記載のとおりでございます。なお、

６２ページ以降、参考資料としてそれぞれ添付してございますので、後ほどお目とおしをい

ただきたいと思います。簡単でございますけれども一般会計の決算審査報告とさせていただ

きます。 

○議   長  平成２１年度南魚沼市一般会計決算全般に対する大綱質疑を行います。 

○寺口友彦君  平成２１年の一般会計全体でありますが、国庫支出金が２２億円という大

幅な増であった。それから交付税をみますと臨時という名前の付くものが５本ほどあるとい

うことで、結果的に単年度収支が１億７,０００万円ほどの黒字決算であったという報告であ

ります。中身は財政調整基金が７億円ほどの積立ができて、地方債の繰上償還も３億円ちょ

っとできたという全体からみれば、黒字決算であったという部分について、市長はどの部分

でどういうような努力の結果、こういう黒字がでたというふうにお考えなのかお聞きします。 

○市   長  黒字決算が達成できた一番の要因は、財政健全化５カ年計画の取り組みだ

と思っております。いわゆる歳出減であります。そのほかに歳入側では今ほどそれぞれご説

明申し上げましたように、市税等が減額でありますけれども、こういう状況下の中で国の交

付税あるいは補助金これらの増、これが大きな要因。臨財債はこれも要因といえば要因であ

ります。要因といえば要因でありますが、それはほとんどが支出にまわるという考え方をと

りますと、先般今井議員に申し上げたとおり繰越分が臨財債を発行しない分だと思えばまた

それでというような形になるわけですので、そう申し上げるところではありませんけれども。

要は歳出減に努めた結果とこういう状況下での交付税補助金等の増ということだと思ってお

ります。 

○寺口友彦君  市長の今の説明の中で財政健全化計画、平成２１年度単年度の達成率を見

れば１０７.１ということで７.１ポイント上回ったということがありますが、監査委員の報告

の中にもありましたように、この内部経費の削減と最も重要である歳入の確保、これについ

てはかなり成績は悪かったという監査報告もありました。 

心配事となれば市税の減額傾向というのが出てきたということと、やはり形ばかりの市税

といいますか滞納額、１５億円を超えているという部分であります。この部分に対する取り

組みは収納対策員を１名強化をして取り組んだという結果でありますが、ずっと継続して納

められないという方が何人かいらっしゃるわけですが、この辺の収納に努めながらもこの滞

納額という部分についての額が、非常に増えていくということに対してどういうような対応

をこれから取るべきかなというようなところを、３名の徴収員の増加はわかっておりますけ

れども、それ以外についての市長のお考えをお聞きしたい。 

○市   長  この１５億円を超える滞納額。このほかにも国保税であり、あるいは水道

料金であり、下水道もある。それぞれそういうことでありますので、一番やはり頭を悩ます
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ところであります。徴収員の増強ということも含め、県との調整によりまして、特別徴収機

構、この活用もある程度効果は現しているところであります。ただしかし、根本的な部分、

特に固定資産税１２億円強ここが一番の大きな課題だろうと思っております。 

大体皆さん方もご存知でしょうけれども、そのまた固定資産税の１２億円のうちの大半と

いいますか、大きな部分を占めるのが、大型の部分ということでありまして、これらにつき

ましてはその皆さん方も納税相談等に応じながら、一応誠意を持って納入はしていただいて

いるわけでありますけれども、その延滞利息そのものでもうその部分はほとんど増えていく

という状況になるわけです。 

ですので、例えば差押えをやったとしましても、いつも申し上げておりますとおり市の実

質的な収入にはほとんどなり得ないという状況がかいま見られます。ですので、何とか現年

度分とそれから繰り越しの利息分と、そのほかに少しずつやはり減っていってもらわなけれ

ばならないわけですので、そういうことを相談時にもいろいろ申し上げているのですけれど

も、なかなか思うに任せないという状況です。 

どこかでやはり差押え等も含めた決断をしなければならないわけであります。まず、そう

いう判断のもとはもう不誠実で全くそういう気がなくなっているとかそういうことになれば

これは即やらなければならないと思いますけれども、やったとて先ほど触れましたように市

の収入増になるかというと、非常に厳しい面があります。ですので、硬軟織り交ぜながらそ

の徴収に努めているところでありますけれども、なかなかこれをやれば解決するという案も

ございませんので、粘り強く納税していただくような交渉を進めると。今のところそれ以外

に手がなかなか打てないというのが状況でございます。 

○牧野 晶君  まず１点、新聞等を見る限り、ないというふうに把握しているのですが、

県の方ではたまに県の職員が何かやりましたというので、いろいろな処分の対象になったり

もしていますが、２１年度市の方でそういう処分の対象があったかどうかについて確認だけ

させていただきたいのと。 

あとそれと、毎回監査の方に聞いているわけですが、２１年度から監査委員事務局が多分

一人増えたわけですよね。それによって市長の方はいつものその数字の会計監査ではなくて、

今後は行政監査の方が進んでいくというふうな話があったわけです。ちょっと私この監査書

を見る限り、行政監査の方がなかなかされていないのではないかなという思いがあるわけで

すけれど、一名増え数字あわせの方の負担が軽くなるのだからという、市長の過去の答弁が

あったわけです。 

監査と市長の答弁は別かもしれませんが、そこのところで実態についてどういうふうな行

政監査というかを行ってきたのか。要はむだなところの指摘も求められているわけですよね。

単なる数字あわせだけではないところも求められていると思うので、そこのところどういう

視点で行ったかについて監査委員にお聞きしたいのですがよろしくお願いします。 

○市   長  ２１年度中に職員の不祥事ということだと思うのですけれども、重大な事

案はございません。ただ、交通事故とかそういうことによってのそれぞれの処分等はござい
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ますけれども、新聞に掲載されるような事案は発生しておりません。 

○監査委員  昨年の４月から３名体制にしていただきまして、局長も設けてもらいまして

一応全員県下の市並にしていただきました。本当にありがたく思っております。 

それでまずこの今回の決算審査報告に行政監査の内容がないではないかとこういう話です

けれども、決算審査報告でありますので当初この資料にもありますように、計数の正確性と

かそういった面で報告させていただいておりまして、行政監査につきましては例月出納検査

等もあります。このときにいろいろな物品購入なり消耗品購入なりそういったものを毎月監

査しているわけですけれども、そういった面での購入の際での節約面とかそういった面もあ

りますし、あと定期検査、これから１０月、１１月に全課２３の課を監査いたしますけれど

も、そういった折に聞き取り、あるいは現場へ全部出向きますのでそういった形で監査をし

ております。 

それで若干ちょっと、県下の例を報告させてもらいたいのですけれども、３名体制にして

いただきましたが、今県下で監査委員が２名、それから事務局員が２名というところは、人

口３万１,５００人くらいですか、加茂市だけなのです。あとは全部３名以上ですが、私ども

３名ぽっきり職員だけというのは私どもだけで、その次であります。あとはそれに加えて兼

務職員が１から５名あるいは６名、ほとんどついているというのが県下の今の状況になって

います。 

それで今、ただ人口で監査委員が多いとか少ないとか、あるいは事務局員が少ないとか多

いとかということは申し上げられませんが、要は監査の対象となる昨日もありました指定管

理者とか財政援助団体、あるいは特別会計、公営企業会計もろもろのそういった対象数が多

ければ当然多くしていかないと、精度の高い監査もできないとそういうことになります。 

それで私どものところも財政援助団体が約４０ぐらいありますし、指定管理者は数的には

６０ですけれども、ただ何といいますか施設管理だけしているような集会場とかそういった

ところを除いても、１５から２０ぐらいは指定管理者監査対象にしなければならないという

ようなところもあります。そういうところは必要があれば、ということにはなっていますけ

れども、やっぱりでき得れば何年かごとに定期的に監査をしていった方がいいのではないか

と考えていますので、今後その辺も含めて計画的に実施をしていきたいと考えております。

以上であります。 

○牧野 晶君  大変中身がよくわかったような説明だったわけです。ただ、私がすごく記

憶があるのが、それこそ塩沢が合併してすぐのとき、どのような監査をしているのですかと

いう話をしたときに、数字をあわせただけではない監査については、合併したばかりで、資

料が膨大なのでなかなかというふうなのを２～３年繰り返して、今回、市長の方が一人増や

すのでというふうな話があったわけですけれど。県内になると４人から５人とか兼務もある

だろうけれど、ちょっと聞いてみたいのが、それと同時に外部監査についてはどう思われま

すか。外部からの監査について。 

変な話、あと２人例えば事務局を５人体制にしましたということになると、１,２００万円
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から１,５００万円ぐらいかかっていくと思うのですが、そうするともう外部監査も使えるわ

けですよね。そういうことになると、それもひとつの方法なのかなという思いがありますけ

れど、当然、市の財政との相談とか、また人員の相談になっていく点もあります。けれど、

今聞いているところによると、もうちょっと監査の方も実際人員は増えたけれど、まだまだ

いっぱいやらなければいけないところもあるし、他市について遅れている点もあるので、そ

ういう点、ちょっと２１年を踏まえてのまた今後について、ちょっと説明していただければ

と思いますが。 

○監査委員  それぞれ今、会計等も新しい会計制度等話がでている中で、今、外部監査の

導入というのはいろいろ言われております。もちろん契約してやることになるわけですけれ

ども、ただ、外部監査委員といっても行政のいろいろな事業というか、やっている内容があ

る程度把握できていないと、ただ効率的な面とかそういったものの指摘だけになりやすいの

ではないかという、また私は反面思うところもあります。 

やはりいろいろな、特に自治体、いつも市長も言っておりますけれども、効率性だけ追っ

ていいかというところが、我々も見ている中でいろいろありますので、やはり有効であって

もちろん効率性は追求しなければなりませんけれども、それだけを見る、あるいはケースだ

けを見るというだけでは、また自治体の監査というのもどういうものかなというところがあ

ります。もちろん専門性をこれからねらうところがあれば、当然それは今後導入していかな

ければならないというふうに思っています。 

○佐藤 剛君  １点だけ、大綱質疑ですので財政運営の関係でお聞きいたします。先日の

一般質問の中でも９番議員の先ほどもちょっと言いました、臨時財政対策債のことです。こ

れは要するに給料の一部が事業主が払えないから、自分でちょっと借金をして何とかしてお

いてくれやと、後で払うと、おおざっぱに言えばそういうようなものなのだと思うのですけ

れども。 

そうなりますとちょっと不安なのは、事業主の景気といいますか状況によって、いつ自分

が借金しても払っていただけるかわからないという不安がありますよね。それは同じだと思

うのです。こういう時代ですので、そういう交付税には間違いないわけですので、それを借

金してまでも先に使って景気刺激をするかというそういう方法もひとつありますし、こうい

う時代でありますのでむしろ慎重にという、そういう考え方もひとつあると思うのです。 

私はその前者の方で今まできて良かったのかなと思うのですけれども、こうやって今、決

算の段階で見てみますと、臨時財政対策債というのが１７年からの合計になりますと４０億

円を超えています。それで２２年度１３億円ぐらいですので累積にすると５３億円、一般質

問の中では去年だか今年で４億円ぐらいその分が入ってきたということなのですけれども、

一応形式的にはやはり借金ですので、こういうような財政運営というのはちょっと不安なの

です。それで、財政基準需要額の算定も見直しがちょいちょいあるというようなことになる

と、ちょっとここまで膨らんでしまうと不安なことも私はあるのですけれども。この決算を

受けて、そして今後の財政運営について、この臨時財政対策債の活用の考え方についてちょ
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っとお聞きしたいと思います。 

○市   長  今井議員との議論の中でもその話でありましたけれども、これはご承知の

ように使っても使わなくても入ってくるわけですので、要は使わない手はないということで

す。使わなければそれはそのまま繰越金として次に入ってくるわけですから、それはそれで

いいのですけれども。国がそういうことで発行しているわけでありますので、できればその

いわゆる起債的な部分というのは、それはあてにしないで市政の財政運営ができることは一

番いいことですが、そうはいきませんのでこれは有効に使わせていただくということだと思

っております。 

ただ、将来に全く不安がないかと言われれば、１００パーセント安全だとは言い切れない

部分もあるわけです。小泉改革の二の舞ということをいつも申し上げておりますけれども、

そういうこともどこかの頭の隅にはあるわけであります。ですから、例えばそうなったとき

ということは考えてもいませんけれども、どこかでそうなると困るな、そうなったときはど

うしようかなというようなことは念頭に置きながらやっていると。その程度のことでありま

す。 

これは国がこの制度をやめれば、それはそれで臨財債の発行というものはなくなるわけで

す。今まで発行した分は別といたしまして。だけれども、制度をやめないでこうしてきてい

たということが今につながっているわけでありますので、今、１３年ごろからこれが始まっ

ているわけです。今のところ約１０年、約束にたがわず実行してきているということですか

ら。昨日、おとといだったか申し上げましたが、そこまで今、国を疑いながら、疑問視しな

がらやってはいられない。ですので、国を信頼しながら、この臨財債についても有効に市民

生活の向上のために活用していこうという思いで今はおります。 

○佐藤 剛君  臨財債の性格といいますかからすればそういうことなのでしょうけれども、

先ほど言いましたが、交付税ですからいつかはきますので、私はどの時点でそれに手をつけ

るかだけなので。今こういう状況ですので、では先に借金をしてつけようかというような運

営の仕方も私は理解できなくはないですけれども。 

ただ、例えば先ほどちょっと民間会社の話が出ましたけれども、ではあとで払うから、と

いうことで「お前、借金して何とかしておいてくれや。ボーナスのときに払うから」。では、

ボーナスで払う前に例えば倒産するとか、また払えないとかということになると、個人生活

の中では確実にやはりそれが入ってから支出をするのですよね。そういうふうなことを考え

ると、やはりその入るはずのものだからということで膨らませていくのは、私はやはりちょ

っと自転車操業的で不安があるのです。 

ですので、今までのものはやはりこういう経済情勢ですし、私は理解できるのです。けれ

ども、先ほど言いましたようにどこまでというか、制度が続く限り活用したいという考えら

しいのですが、そういうような方向でいいのかというところだけ、もう１回お聞きします。 

○市   長  私が今井議員との話の中で、ちょっと自分の認識不足だったということを

申し上げました。それは今、議員がおっしゃったとおりで、例えば１６億円発行が認められ
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ている、それを１０億円に抑えていればその１０億円しかこないからというと、そうではな

くて１６億円くるのです。ですから、くるお金ですから使わないでここへ置いてもどうしよ

うもないです。それはそっくりそのままいわゆる市のお金になってしまうわけですから。借

金は借金として。 

ですから、この臨財債の発行可能額といいますか認められた額は、要はその市の負債には

なるのですね、発行しようがしまいが。ですので、これは使う方が。使いながらあまった部

分は繰り越したり、いわゆる基金に積み立てたりということをやっていかなければならない

と、そういうことです。これを使わないから、その発行は一切しないからではそれが、発行

をしなければそれは借金にはならないでしょうけれども、くるわけですので。 

その借金をしなくて市が財政的にうまく済むようであれば、それはそういうことですけれ

ども、それはこの間も今井議員と話したように、結果として繰越額あるいは財調の積立とか

そういうことに、お金に色は付きませんので回ったと思えば、そういうことでいいのではな

いかという私の考え方です。財政面でちょっと疑問があるようなら。私はそういう考え方な

のですけれども、では副市長からちょっともっと詳しく話を申し上げます。 

○副 市 長  確かにこの臨財債は、扱い方が多分難しい部分を内在しておりますが、国

の方でも財務省と総務省の方で、いろいろまた考え方の対立があるわけです。総務省の方で

はきちんと交付税の必要額を算定して、例えば１５兆円の交付税が必要だと。とりあえず１

０兆円しかないので５兆円は臨財債で皆さん、その団体で借金をしてください。それを後で

見ます、というようなやり方ですので、それを５兆円分を全団体が借りないでもしいたとす

れば、財務省の方は、ほらいらなかったではないかと。結果的にそういうことに陥ってしま

うのだと。結果的にそうしますと、交付税の総額がその分どんどん、どんどん減らされてし

まう。したがって、その辺が、各団体が積極的に使っていくということではないのですけれ

ども、国のそうしたいい制度をやはりある程度活用しながら、国全体のそうした地方の財政

運営をやっていくのも、またひとつの方法かなというふうな気がしていると。以上でござい

ます。 

○今井久美君  財産に関してですけれども、財産の管理といいますか。補正が通りました

ので土地開発公社の対応をしてもらえると思いますが、決算の中で財産に関する調書という

のを作ってもらっています。これは金利発生を抑えてやってもらう処置を取ってもらったと

こう考えていますが、これを何とか処分していかなければならないのは、やはり変わりない

のだろうと思います。やはり年１回くらいあがってくるのを議会で見ていても、なかなかそ

うも思わないところもあります。ですから、この財産に関する調書の中で平米で出ています

よね。それが私は最終的に貸借対照表の資産の中へどういう形で表れていくのかわかりませ

んけれども、いわゆる処分しなければ、できるものはしていこうという土地、建物、普通財

産、いろいろ政策的に処分できないものもあると思います。 

そういった意味合いでもっと違う形の資料が作られていて、議会も執行部もそれをこう注

意しながら見ていって、できるものは処分していくというようなことをやれるような資料作
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りが、決算の中でもできないものかなというふうに考えますがいかがですか。 

○総務部長  ご存知のとおり財産につきましては、行政財産と普通財産と二つに分かれて

おりまして、財産調書の中を見ていただければわかりますが、Ａ・Ｂの行政財産につきまし

ては、これは目的があってですので全くどうにもならない部分でございます。それから普通

財産につきましても、例えば県営住宅用地みたいに県営住宅が実際に建っていまして、それ

は普通財産として県にお返しをするということでございますので、この表の中で売れるもの

は売れる、処分するものは処分するということで、今は考えております。特別個票を全部こ

れにつけるということはちょっと今考えておりません。 

○中沢俊一君  若干関連もありますが２点ほどお願いいたします。税の収納のことです。

市長からは大口の固定資産税の話がありました。私が心配しているのは、国保の方でも例え

ば妙高、湯沢、当市、もう合併前からこの三つのところは県の中でも徴収率の低い三大横綱

だったわけであります。固定資産税だけでなくて国保にもそういう傾向があるということ。

県のこの広域収税機構でしょうか、これはどういうようなこの辺の見解を持っておられるの

かちょっと聞かせていただきたいと思っています。 

 もう１点ですが財政力指数です。昔風に言えば５０.９あったのが１.６ポイント低下して４

９.３になったと。余り変わらずという表現がありましたけれども、これは全国的なリーマン

ショックのあれもあるでしょうけれども、やはり類似団体で見てみると決して当市の場合は

順位が高い方ではない。この１.６ポイント下がったということについての市長の見解をお聞

きしたいと思っています。 

○市   長  財政力指数が５０.９から４９.３だったか下がったと。これは大幅なという

ことではないという監査委員の方からのご意見もございますが、それはやはり残念ではあり

ます。財政力指数は我々としましても少なくも５０は超えていたいという思いはずっとあっ

たわけであります。ただ、この年度はご承知のようにそれぞれ耐震補強も含め、あるいは学

校の工事関連も含め、それぞれ大型事業を先食いしたという部分もちょっとございますので、

そういう面も含めてこういう数値であろうと。２２年度は改善したいし、改善する方向でも

っていきたい。 

ただ、それはそれといたしまして、いわゆる財調にまずは積立をするというこの部分を、

相当目標以上に達成をしておりますので、この年度の部分についてはその数値の下落といい

ますか、それは非常に残念でありますし、要注意ということで気は配っておりますけれども、

トータル的にみて財政運営上そう大きな今支障が出ていることではない。将来に対しての基

金等の問題もまあまあ思う以上に用意ができているということで、トータルとしては１００

点などということはあり得ませんけれども、及第点はいただけるのだろうという思いであり

ます。心配はしております。 

○市民生活部長  県の徴収機構の関係でございますけれども、基本的に引き受ける部分に

ついては、各市町村でもうどうしようもない、手を焼いている部分について引き受けをして

いこうとで、本当に困難事例だけを引き継をしております。２１年度の状況では私どもの方
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から引き継をしたのが９,５００万円ほどあるのですけれども、そこの中で今度、南魚沼市か

ら県の徴収機構に引き継ぎましたよというふうなお知らせをするわけです。そういったこと

を受けて収納していただいた方もいらっしゃいますし、それから納税誓約を出していただい

た方もあります。うちの方で案内をさせていただいた方の３７パーセントぐらいの方が何ら

かのアクションがあったということですので、今まで市だけでやっていた部分で本当に困っ

ている部分は、そういったことで効果的にはあるというふうなことで今感じております。 

この部分については２０、２１、２２ということで今年度最後ということになっておりま

す。まだ今後どうするかというのはちょっと聞いておりませんが、できればこういったやり

方を引き続き実施できればありがたいなという感じはしております。 

○中沢俊一君  今の税の徴収のことですが、私はもっと広範囲で県の方があたってくれる

のかなと思っていたものですから、ちょっと私の認識不足でございました。私が心配してお

りますのはそういう市民生活の方まで含めた、今、国保の例もあげましたけれども、収納率

の低下でございます。本当にそこまで地域経済全体が疲弊しているのか。あるいは何といい

ますか過去からあった納税意欲の低下というのは蔓延しつつあるのではないか。その辺が私

はちょっと心配になったものですから、どのような見解でおられるのか。また、今後その辺

のことはどういうふうに対応されるのか聞かせてください。 

○税務課長  ただいまの議員の質問でございますけれども、いつも市長が言っているよう

に税に対する義務と権利とこういうような要素の低下。感触とすれば恐らくこれは税務だけ

ではなくて、負担金、使用料を含めて滞納関係を含めて対応している方々は、若干は感じて

いるのではないかと思われますけれども、では数字的にどうだということについては私ども

は把握はしておりません。 

一般的にもう全体的にみまして、県内を含めて市税関係が落ち込んでいると。これは法人

と含めて現実として県の資料からもきております。そういう中でいつごろからうちの方もこ

れが上向きになってくれるか、特に法人についてなってくれるかというあたりを、今のとこ

ろ推計を見ながら様子を見ているという状況でございます。よろしくお願いします。 

○岡村雅夫君  総括でみると土木費なんかがこう１３.６パーセントで、非常に低いように

見えるのですけれども、ひところ高度成長の時代は３０パーセントとかなんていう時代があ

ったのですが、今は土木費だけではなく教育費でも消防費でも、建設予算というのがすごく

でていると思うのです。そういうものをトータルして何パーセントぐらいになるのかなとい

うのを試算はしておりましたらひとつお聞きしたいのです。 

そして要するに入札にかかわってどれだけの事業を市が要するに民間に発注しているかと

いうことが、私はひとつの目安に今後なるのかなというふうに思っていますのでお聞きした

いということと、もうひとつは指定管理という形で財政の効率化等で業務委託とかそういう

ものがかなりされていると思うのです。要するに民間にお願いしている部分というのはどれ

ぐらいあるものか、ひとつそういうのをやはり指標としてちょっとこれからきちんとしてい

く必要があるかなと思ってお伺いいたします。 
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それから２番目ですが、今ほど質疑を聞いていまして自主財源比率が３９.８パーセントで

４.２パーセントの減であるということが監査報告でございました。そうした中で自主財源、

要するに黒字といいながらも自主財源が落ちているということは、交付金とかいろいろな力

がなければくるという部分のそれで補てんされているというふうに私はとらえてしまうので

す。そういう点でやはり力が落ちているなと。要するに市民がそれだけ今も話がありました

ように疲弊しているのではないかなという考え方を持つわけです。非常に低賃金労働者とい

うのが増えているのではないか。そういうところから市税あるいは法人税、そういう形がど

んどん、どんどん下がってきているということではないかというふうに思いますが、その辺

どういう分析をしておられるのかお聞きします。 

それからあわせて徴収体制をさらに強めるというような体制をしているわけでありますが、

実際その徴収業務に携わっている方々がさらにということになれば、どういう方法があるの

かひとつ。県と一緒にやればいいのだと、もっとできるのだというような見込みをされてい

るのかどうか。その点をひとつお聞きします。 

それで３点目として監査の方々にお願いというか、指定管理者とかあるいは第三セクター

の会社等があるわけでありますが、そういったところにもやはり監査というのがきちんとで

きるということであればやるべきであるというふうに思いますが、どういった所見をもって

いるか。 

そしてそういう中でやはりこういう時代でありますので、私は特に指定管理であるとする

ならば一般質問でも申し上げましたけれども、労務単価等に問題を波及させるほどの形で、

どんどん、どんどん効率化、効率化で、もし価格が下がっていくようであるとするならば、

やはりそういった追跡調査というのは監査の面でもかなりしていただきたいなというふうに

考えているのですが、所見を伺っておきます。 

○市   長  自主財源比率が下がったというのは、これはもうご承知のように税収です

ね、ほとんどが税収が下がった。その税収のうちでもやはり法人税であります。賃金が低い

から税金が、ということもそれは市民税の方で若干あるかもわかりませんし、リストラもあ

ったかもわかりませんが、主には法人税であります。その賃金体系がどうこうなどというこ

とが今ここの自主財源比率に響いたということは、直接的にはそれはものすごく少ない数字

はあるかもわかりませんが、大局的にはそういうことではない。景気の悪化ということだと

思っております。 

 それから税務体制、徴収体制ですけれども、私が申し上げたのは数を増やすということは

別にして、やはりある時点では相当強硬な対応も辞さない。これはいつもそう言っているの

です。そう申し上げておりますけれども、そういう事案が発生すれば、そういう体制をきち

っととるということです。見せしめ的なことをするというつもりではありませんけれども、

やはり納税義務を真摯に果たしていただかない方については、そういう方向をどんどん、ど

んどんと採用していくというふうにご理解いただきたいと思います。あとはさっきの経費。

あとは総務部長が答弁をします。 
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○総務部長  一番最初のお話の投資的経費につきましては、歳入歳出決算書資料の裏の決

算カードの方で投資的経費４５億６,３００というふうに出ております。ここで普通建設事業

がどうだ、災害復旧がどうだということがありますので、これをお比べいただければおわか

りになるのではないかというふうに思っております。 

 それから業務委託の集計ということでございますが、もともと行革関連ではアウトソーシ

ングにできるものはアウトソーシングにという形でおります。今ここで１３の委託料にある

ものを全部まとめて指標として出していこうという考え方は、私は持っておりません。以上

です。 

○市民生活部長  所得の関係でございますが、私、ここに今、給与所得者の収入階層とい

う一覧がありましたのでこれをちょっとお話させていただきます。収入金額が２００万円以

下の方は１８年度では２４.１パーセントでございました。１９年度が２５パーセント、２０

年度が２５.２パーセント、２１年度が２５.６パーセントということで、若干この辺が増えて

いますけれども、そんなに大きくは変わっていないというのが感じです。市長が言われたよ

うに限界の景気の問題ではないかなというふうな形がしております。 

 それから徴収機構の関係ですけれども、体制というよりも県の方が４人そちらの方に配置

されておりますし、そのほか十日町とか、魚沼とか、各市それから津南とかもこうはって、

それぞれがそこで協議をしながらやるというふうなことで、市職員の徴収技術、能力それの

向上というのが大きな要素ではないかなというふうに思っております。できれば継続してい

っていただければありがたいというふうにお話をしたところでございます。 

○監査委員  先ほど申し上げたとおり、指定管理者、財政援助団体も含めて、できれば２

年おきなり何なりという形では、きちんとやっていきたいと思います。昨年は３カ所をやっ

ております。先ほど申し上げましたように非常に数が多くて、毎年というわけにはいきませ

んし、必要を認めたときというような話の一応形にはなっていますけれども、何とか定期的

にひとつやっていきたいと思っております。 

それでこれら指定管理者等につきまして、もちろん契約に基づいてそれぞれ専門ノウハウ

を発揮していただいて、多くの利用をしてもらうという観点からするわけですので、当然利

用料とかそういったものも決められた範囲の中できちんとやっているかどうか。その辺も含

めて当然監査してまいりたいと思っております。 

○岡村雅夫君  景気が相対的に悪いせいだというような話でありましたが、私が最初に質

問したその業務量ですね。要するに建設関係はわかるわけだという話ですけれども、その動

きを、要するに不景気でありますから、公が発注する仕事というのはかなり皆さん方が神経

をとがらせて入札参加されていると思うのです。そういう点からしてみて、その推移という

のは景気とどういうあんばいになるのかというあたり。民間が冷え込んでおりますので投資

がありませんから、結局今いろいろな予算措置があるということで、耐震の問題とかそうい

うことで仕事が設計屋さんにまわり、そうして業者にまわり、そして労働者にまわる。ある

いは資材調達にまわるという形が、公共事業というのは非常に大きな役割を今なしていると
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いう立場で、今私は質問をしているわけであります。そういう形態の推移をやはり見守って

いた方がいいではないですかと、こういうことを申し上げたのです。指標化するつもりはな

いということであればどうしようもないのですが、私は大事な部分だなというふうに思って、

そういう配慮がなされているかどうか聞いたわけです。 

そしてできれば、今２００万円以下とか何とかというたいしたことはないという話をしま

すけれども。では、税収全体にやはりだんだん底上げを、きちんとお金がまわることによっ

て税収が、あるいは不納になる人が、要するに滞納になる人がその割りに増えないなという

形。みんなどこかで働いているのですから。そこをやはり税収等の絡みでお金の、発注等で

どういうのがあるのかなということを勘案しておられるかどうかと、いう姿勢を聞きたかっ

たわけであります。 

そうして２番目で、市長は非常に強行も辞さないというような話で、まだまだ市民は力が

あると。収納体制を強化することによって効果、効率が上がるとこういう話です。けれども、

私はいろいろ使用料金等を考えてみても、要するに所得が落ちてきているという、要するに

右肩上がりでないことだけは皆さんわかると思うし、それがでは平均してずっと水平できて

いるかというと私はそうでない。かなり落ちてきているというふうに感じています。そうす

ることによって料金等だって同じ料金でずっといっているならば、負担は多くなるのです。

そこをまだまだ大丈夫だ、まだ徴収はできるという考え方になっているのかどうかというあ

たりが、私は感触を知りたかったなということであります。 

それで最後に、私はやはりこういう不景気なときには、公が発注する仕事頼みといっては

申しわけないのですけれども、やはりそういった関心は皆さん持っていますので、そこをや

はり効率よく、そして市民にきちんとお金がまわるという、そして景気後退を防ぐという立

場というのはあってほしいなと思いますので、質問したわけであります。所見を伺って終わ

ります。 

○市   長  申し上げますけれども、やはり答弁をよく聞いて。さっきあれですよ、市

民生活部長はこういう推移できていますと。大したことないとか、そんなことは少しも言っ

ていません。（「横ばいという話」の声あり）横ばいと言っている。数字が横ばいですから横

ばい。それが大したことがないというのは、そういう言い方はやはりだめなのです。そうい

うことでなくて、よく話を聞いていただきたい。 

さっきの私が申し上げたその税の強化ということも、私はいつも申し上げているように、

ない人からむいてもはいでも取るなどということは言わないと言っているでしょう。そうい

う理由のある方はそれはそれなり。ただ理由もなく、そして納税意識も希薄化している、そ

ういう方たちには、当然ですけれども強硬な態度も取らせていただくということを申し上げ

ているのです。やはりいつも言いますけれども、私も聞き漏らしがありますが、ひとつ気持

ちも十分くんだり言葉をよく聞いていただいて、また質問をしていただきたい。 

 それから投資の件ですけれども、これは前年度２１年度が２０年度からどのくらい増えた

か。そして２１年度から２２年度がどのくらい増えたか。２１年から２２年は当初予算でも
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申し上げていますとおり、約４０億円の――今は４５億円です。それを４９億円、あるいは

増やしているわけですから、大体２割増やしているのですね。当然、２０年度から２１年度

も２割とまではいかないですけれども相当数増えているのです。それは今、議員がおっしゃ

ったように、民間に仕事がない、そのときには公がやはり仕事を作らなければならない、出

さなければならない。そういう思いで景気対策ということも含めてやっていることでありま

すのでご理解いただきたいと思います。 

○議   長  質疑を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって平成２１年度南魚沼市一般会計決算全般に対する大綱質疑を

終わります。 

○議   長  昼食のため休憩とします。午後の開会は１時１０分とします。 

（午前１２時１０分） 

○議   長  休憩前に引き続き会議を開きます。 

（午後１時１０分） 

○議   長  歳入の説明を求めます。 

○市民生活部長  それでは決算書の１５、１６ページをお願いします。１款１項１目市民

税個人分でございますが、収入済額は前年度比較で２,０８８万円減の２２億１,９６８万円と

なりました。不納欠損額は前年度比較で６８万円減の１６７万円となりました。収入未済額

では前年度比較で２,６０７万円増の２億１,０４７万円となりました。収納率では１.０ポイ

ント減の９１.３パーセントでございます。 

 ２目法人分でございますが、収入済額は前年度比較で１億９２万円減の５億７,６３４万円

となりました。不納欠損額は前年度比較で１６２万円減の１５７万円となりました。収入未

済額では前年度比較で７９３万円増の２,６５７万円でございます。収納率では１.６ポイント

減の９５.３パーセントとなっております。 

法人市民税では法人全体の所得が減少する中で、さらに上位５０社の占める割合が年々増

加しておりまして、これは平成１８年度では７５.７３パーセントでございました。２１年度

には８２.４６パーセントということで、この部分が上昇しております。そのほかの法人の経

営状況の厳しさが伺えるところでございます。 

市民税の合計では収入未済額は前年度比較で１億２,１７９万円、４.２パーセント減の２７

億９,６０２万円でございます。不納欠損額は前年度比較で２３０万円、４１.５パーセント減

の３２４万円となっております。収入未済額では前年度比較で３,４００万円、１６.７パーセ

ント増の２億３,７０４万円でございます。収納率では１.２ポイント減の９２.１パーセント

となりました。 

 ２項１目固定資産税でありますが、収入済額が前年度比較で９,０２６万円減の４１億５,

１９１万円でございます。不納欠損額は前年度比較で３,５１３万円増の７,７２９万円でござ

います。収入未済額では前年度比較で３８８万円増の１２億１,７０３万円となりました。収
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納率では１.０ポイント減の７６.２パーセントでございます。 

 ２目国有資産等所在市町村交付金でございますが、これは国県に対しては固定資産税を課

すことができないというふうなことで、そのかわりに交付されてくる税源でございます。交

付対象となる官公庁は新潟地方検察庁、新潟地方裁判所、新潟地方法務局等でございます。

収入済額は前年度比較で５１万円減の２,３８０万円となりました。 

 ３項１目軽自動車税でございます。収入済額は前年度比較で３３９万円増の１億５,０２１

万円でございます。不納欠損額は前年度比較で８万円増の２９万円ほどとなりました。収入

未済額では前年度比較で４７万円の増の１,０９７万円でございます。収納率では０.２ポイン

ト減の９３.０パーセントとなっております。燃料費等の関係から普通車から軽自動車への変

更等がなされたものと思っております。課税台数３万５,３２９台となっておりまして、前年

度より２５２台増加となっております。 

 １７、１８ページをお願いいたします。４項１目市たばこ税でございます。収入済額は前

年度比較で６,５５５万円、１３.７パーセント減の４億１,１９９万円でございます。たばこ

税につきましては全国的には６.６パーセントの減額となっておりますが、南魚沼市では平成

１９年度から２０年度で１.１パーセントの増となっております。「天地人」放映等による流

入人口の増が消費拡大になったものと思われます。２１年度はその反動が表れたと。大体全

体といたしまして喫煙者の減少等が影響しているものと考えられます。 

 ５項１目特別土地保有税でございますが、４８年度に創設された税金でございまして、土

地又はその取得に対して、当該土地の所有者又は取得者に課税されておりましたが、平成１

５年度からは新たな課税は行われなくなった税目でございます。収入済額は１８万円となり

収入未済額は１５０万円ほどでございます。収納率は１０.７パーセントとなっております。 

 ６項１目入湯税でございますが、収入済額は前年度比較で２２１万円増の４,２６３万円で

ございます。収入未済額は前年度比較で１０４万円減の１７０万円ほどとなっております。

収納率では２.６ポイント増の９６.２パーセントとなっております。入湯税につきましては、

入湯行為に対して入湯客が一人１日１２０円を支払い、温泉等の経営者が申告書を納める預

り金でありますので、本来滞納が生じてはならないというふうなことでございます。今後も

収納率の向上に向けて取り組みを進めてまいりたいというふうに思っているところでござい

ます。 

 ７項１目都市計画税でございますが、収納済額は前年度比較で５９６万円減の１億４,０４

３万円ほどでございます。不納欠損額は前年度比較で８５万円増の２７０万円となっており

ます。収入未済額は前年度比較で１２５万円減の５,４３３万円となりました。収納率では０.

７ポイント減の７１.１パーセントとなっております。ここまでの７税目における現年課税分

の収納率は、前年度比較０.１ポイント減の９６.７パーセントとなりました。滞納繰越分の収

納率は前年度比較１.１ポイント増の９.３パーセントとなっております。現年課税分と滞納繰

越分をあわせた収納率は、前年度比較０.８ポイント減の８２.８パーセントとなっております。 

県内３０市町村の収納率は、最高が聖籠町と刈羽村の９９.０パーセント。最低は妙高市の
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７０.７パーセントで県平均が９２.９パーセントとなっております。南魚沼市は、前にもお話

しましたが２８位と低位に位置しているというようなことでございます。妙高市、湯沢町、

南魚沼市がワースト３なわけでございますが、固定資産税の滞納が大きく影響する形になっ

ております。 

なお、２１年度の徴収実績では、収納嘱託員、東京事務所職員あわせて、前年度比較１,５

４７万円増の１億２,１６２万円ほど実績を上げております。厳しい徴収環境の中で増額に持

ち込んだことについては、評価したいと考えております。引き続き収納嘱託員等による徴収

活動を継続するとともに、コンビニ収納だとか新潟県地方徴収機構との連携、納税相談等の

こまめな実施等により、滞納額の縮減に向けて取り組んでまいりたいというふうに思ってお

ります。以上で１款の市税に対する説明を終わります。 

○総務部長  つづきまして１９、２０ページ、第２款地方譲与税、第１項地方揮発油譲与

税からご説明を申し上げます。 

 １目地方揮発油譲与税は、平成２１年４月１日、道路特定財源制度廃止で名称が改称され

たものでございます。決算額６,１１１万円ほどでありますが、地方揮発油譲与税法で市道延

長と面積により譲与されるものであります。 

 ２項自動車重量譲与税では、収入されたもののうち３分の１を市道延長と面積により譲与

されるものでありますが、２億７,５５３万円ほどの決算であり、昨年度に比べ３,０３９万円

ほどの減であります。 

 ３項地方道路譲与税は４,１９６万円ほどでありますが、２１年６月譲与分でございます。 

 ３款利子割交付金でありますが、利子課税の５パーセント相当が県税として徴収。その一

部が個人県民税の収入割合で市町村に交付されるものでありますが、前年度比５０４万円ほ

どの減で２,５３４万円ほどであります。 

 ２１、２２ページでございます。４款１項１目配当割交付金では、昨年度に比べ１４５万

円ほどの減で６９８万円の決算でございます。 

 ５款１項１目株式等譲渡所得割交付金では、前年度に比べ５４万円増の２９１万円ほどで

ございます。 

 ６款地方消費税交付金でございますが、地方分の２分の１が人口と従業者割合で交付され

ますが、決算額６億８０２万円ほどで前年度に比し２,９９５万円の増額であります。 

 ７款１項１目自動車取得税交付金では、前年度に比し５,２８４万円ほどの減で９,７２８万

円でございます。 

 ２３、２４ページをお願いします。旧法による自動車取得税交付金が１１万円であります。 

 ８款地方特例交付金では、１項の地方特例交付金が備考欄上段は平成１８年度からの児童

手当拡充による地方負担増の対応のための特例交付金３,２７７万円ほど。下段の減収補てん

特例交付金は住宅ローン控除による減収分、自動車取得税の税率軽減措置分で３,４８１万円

でございまして、決算額６,７５９万円ほどであり、７０３万円ほどの増であります。 

 ２項特別交付金では恒久減税に伴う減収補てん分でありまして、４５万円ほど増の１,３５
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６万円ほどでございます。 

 ９款地方交付税でありますが、備考にありますように普通交付税で９１億５,４５６万円、

特別交付税で１１億１,４９１万円ほど、合計１０２億６,９４７万円ほどであり、前年に比べ

７億６,８７３万円ほどの増であります。 

 ２５、２６ページをお願いします。第１０款交通反則金を交通事故発生件数、道路延長な

どで交付する交通安全対策特別交付金では、前年度に比べ３万円ほどの増で９９９万円の収

入であります。 

 １１款分担金及び負担金ですが、１項の分担金、１目備考、林業整備事業分担金は前年度

に比べ１５万円ほどの増、２目土木分担金は備考欄、上から三つ目が増、３目皆増となりま

して、全体では前年度より８６４万円ほどの増で最下段５,２９６万円余りとなりました。 

２項の負担金では、１目の民生費負担金では次のページの２７、２８になりますが、保育

園入園費負担金の負担をいただく所得階層が下がったこと、児童数減などにより４６３万円

ほどの減の４億９,２０５万円余りとなりました。不納欠損につきましては保育園の入園費負

担金の時効によるものであります。収入未済額２,２５１万円ほどにつきましては、入園費負

担金が主でございます。 

２目教育費負担金はほぼ前年同額でございます。 

 １２款使用料及び手数料、１項使用料の部分であります。大きな増減があったところでは

２目衛生費使用料で９３０万円ほどの減で１億２７７万円余りに。これは３節の清掃使用料

で、衛生センター附属の金城の湯が指定管理制度により利用料金となったことによる減が主

因でございます。 

 ２９、３０ページをお願いします。４目商工使用料では１,７１３万円余りでありますが、

直江兼続公伝世館の使用料が１,４８７万円ほどの増であります。 

５目土木使用料では９,４７１万円余りの収入ですが、主なものは４節住宅使用料でありま

す。収入未済額１,５４３万円余りが発生しておりますが、主として住宅使用料の部分でござ

います。 

６目教育使用料は前年度より５８万円ほどの減でありますが、２,３１４万円ほどの収入で

ございます。主に教員住宅使用料と次のページ３１、３２の幼稚園保育料の部分の収入であ

りますが、滞納繰越の収入がありまして収入未済額が１１万円ほどであります。 

２項手数料であります。１目総務手数料、２目民生手数料はそれぞれ前年とほぼ同じであ

りますが、３目衛生手数料で次のページ３３、３４でございますが、し尿汲取手数料が６５

４万円余り、可燃ごみ処理手数料で１,３３２万円ほど、不燃ごみ処理手数料で１８６万円ほ

どの減がありまして、前年度に比べ２,１６９万円ほどの減の３億８１９万円余りの収入でご

ざいます。ここでは３８万円余りの収入未済額が発生をしております。 

 ４目農林水産業手数料では、家畜診療手数料２５９万円ほど減で１,９６２万円ほどの収入

でございます。 

 ３５、３６ページでございます。第１３款国庫支出金に移ります。１項１目民生費国庫負
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担金では、８億５,０８１万円ほどでありまして前年度に比べ３,３９４万円ほどの増でありま

す。１節の社会福祉費国庫負担金で、２行目生活保護費負担金が１,９３０万円ほどの増、そ

の下の特別障害者手当等給付金の部分は５１８万円ほどの減額ですが、下の障害者自立支援

給付金の部分が２,０２７万円余りの増でありますし、２節の児童福祉費国庫負担金保育所運

営負担金で５８２万円ほどの減が主な要因であります。子ども手当事務交付金が６９０万円

の繰越明許分であります。 

 ２目教育費国庫負担金では、五十沢地区小学校統合事業負担金２,４３６万円の皆増となっ

たものでございます。 

 ４目災害復旧費国庫負担金では、公共土木災害復旧費として４,３７５万円ほどの繰越明許

分の収入でございます。 

 ３７、３８ページをお願いします。２項国庫補助金であります。１目総務費国庫補助金は、

１５億４,４１８万円ほどでありまして、前年度より９億８,８３０万円ほどの増で、主に備考

欄記載の地域活性化関連の臨時交付金並びに定額給付金事業の部分でございます。収入未済

額１２億５,４４２万円余りを五十沢地区統合小学校整備の継続費逓次繰越１億６,７９８万

円ほど、学校耐震工事などの部分１０億８,６４３万円ほどを繰越明許とさせていただいたも

のでございます。 

 ２目民生費国庫補助金ですが、８５１万円ほどの増で６,４４６万円ほどであります。次の

３９、４０ページでありますが、備考欄上段、地域介護・福祉空間整備等施設整備、生活・

介護支援サポーター養成事業、住宅手当緊急特別措置事業にかかるものが主たる増加要因で

ございます。 

３目衛生費国庫補助金では４,８６９万円余りの増でありますが、５,１９０万円ほどであり

ます。循環型社会形成推進交付金３,０００万円ほどの増、地下水熱利用、感染症予防事業の

部分が皆増であります。 

４目農林水産業費国庫補助金では、３,１２４万円の増の３,２９６万円余りでありますが、

地域バイオマス利活用交付金が増加の要因であります。 

５目土木費国庫補助金では、前年度に比べ２,３５７万円ほどの減の４億９,６４１万円ほど

でありまして、主に地方道路交付金の増。次の４１、４２ページでございますが、まちづく

り交付金の減によるものであります。ここでは市道改良等で１億６６６万円ほどの繰越明許

とさせていただいております。 

６目消防費国庫補助金では前年度とほぼ同じでございます。 

７目教育費国庫補助金は、４億８,６５３万円余りであり、前年度に比べ４億３９７万円ほ

どの増であります。これは１節の小学校の部分での中之島小の耐震事業、五十沢小危険改築

事業、五十沢地区統合小学校整備関係交付金等の皆増により２億７,６９５万円ほどでありま

す。２節の中学校費では１億８,０６６万円ほどでありますが、大和中の耐震工事、次のペー

ジ４３、４４ページ上段の二つの補助金及び交付金の皆増を主因として１億５,８０６万円ほ

どの増であります。４節の保健体育費では塩沢地区給食センター整備事業費交付金２,６８９
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万円が皆増であります。 

３項委託金でありますが、ここの部分は大きな移動がありません。ほぼ前年度並でござい

ます。 

４５、４６ページをお願いいたします。１４款県支出金です。１項県負担金では、１目の

事務移譲交付金は一般旅券の事務移譲によるものを主として２２９万円ほどの増であります。 

２の民生費県負担金５億１,４５１万円余りの決算額でございます。８９１万円ほど増えて

おります。これは１節の社会福祉費では備考欄中ほど、障害者自立支援給付費、最下段の保

険基盤安定県負担金（後期高齢者保険料軽減分）等で１,５０６万円の増でありますが、２節

児童福祉費では６１５万円ほどの減の結果ということでございます。 

４７、４８をお願いいたします。２項の県補助金でありますが、１目の総務費の部分では

前年度に比べ１,０７１万円ほどの増、６,１０７万円ほどでありますが、中ほど、新潟県市町

村合併特別交付金の増が主たる要因でございます。 

２目民生費の部分は１節社会福祉費が２億２,１７０万円ほどであり、一番上の重度心身障

害者医療助成事業県補助金が前年に比べ７２９万円ほどの増、下から２番目介護基盤緊急整

備等臨時特例交付金の皆増が主な増加要因でございます。２節の児童福祉費の部分では８０

６万円ほど増の７,３９６万円ほどでありますが、次の４９、５０ページをお願いします。１

行目の産休等代替職員費、次の放課後児童等の増、それから県単障害児保育事業及び特別保

育事業の皆増によるものでございます。 

３目衛生費の部分では８２３万円ほど増えて４,７９５万円ほどでありますが、備考欄下か

ら２行目、妊婦健康診査費、新型インフルエンザ接種助成にかかる補助金の増でございます。 

４目労働費では７,３９３万円ほどの増の８,２５８万円ほどでありますが、備考欄記載の皆

増によるものでございます。 

次の５１、５２ページをお願いします。５目農林水産事業費の部分でございますが、なか

なか補助金の名称がよくかわりまして比較が難しいところでございますが、前年に比べ８９

５万円ほどの増で１億９,１７７万円ほどでございます。１節の農業費では２行目の新規就農

者支援事業が皆増。中ほどより下、農山漁村活性化プロジェクト交付金事業で１,２１１万円

ほど、最下段、環境保全型農業新技術支援補助金が４５３万円の皆増が主因で１,３７８万円

ほど増の１億４,６６２万円余りでございます。 

２節の林業費の部分は２９８万円ほどの減の３,６６９万円でありますが、県単林道事業の

皆減、林道開設事業補助金の減があり、次の５３、５４ページをお願いしますが、森林整備

加速化の皆増があるものの減額となったものでございます。 

６目土木費の部分は５５３万円ほどの減の８８３万円余りでありますが、県単まちなみ空

間創出整備支援事業の減によるところでございます。 

７目教育費の部分でありますけれども、１,４６４万円ほどの増でありまして３,４３３万円

余りの決算額であります。備考欄下段三つ目のトキめき新潟国体関連の補助金の皆増でござ

います。 
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５５、５６ページをお願いします。８目商工費では消費者行政活性化事業で２４５万円ほ

どの皆増であります。 

９目消防費では防災情報通信整備事業費の繰越明許分でございます。 

３項委託金であります。１目総務費関係では前年度に比べ２,９３１万円ほどの減でありま

す。１億６,４６４万円ほどの決算でありますが、新潟県知事選挙と衆議院総選挙の出入りは

ありますが、２節の徴税費委託金であります個人県民税にかかる徴収委託取扱費委託金が４,

１５３万円ほどの減でありまして、４節の統計調査費で農林業センサス交付金の皆増などが

ありますが、結果して減額となったものでございます。 

５７、５８でございます。２目民生費の部分から６目の教育費の部分では記載のとおりで

あり特に申し上げる部分はありませんが、３目の繰越明許費は「緑の分権改革」推進事業に

かかるもの４,５００万円でございます。 

５９、６０をお願いいたします。４項県貸付金です。１億１,８００万円の決算でございま

すが、地方産業育成資金の貸付金として前年度に比べ２,２００万円の減でございます。 

１５款財産収入、１項１目財産収入であります。前年度より２５２万円ほどの増でありま

して、土地貸付の部分で４８万円ほど、建物の貸し付けの部分で２０３万円ほど、３,５９５

万円ほどの収入でございます。 

２目の利子及び配当金では１,０４７万円ほどの増の５,００７万円余りであります。これは

１節では６５万円ほどの減でありますが、６１、６２お願いします。上段にありますように

２節の国債等売却益が前年度に比べ１,１１２万円増の１,５３１万円となったことによるも

のであります。 

２項財産売払収入でありますが、１目不動産売払収入では６,８５９万円ほど減の４,０３７

万円ほどとなったものでございます。 

１６款寄附金に移ります。１目一般寄附金では前年度に比べ２,９５０万円の減で１０８万

円ほどちょうだいをいたしました。一般寄附金でも８６万円ほど、ふるさと納税で２２万円

ほどとなっておりますし、指定寄附金でも５２０万円ちょうだいをしているところでござい

ます。 

６３、６４をお願いしたします。１７款繰入金であります。１項基金繰入金では１目の財

政調整基金からの繰り入れは行っておりません。２目の合併振興基金から以下それぞれ繰り

入れとしたものでございます。 

 次のページ６５、６６でございますが、２項特別会計繰入金は、それぞれの目で、計の欄

で１億５,９３９万円ほど前年度精算分として繰り入れたものでございます。 

 １８款繰越金では１節で前年度純繰越金として３億７,６７５万円ほど。次のページ６７、

６８ページで２節で繰越明許費分として４億５,５１７万円の計８億３,１９３万円ほどを収

入としております。 

 １９款諸収入でありますが、１項延滞金、加算金及び過料の１目延滞金は、前年度より６

９３万円増の１,４７７万円余り。２項の貸付金収入はそれぞれ元利収入であります。なお、
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２目、次のページ６９、７０ですが３目に収入未済金が生じております。７１、７２につい

ても同様の元利収入でございます。 

 ３項受託事業収入であります。ここでは増減はありますが、１目以下、前年度とほぼ同じ

内容の項目でございます。 

 ７３、７４をお願いいたします。５目教育費の部分もほぼ前年度並でございます。６目広

域行政受託収入では、１節の湯沢町さんからの受託分が斎場業務の部分で４,８８４万円ほど。

可燃・不燃ごみ処理業務受託収入が７,３５８万円ほどの増。７５、７６ページでは、２節の

湯沢さん以外の主に魚沼市さんでございますが、し尿等処理受託収入が５０７万円ほどの減

から７億６,４２７万円ほどとなりました。 

 ４項雑入でございますが、３目１節総務費では１億６,５５４万円ほど増の２億３,７８２万

円でありますが、７５、７６ページでございます。このページでは備考欄最下段、職員用駐

車場利用料金、「愛・天地人博南魚沼」決算剰余金、下から２行目、市町村振興協会宝くじ基

金交付金が皆増の部分であります。 

７９、８０をお願いいたします。２節民生では９,６４７万円ほど増の１億２,２９３万円ほ

どでありますが、２行目の高齢者等要援護住宅除雪援助事業費実費徴収金、中ほど生保６３

条返還金、下から２段目後期高齢者医療広域連合の精算金が増の要因であります。 

３節衛生のところでは７,６１８万円減の２,６５７万円ほどでありますが、一番上の古紙売

却収入が約５７０万円。宝くじ助成、これは前年度胃の検診車５,３００万円でございますが、

これの皆減。一番下の不燃ごみの有償資源物売却収入が減となっております。 

８１、８２ページをお願いします。４節労働の部分では、一番下の雇用対策事業補助金７

７７万円ほどの増であります。 

５節農林水産業の部分では３２１万円ほどの減で５７５万円余りでございますが、中ほど

水源林造成事業受託金の減が主体であります。 

６節商工の関係ではほぼ前年度と同じでございます。 

７節土木の関係では５,４７４万円ほどの減の４０８万円ほどでありますが、８３、８４ペ

ージに移ります。八箇峠道路に伴う物件補償、スノートピア送水管施設の県負担金などが皆

減であるということであります。 

８節は割愛をしまして９節教育関係でありますが、１,３２４万円ほどの県の３億３,６２６

万円ほどの収入であります。下から５行目コシヒカリ給食協力金、実費給食の徴収金、自校

給食の実費徴収金が大きく占めるものでございますが、児童数の減、それから新型インフル

エンザによる欠食数の増による減ということでございます。 

８５、８６ページであります。５項１目預金利子でありますが、７３万円ほど減の１６９

万円ほどの収入でございます。 

８７、８８ページをお願いいたします。２０款１項市債では、１目の合併特例債で１７億

２,８９０万円をはじめとして、２目総務費から災害復旧費まで３２億１,３５０万円の起債に

よる収入でございます。 
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以上から歳入済み総額３３０億５,０２４万７,６８１円。不納欠損額８,４００万１,９６１

円。収入未済額４２億２,６６６万５,４８１円となったものでございます。以上で歳入説明を

終わります。 

○議   長  歳入に対する質疑を行います。 

質疑をする際は質疑箇所のページ数を言ってから発言をお願いします。 

○佐藤 剛君  ４点になるかもしれませんけれどもお願いいたします。まず簡単なところ

から１８ページですけれども、市税の中の入湯税。これが前年に比べると１２０万円ぐらい

増えているのですけれども、天地人があったのですが、１２０万円。入湯税で１２０円単価

にしますと１日１万人ぐらいの増ということになるのですけれども。申告納付なのでそうな

のだろうということですけれども、私が期待していたよりもちょっと温泉に入った方が少な

いなと感じているのです。その辺の温泉街の効果といいますか、入湯税は入湯税として、そ

の辺はどうだったのかという、そこら辺をちょっと感じているところがあったらお願いした

いと思います。 

 ３２ページ。私がちょっと勘違いをしているのかもしれないのですけれども、ここに幼稚

園保育料というのがあるのです。これは前年度の決算書を見比べないとわからないのですが、

ちょっと私が言いますと、前年度の幼稚園保育料の収入未済額のところに１０万２,０００円

が残ったのですよね。今年度の決算額のところで幼稚園保育料滞納繰越分で５万２,５０８円

が入っているのですけれども、前年からの経過にすると１０万２,０００円ですか残っている

ので、もうちょっと残りがあってもいいような気がするのです。その１０万２,０００円とい

うのが、今年の調定額の中に入ってなければこういうことになるのですが、不納欠損額にも

出ていないので、この辺の差し引きするとどのくらいになるのですかね。ちょっと５,０００

円何がしの不明があるみたいですけれども、そこら辺をちょっと教えていただきたいと思い

ます。 

 あと１点ですけれども、ちょっとこれは大事なところなのでぜひ説明を願いたいと思うの

です。７８ページ中段からちょっと下に六日町総合福祉センター建設事業にかかる示談金が

あります。２１年度、多分示談金６７０万円でしたかね。６７０万円ぐらい残っていたので

すが、そのうちの多分３４８万８,９５０円が入ったということですけれども、その差額の３

２１万１,０５０円がこの前のページの収入未済額のところへ出てきているのだと思うので

す。ここの説明を私は聞き漏らしたのだかもしれないのですけれども、ここは非常に大事な

ところだと思いますので、金額も多いですので納める方大変なのですが、これまでのやり取

りといいますか、そこら辺もやはりきちんと説明していただくべきだと思うので、その辺お

願いしたいと思います。 

○産業振興部長  それでは１点目の温泉街の効果ということですけれども。確かに入湯税

からすれば１万人ほどということの数字になるわけでございますが、実際、昨年天地人を担

当している中で感じたことは、もともとがこちらの旅館組合を始めとする関係者の皆さんの、

若干の立ち遅れがあったという中で、受け入れ態勢がちょっと遅れたのかなというのも一つ
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の原因だし、それとあわせて一方、月岡を始め他の方はやはり早くから仕掛けをしていたと

いうところもあったと思います。全体的には現代の経済状況の中から、やはり日帰り客が絶

対的に多いというようなことがございまして、思ったより宿泊関係者が少なくなったという

ことだと思っております。 

ただ、この天地人という一つのイベントを契機にしまして、それぞれ旅館組合での意識の

一つの気持ちの変わりといいますか、そういうのがある程度熟成されている部分もできたの

かなという点が、大きな効果ではないかと思っております。旅館によっては非常に一生懸命

になって取り組んでくれたと。やはりお客さん目線になった対応をしてくれたということで

の意識改革的なものは大きなものがあったのではないかと思っております。 

○総務部長  最後の方でお聞きいただいた示談金の関係でございますが、説明をちょっと

落として申しわけありませんでした。２１年度といたしましては、１社から５１０万円、１

社から１６０万円、６７０万円の歳入が予定をされておったところでございます。１６０万

円につきましては歳入されております。もう１社の方につきましては５１０万円が入りませ

んでした。そこに記載をされておりますように債権との差し引きをさせていただきまして、

収入未済額で上がっている部分が取れなかった分と申しましょうか。それが収入未済額だと

いうことでございます。以上です。 

○学校教育課長  ３２ページの保育園の未納分でございます。昨年の２０年度の決算では

未納ということで１０万２,０００円という額が計上されておりました。２１年度につきまし

ては、収入した５万２,５０８円のみ計上をしてしまい、差額の４万９,４９２円を計上もれで

ございました。その４万９,４９２円につきましては、２１年の６月に全部完納されていると、

徴収済みということでございます。事務上非常に失念をした点、おわびを申し上げます。 

○佐藤 剛君  では今簡単なところから。３２ページの幼稚園保育料のところ、結論的に

は完納したということだったのですけれども、２１年６月というような話をしたので、そこ

だけちょっと確認したいと思います。 

 もう１点が示談金のことですけれども。ここの歳入未済額のところが残ったということで

すが、今年の場合、債権と相殺して残ったのか、そこら辺よくわからない。残ったというこ

とですけれども、今後の考え方というのをちょっとここだけ。 

○総務部長  債権で残ってそれから未収入金になったわけでございますが、当然裁判所の

方に交付要求を出しておりますが、交付が来るかどうかというのはちょっとわかりません。

したがいましてくればいただけますし、来なければ後ほどまた阿部産業にかかる分について

は、債権放棄をさせていただくということになろうかと思います。以上です。 

○学校教育課長  訂正いたします。２２年の６月に納入をされたということでございます。

よろしくお願いします。 

○牧野 晶君  まず順番からいきますと１８ページ。それこそ、今議会では国保税につい

ていろいろな議論がされているわけですが、国保税も目的税ですけれども、都市計画税も目

的税でありますので、ちゃんとそこの考え方が一致するようにしてほしいなというところに
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ついて、考え方をお聞きしたいなという思いがあります。 

 それとあとは７８ページ。ちょっとわからないので、その他の雑入とかに入っているのか

なとか思うのですが、財政課長等にも以前聞いたことがあるのですけれども、市の財務規則

では例えば物品を売却するとか処分するときには、ものの価値があるものに関しては売却し

なければならないとか、そういうふうになっているわけです。ちょっと読みますが、「財政課

長は売り払うことが適当であると認められるときは売り払う。売り払うことが適当でないと

認められるときは廃棄することを決定することができる」ということになっているわけです。

物品の処分に関してどういうふうになっているのか、ちょっと説明をいただきたいと思いま

す。ちゃんと価値がある、ないをどこで判断しているのか。そういう点、ちゃんとしっかり

なっているのかについてお聞きしたいと思います。 

 あとそれと８４ページ給食費。下の方から４段目とか給食費とありますが、給食費の滞納

とかについてです。過去、それこそ就学援助と同じ口座に振り込むことによって滞納が減っ

たなんていう話も聞いているのですが、今回子ども手当等もあるしそれも同じようにしてい

るのかどうか。給食費の滞納についてどういうふうな対応を２１年度していたのか。また、

それをもとに今現在どういうふうになっているのか。この３点をお願いいたします。 

○学校教育課長  給食費についてでございますが、就学援助を受けている方につきまして

は、保護者の同意を得て学校の校長先生の口座の方にさせていただいていると。ただし、こ

れも同意を得られなければ入れられないということでございますので、できるだけお願いを

してやっております。子ども手当につきましては、ちょっと私どもの方でないので。よろし

くお願いします。以上です。 

○総務部長  １点目の物品のことでございますが、財務規則をお手持ちだそうでございま

すので、財務規則のとおりに担当課の方で不要になった状態で総務、財政の方に引き渡しに

なります。その時点で考えさせて、受け払いが適当であるか、あるいは処分が適当であるか

ということでさせていただいております。いわゆるボーダーといいますかラインは設けてお

りません。したがいましてその事案、事案によって対応させていただいております。 

 それからもう１点の、ちょっと意味をよく理解しないで申しわけないのですが、都市計画

税それから国民健康保険税につきましては、市長が見直しをということでありますので、相

対的な中で見直しをしているという状態でございます。以上です。 

○福祉保健部長  給食費の未納分と子ども手当というようなお話ですけれども、給食費の

分は私ちょっと詳細は承知はしていないのですが、保育料の未納、それも同じような状況だ

と思いますけれども、保育料の未納との相殺はできないというようなことで国の方から文書

が来ております。 

というのは、児童手当と同様になっているわけですけれども、児童手当は法律上、保育料

との相殺といいますか、そういったことができないということになっておりますので、児童

手当の上乗せ分というような格好になっております。そういう保育料だとかあるいは給食費

の未納分だとかということとの相殺というのは難しいというようなことで判断をしておりま
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す。 

○牧野 晶君  目的税等については、ちょっと私の質問の仕方も悪かったのでこれはこれ

でいいのですが。まず、子ども手当に関しては相殺できないというのはもう百も承知だし、

給食費が今やっているようなことができないというのも、校長先生が預かってとか同意書を

もらってというのもわかるわけですけれども。例えば入れる分と口座を一緒にしてもらうと

か、そういうことすれば払って、もらってと、すぐできるわけです。そういうふうな対応と

いうのは可能なわけですよね。そういうふうな対応をするべきではないかということを言っ

ているので、その手続上のことなので正直どうでもいいわけですよね。そこのところ、ちゃ

んとどういうふうにやっているのかを聞きたかったので、私の質問の仕方も悪かったのかも

しれないのですけれども。 

財務規則について言わせていただきますが、担当課の方で常々処分する、処分しないを決

めるということですが、それだと、例えば、何回もこれはもう部長とも話をしているのです

が、例えば１００円のものでも人によって個人差あるわけです。１００円だから売る段取り

をしようとか、１万円だから売る段取りをしようというふうに、課によって人によってばら

ばらなわけです。そうなりますよね、要は。私はそうだと思いますよ。例えば価値の基準だ

ってあるだろうし、また見る基準もあるわけですよね。そのものに対する基準。 

そこのところの要は線引きをどこかでしなければ、変な話、例えば１万円以上あるものに

関しては売ることを考えていくとかそういう線引きをしないと、片や５,０００円だったらも

うやらなければいけないとか、１００円だったらしなければいけない、１万円だったらしな

ければいけない。それを個々でやっているというふうな答弁に私は聞こえるので、そこのと

ころはちゃんと一律にする必要があるのだと思うのですが。 

○総務部長  担当課が要る、要らないを決めるのではなくて、物品はそれぞれ担当課が所

管をするわけです。ですので、そこの課長が――課長だったと思いますが――課長が物品管

理者としてその物品を使うわけです。使用に耐えなくなって初めて廃棄処分という形をとる

わけです。例えば計算機が壊れれば、計算機が壊れたので廃棄処分しますということになる

わけですので、使えるものはずっと使っていっていただくわけです。そこはおわかりをいた

だきたいと思います。 

壊れたもの、あるいは不要になったもの、使わなくなったものを総務課、財政の方に所管

を受けるわけでございますので、その段階でこれはそのまま処分をしてしまおう、いわゆる

捨てようというふうに考えるか、そこでこれは価値があるので売る場合は、一般競争入札と

いいますか競り売りになるわけですが、競り売りとしていこうという判断をさせていただく

わけです。おっしゃるようにお客様の方で、何ていうのでしょうレトロが好きでそういうの

が好きだという方は何百万円出しても欲しいという人もいらっしゃるでしょうし、反対にそ

うでない人もいるというようなそういう理解はできますが、やはり私どもとするとそのとき

そのときに決めさせていただく以外にないと思います。 

例えば除雪機械でございますと、当然耐用年数が過ぎてかなり残価は下がっておりますが、
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実際それを競り売りしてある程度の価格で歳入になるということがありますので、ボーダー

を設けるのではなくて、その都度、その都度で考えさせていただきたいというふうに思って

おります。以上です。 

○子育て支援課長  給食費の方はちょっとわかりませんけれども、私ども、保育料の未納

の方につきましては、先ほどご質問がありましたように子ども手当から本人に同意をいただ

きまして、口座に振り込む際に引き落としをかけるというようなことで１２名の方から引き

落としをさせていただいています。また、児童扶養手当というのがありますけれども、これ

も１件引き落としをさせていただいているといったような状況です。 

○牧野 晶君  手当の方はわかりました。財務規則の方にいくわけですが、話を聞いてい

ればわかる点もあるわけですけれども、それこそこれから物の――過去議会でインターネッ

ト公売とか言った人もいるわけです。それを研究していくべきではないかというのもあった

わけです。これからは市の必要でなくなったものだって、要はインターネット公売だって同

じようにかければ。要は差し押さえしたものもインターネット公売できるし、あと自分たち

の不必要になったものだってインターネット公売していくというのは十分可能なわけです。

そういう点も含めて考えていくべきではないのかなという思いがあります。ちょっとこれは

先のことを予算のこと的にもなってしまったのであれですが、よろしくお願いします。 

○総務部長  公売の方法についてはまたいろいろ考えたいと思いますが、できるだけ不用

品であっても市の収入になるように考えていきたいというふうに思っております。以上でご

ざいます。 

○中沢俊一君  使用に耐えなくなった議員が２～３点質問をさせていただきますが。１８

ページです。市のたばこ税が１３.７パーセント減。これはさっき入湯税が増になった天地人

の影響と、大分市の分析が違っているのかなと思っていましたが、その辺の見解をひとつ聞

かせてください。 

 それから２０ページになります。一番下ですが利子割交付金５０４万円。これも６分の１

がここで消えております。察するに市民の皆さんの取り崩しあたりが始まっているのかなと

いう気がしたものですから、その辺のまた見解もひとつ聞かせてほしいと思っております。 

 もう１カ所４０ページです。中ほど地下水熱利用融雪システムの実証事業補助金。これは

ある程度長きにわたった試験が必要かと思いますが、今後のこういう何ていいますか補助金

のこの事業に対する見通しあたりが聞ければと思って質問してみます。 

 最後になりますが６２ページ一番上です。債券等売却差益。会計責任者の本当に迅速な判

断、的確な判断ということでこれだけの差益が出たわけでありますけれども、どういう背景

でどういう判断を下されてこういういい実績を上げられたのか、できれば聞かせてほしいと

思います、以上です。 

○総務部長  利子割交付金の部分でございますが、利子課税が２０パーセントのうちその

４分の３、５パーセントが県税として徴収をされまして、その一部――これが５分の３です

が、個人の県民税の収入割合で県から交付されるということです。去年度が３,０３９万円ほ
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どですから、先ほどおっしゃったように５００万円ほど減ったわけです。したがって利子と

して受け取らなければこれは発生しないわけでございますので、お客様の方がどうだったの

かというのはちょっと推測の域を出ませんが、要するに利子課税が少なかったということ以

外には私は申し上げることはございません。以上です。 

○市民生活部長  １８ページのたばこ税の関係でございますが、私どもの分析といたしま

しては先ほど申し上げましたように、全国的には６.６パーセントの減額になっていると。本

来からいえばその流れになろうかと思いますが、それが逆に１９から２０で１.１パーセント

上がっているということですので、マイナスの６.６と１.１を足すと７.７になるわけです。

そういったことを考えるとその反動がかなり来ているのではないかな、というふうなことで

お話をしたとおりでございます。 

 それから４０ページの地下熱の利用の関係でございますが、これはまだ本当に去年も一時

期しか実証実験ができなかったものですから、今年も継続してやっているわけです。あの時

点ではまだなかなかコストが高くて一般的に浸透していくような状況になっていませんので、

引き続きその効果の検証と、もう一つはコストの軽減についてどういうふうになるのか研究

を深めてまいりたいというふうに思っております。 

○会計管理者  ６２ページの債券等売却収益でございます。債権につきましては元本割れ

を防ぐために、単価１００円で買って１００円で売るというのが一般的ですが、１００円を

下回るものを主に購入をしておりまして、例えば９９円とかそういったものを買っておりま

す。経済情勢の状況に応じましてその単価も変動いたします。安く買って経済情勢で債権の

方の人気が高まって、債券が買手が多くなりますと債券の価格が上がるわけですが、その上

がった時点を見計らって売却をしますと９９円で買ったものが例えば１０１円で売れるとい

うような状況が生まれてきます。 

その２円分で購入が例えば１億円買ったとしますと２００万円の差益が出るという、そう

いうこれは証券会社の方からの情報をいただいて、判断を私の方でさせていただいてそのタ

イミングで売却したという結果で、これだけの利益がこの年は出たと。ただ、最近はなかな

か情勢が厳しくなっておりまして、毎年こういうふうに利益が出るという形ではございませ

ん。以上です。 

○中沢俊一君 会計管理者の本当に類まれな腕を今後も期待いたします。ところでですが、

先ほどのたばこ税のこと、それから利子割交付金の減のこと。やはり私は原因が少し違うの

ではないかな、当局の分析とはと、ちょっと見ているわけです。確かに利子についてはそれ

以上先のことは考えられないにしても、考えられることはありますよね。預金利率があんま

り変動がなかった中でこれだけ減っているということは、とりもなおさず元金が減っている

ということですよ。これは察するところ景気の動向で取り崩しが始まっているのかなという

ふうに、私どもにしてみれば見てしまうわけですが、どうでしょうか。それはもう１回聞か

せてください。 

あと、たばこ税の方もですが、観光客がこれだけ、２１年度は４月から２２年の３月まで
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となると、まだ天地人のお客さんがいっぱい来ているわけです。５月の連休あたりからどっ

と来るようになったわけですから。そうしてみるとこの年度の中でこれだけ反動で減ってし

まうということは、どうも私、合点がいかないのです。としますと景気が悪くなった、たば

こもそろそろ控えようかと、預金も崩さなければならないかなとそんなふうに思ってしまう

のですが。非常に回っているとあんまりそういう反応が多いもので、その辺のことはどうと

らえているか聞かせてください。 

○総務部長  先ほども申し上げましたけれども利子課税というのは、利子が発生をして税

金をいただくわけですから、お金を下ろせば当然そこでとられます。利子が発生しないで例

えば積んでばっかりいれば、私どもは利子課税もらえないわけですね。例えば３年とか５年

とかということで。それは１年ごとに満期が来るやつをすれば満期が来た時点で利子課税が

来るかもしれませんが。ですので、それが減るということは、要は利子としてお客様の方に

還元されないということのわけですから。おっしゃる意味がちょっと私と乖離があるのです

が。お金はどっちかというと来ていないというふうに考えた方がよろしいのではないかと思

います。私が答弁ですので、私はそういうふうに考えます。預金が増えているのではないか

と考えます。 

○税務課長  たばこ税の関係ですけれども、当然ながら先ほど市民生活部長の方でお話し

ましたように全国の落ち込み、これは１８年度から統計が出ております。それに対する南魚

沼市の統計が出ています。そういう意味合いでうちの方が平成２０年度が１０１パーセント

ということで伸びていたということで、その反動も大きいということは現実でございます。

私も正直この辺、非常にたばこが好きなものですからよく見ているのですけれども、この２

２年度の８月までで落ち込みが結構ひどいという状況でございます。 

そしてそれが何なのかということで結構調べているのですけれども、これだということは

まだ言えませんけれども、単に確定できるかどうかは別にして私どもが今までいろいろ調べ

た中でちょっと感じているのは、例えばセブンイレブンとかああいうコンビニ関係で買った

ものが、大本の卸がこの地方にないと。その卸したところの問屋のところの地方にたばこ税

が流れると。こういうことが一つの原因になっているのではないかと今は感じて、担当の方

でも２～３コンビ二の方へ聞いたけれどもわからないという状況でございますけれども、若

干懸念をしているところでございます。以上です。 

○寺口友彦君  ３点ほどお願いいたします。まず１６ページ法人市民税ですが、資料によ

りますと納税義務者数が昨年に比べてかなり増えてはいるが、総額として法人市民税の額が

下がっているという、この辺の分析をどうなされているのかなということと、全般に関係す

るのですけれども、午前中の審議でもありました県との徴税チーム。徴税チームの２１年度

での成果はどの程度だったのかということをお知らせ願いたい。それから６０ページですが

中段に建物貸付料。昨年に比べて２００万円ほどは増えてはいますが、この中身を教えてい

ただきたい。 

○税務課長  まず法人の関係でございます。数値についてはそのとおりでございまして、
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前段の総括の中で部長の話したとおり平成１７年からの統計を見てきましても、法人の上位

５０社の占める割合が約１０ポイント増えていると。納めてもらっているものに対して。な

おかつその上位５０社で納めている計自体が、平成１７年ですと３億２,３５０万円と。それ

が平成２１年度では２億９,２００万円という形で落ち込んでおりますので、私どもの分析と

するとやはり法人が冷え込んでいるというふうに見込んでおります。 

それから徴収特別機構。これについてでございますけれども、実績で申しますと滞納引き

受け額は先ほど部長の方で言いました９,５４０万円ということでございますが、収納額は６

００万円を収納しているという形でございます。それから滞納処分という形の中で財産差し

押さえを４８４件、１,２１７万円分を差し押さえして消えるというのが平成２１年度の実績

でございます。以上です。 

○総務部長  建物の貸し付けの部分でございますが、売り払いをした旧大和消防の分署か

ら、まだそのころはお貸ししていたわけですね、そういうのが１０数件ございます。中で塩

沢庁舎の部分を大和運輸さんにお貸ししておりますが、その部分の面積が増えたということ

で増額になったということでございます。 

○寺口友彦君  余り見つめられると、番号を間違えたと思いますけれど。大和コールセン

ターの貸し付け分の面積が広がったということですが、３階部分にほかにまた増えたという

ことでしょうか。・・・まだです。慌てないでください。 

県と徴税チームの成果の方ですが、昨年度は計画書提出というようなものが１３件ほどあ

ったのですが、今回差し押さえの方の件数がすごく増えていますけれども、計画書提出とい

うのは何件ぐらいあったかを教えてください。 

○市民生活部長  収納機構の誓約書の関係では６３０件ございました。 

○産業振興部長  大和コールセンターですが、当初３階部分をお貸ししたということの中

で、やはり業務がいろいろ煩雑になってきたということで、現在２階の１会議室を大和コー

ルセンターにお貸ししているという状況です。ただ、そこの部分での金額がどうだというの

は、そこまでちょっと詳しくわかりません。 

○笠原喜一郎君  １点だけお聞きいたします。大綱のところで聞けばよかったのですけれ

ども、地方交付税についてちょっとお聞きをいたします。需用額から収入額を引いた部分が

交付税で措置されるということですけれども、国もお金がないわけですから臨時財政対策債

でということであります。その部分は、私はいいですし、また、市長が答弁されているよう

に国もそういう約束でやっているわけですからいいという、そこもわかるのです。 

だけれども、この地方交付税の原資ですね。原資が、国の予算８０兆円としたならば、税

収よりもその国債をそれ以上発行して、そして回しているという事態は現実にあるわけです。

その中で今、国もそれから地方もその上に立って財政運営をしているわけです。今すぐどう

いうふうになるかというのはなかなかわかりませんけれども、財政を担当している方の中で、

本当にこのまま税収よりも多い国債を発行していって、そしてそれをもとに財政運営をして

いくというそのことが、私は自分の中ではやはり財政に対してはこれは注意をしていかなけ
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ればならないという気持ちを持っているわけです。 

それは財調も積み増したりしていますけれども、やはり私は基本的にはそこが非常に心配

であるという基本、考えを持っているわけです。本当にこのまま国債をどんどん発行してい

って、そしてその上に基づいて地方の財政運営をしているわけですけれども、どういうふう

になっていくかということを財政担当からお聞きしたいなというふうに思いますけれども。 

○総務部長  確かに赤字国債を発行できているのは国ですから、実際の税収よりも多い仕

事しているというのは新聞で読んでいる限りですけれども、そういう状態にあるわけです。

ましてや地方交付税の原資は交付税法に書いてありますが、国税５税の中で３０数パーセン

ト集めてきてやりたかったわけでしょうが、それが足りないために地方財政計画の中の地方

交付税分が足らなくて、臨財債を入れてということのわけです。心配はあるということは、

先ほど副市長もお話がありましたがそういうことだと思います。 

ただ、昔、３割自治といわれたものが、今は南魚沼も０.５ということになっているわけで

ありますし、国の組織の中で市町村として動くわけでありますから、私どもがそれをどうこ

うということはちょっと考えられません。が、ただ、新聞を読んでいる部分での心配はある

という程度しか、私としては見識はございません。以上です。 

（「財政担当はどうですか。」の声あり） 

○財政課長  心配はあるかどうかという点は、皆さん――国の借金をどうやって返すのだ

ということは、だれが真剣で考えているのだろうと思うくらい心配なわけですけれども。私

どもは現代のよってたつところで運営していかざるを得ないと。それと現時点では確かに異

常な税収を上回る起債を発行して国家の運営がなされているわけですが、現時点はこの不況

の中ではそれもやむを得ないいうふうに考えます。 

ですから、常に安定してくれば財政の健全化というのも国の一つの目標になるわけですが、

地方交付税そのものは財政の均衡とともに財源補償という機能がありますので、特例債その

ものは確かに交付税の先食いなわけです。後でつけが段々将来に回るわけですが、そこは財

源補償機能で当然国が補償してくれるものだというふうに考えております。以上です。 

○岡村雅夫君  ６２ページの財産収入についてお伺いいたします。私、ちょっと勉強不足

でわかりませんけれども、土地売払収入で３,７３２万１,８００円ですか、その主なるものと、

もう１点次の立木売払収入という、この内容について知りたいのですが。 

○総務部長  土地の売払収入につきましては、旧大巻小学校用地関係ほか３件で１,３６９

万円ほど。元の大巻小学校の体育館用地を住宅地に。要はこれ全部普通財産の部分ですが。

それから三用の住宅で６０５万円ほど。それから旧図書館、今は子どもセンターといいます

か社会教育の一部が入りましたが、その裏手のところだと思いますが４０２万円ほどという

ことでございます。 

立木の売り払いにつきましては、八海山学校林の立木の売り払いで３００万円ということ

でございます。以上でございます。 

○岡村雅夫君  では、前段は大体了解しましたが。立木売り払いの学校林を、こども園に
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という多分その事業だと思うのですが、売り払ってそして今度は事業者が、落札者が買うわ

けですよね。そうでなくて、私は伐採とか出しとか、そういうものの支払いをして、木は自

分のものとして支給するというような形をとれなかったのでしょうか。 

○総務部長  もともと立っているところは国有地、八海山の社務所のそばといいますか。

そこで分収契約を結んでおりましたので、こういう形をとらざるを得なかったということだ

そうであります。 

○市   長  これは実は前の年だかその前の年に、営林署の方で売却計画を出したので

すけれども、当時はこういう計画はなかったものですから今はいいということで、その公告

を出す寸前だか公告を出してからだか止めてもらったのです。ところが、こういう事態にな

ってあそこをどうしてもいわゆる伐採、売却しようということで、今の森林管理所の方に特

にお願いに上がって、これは森林管理所が売るのですね。市の方もあれは７：３だか８：２

だかでその取り分があったものですからそれが入ってきたと。 

ですからあれは、今度は森林管理所がいわゆる一般に売りに出して、それを落札した人が

内田製材さんでしたか。そこから今度は我々が買い取ったとこういうことです。ですので、

市が買えばそれはそれでよかったのかもしれませんが、買えば１回そこで例えば１,０００万

円なら１,０００万円出して、その中で今度は取り分の３００万円をもらってとかという、非

常にまた手続的におかしくなるものですから、１回全部売却をする。その売却代は分収に応

じて我々がいただいたとそういうことです。 

○岡村雅夫君  大体話はみんなわかって聞いているわけですが。実際、流通形態として見

ると、その前の宣伝と申しますか要するに学校林というのは自分の木だというふうに、分収

とかそれはともかくとして。そういうふうに市の、要するに昔の城内の諸が植えた木が使わ

れるのだなと。こういう、要するにそれとまた地元の木というようなことが先行していまし

たよね、ずっと。 

そうした中で入札にかけて買った人、要するに落札した人に今度そうした制約をもってお

らに売ってくれと、こういう流通形態が、ちょっと私は公がする問題としてみると、やはり

さっき市長が言いましたように自分で落札して経費をかけて切って出してと。一般の人たち

が自分の木を使うと同じような形をとった方が、皆さんが難儀して育てた木をこうして市民

の保育所のために使うのだということは、もう少し明確になったのではないかなというよう

な形がします。 

そしてそれだけ経費も多分増大するものだと思います。要するに全体のものですから。そ

の微々たるものといいながらもそうした手はずをとることによって、何か不自然だなという

感じがちょっと見えますけれども。私は市で、落札、要するに入札にかけるのであれば、市

で買ってするのがベターだと思うし、そうでなくてもその前段として所有者同士が区分所有

を持っている方々の政策的なものであれば、要するに幾らで分収分、市が出しなさいと、全

部やりますよと、こういう話になりやしまいかなという気はしますが、その点はいかがでし

ょうか。 
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ちょっと私もその段階ではここにいませんでわかりませんでしたけれども、どうもその宣

伝というものと、実質の形態というものは違ったなという気がしますがいかがでしょうか。 

○市   長  ちょっと失礼いたしました。再確認したところ、あそこを国から市が２１

万円で全部買いました。そして今度はそれを伐採して出す際に必要な部分だけをというわけ

にいかないので、国から買った分全体を入札にかけたわけです。３００万円というのが一番

高い入札額、落札額だった。それがさっき言った内田製材さん。そこに売ってその中から今

度は必要な部分だけを買い取って、加工したり何ですか特殊加工がありましたね、それをや

ったということでした。失礼いたしました。そういうことで、２１万円で国から買って３０

０万円で売ったと、そういうことです。 

そこで必要な部分だけを、市ででは伐採をして出すということになると、これはとても３

００万円や５００万円では済まない、大変なお金になるということです。ですので、その３

００万円は２１万円との差し引きですから約２８０万円、市の方に利益があったというふう

に大体とらえていただければありがたいと思います。必要数量のどのくらいあったのか・・・

わからないか。ちょっとそれを言って。 

○子育て支援課長  私がちょっと去年、少し関係しておりましたのでお話させていただき

ます。今、市長が言ったとおりでありますけれども、市長の考えで、ぬくもりのあるこども

園をつくりたいというようなことで木を使いたいということから、八海山の学校林を使わせ

ていただきまして、今、市長申し上げたとおり営林署から少し安かったのですけれども買い

ました。それから市の方で、あそこは約２町歩ほどあるのですけれども、全部で１,０００立

米ぐらいあるのかなと思っていましたが、実際使えない木もありましたので７００立米ぐら

いの木を内田さんの方からきちんと買っていただきました。それで先ほど言ったその売上金

が出てきたというようなことであります。 

○岡村雅夫君  今あれでしょう。２１万円で購入して３００万円で落札してもらったと。

それで３０５万６,０００円というこの数字でしょう。それを聞いているがであって。前段が

違ってくると、これは３０５万６,０００円とは内容は何ですかとこういう話です。 

○市   長  今、前農林課長が補足説明しましたのは、全体で、その２１万円で買った

と。土地は違いますよ。植林されている面積が約２ヘクタール。そこに約１,０００立米の木

材があった。それを３００万円で売り渡しましたと。今度はこども園の方へ使ったのは確か

５００立米前後だったかな、確か。そういうことです。その補足説明をしたわけです。丁寧

に説明したということです。全くだから２町歩のところの１,０００立米を我々が２１万円で

国から買ったわけです。譲っていただいた。それを今度は３００万円で業者に売ったという

ことです。３０５万円だかで。今度はその中で必要な、我々が必要とする部分はきちんとこ

ちらへまた売ってくださいよとこういうことです。製材業者から今度は買い取るということ

です。 

さっき岡村さんがおっしゃったように、ではそれを直接市が切り出して、必要なところだ

け切り出してそうして加工して売れなんていったって、それはとても３００万円や５００万
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円ですむ問題ではないと。購入代金よりは相当かかります。市でなんかやればですね。しか

も必要以外の部分も全部切り出したわけですからそういうことです。どう計算してもこうい

う方法の方が得になるわけであります。後でではよく説明します。 

○塩谷寿雄君  ２８ページになります。不納欠損額で３７万２５０円出ていますけれども、

市長が冒頭申されているとおり滞納は余りさせないということで、人数も３名さま雇ってや

っているということですけれども。時効がきたということだと思うのですけれども、その３

７万２５０円を滞納された方はこちらにまだいるのですか。絶対追えないような状況という

か、もう住所もなくなっているものなのか、そこをちょっとお聞きしたいのと、これが１件

というか一人というか３７万２５０円が何件もの分なのか。 

もう一つ、あと滞納分で繰り越し分が出ていると思うのです。４４０万円とその下に１５

万４,０００円と出ていると思うのですけれども、歳入未済額で２,２００万円あるわけではな

いですか。この中に例えば今、これからの部長の答えになってくると思うのですけれども、

その繰越滞納とかの中にもう絶対追えない人とかがいるのかなと思ってお聞きします。 

○福祉保健部長  まず不納欠損でありますけれども、３７万円ほどということであります

が、一人分であります。それでこの人は今現在市内に住所を有しているという方でございま

すけれども、１年ぐらい前だと思いますが生活保護の受給になったというようなことで収入

もございません。それから時効も過ぎたというようなことで不納欠損処分としました。 

 それから収入未済額でございますけれども、収入未済額につきましては２,２５０万４,００

０円というふうになっておりまして、その内訳が保育料が約２,１７０万円ほど、それから学

童保育の方の関係が７３万円ほどというような内訳になっております。保育料の方から言い

ますと人数的には８９人になっています。８９人で２,１００万円ほどということになってい

ますけれども、８９人中の８２人の人が今現在、収入が非常に少ないということで生活苦と

いうような状況になっております。一応９割近い人からは納付誓約をもらってありまして、

少しずつでありますけれども払ってもらっていますけれども、１割ぐらいの人はどうしても

払えないというような状況になっております。以上でございます。 

○塩谷寿雄君  市長もいろいろ答弁で、取れない人から身ぐるみはがして取らないと言っ

ているわけです。今、部長の答えを聞くと本当に払えない人がいたり、９割の方が少しずつ

でも納めているということですけれども。今回２,２５０万円あがってきているのは、結構多

分来年って繰越金額がかなり増えてくる予想ですよね。市内にいる方ということで、今追え

なくはないということでよろしいですかね。地元にはいる、市内にいるということですよね。

追えるということですよね。いや、その増えてくる予想かどうかだけ。 

○福祉保健部長  未納額の方の関係でございますが。毎年、現年度分で未納になるのが大

体４５０万円から５００万円前後ということで、滞納繰越分で入ってくるのが大体４００万

円あるいは３００万円から４００万円か４５０万円程度ということでありますので、今の状

況のままでいくと非常に収入が少ない人がいっぱいで、毎年毎年収入未済額が増えていく。

少しずつではありますけれども増えていくような状況になっております。 
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が、一生懸命自分の部内で収納チームを作って臨戸訪問等をやっておりますので、今現在

でありますけれども、この２,２００万円――保育料２,１７０万円ほどは１,９３４万円ぐら

いの、８月末の時点ですけれどもそこまで少なくなっていると。また、最終的に年度末にな

ると未納の人が増えて、また２,０００万円だとか２,１００万円だとかという数字に、年度末

には多分なるだろうというような状況になっております。 

○塩谷寿雄君  市長にちょっとお伺いしたいのですけれども。ページ数ではなくて、たば

こ税ですけれども。何かこう締め付けがある自治体がかなり増えてきたり、県単位でやって

いる神奈川県とか、大分吸う方について締め付けがあると思うのです。自治体も増えてきて

いるのですけれども、市長としてこのたばこ税というものは大切だと思いますか。 

○市   長  決算でも４億円を超えるお金が入ってきておりますし、全く自由に使える

お金ですから、たばこ税そのものは非常に貴重な財源だというふうに認識しております。そ

れと、たばこを勧めるとかそういうこととはちょっと別関係でありますけれども、貴重な財

源ということについては変わりございません。 

○岩野 松君  １６ページの法人税の不納で上位５０社が、この年度は８２パーセントに

増えたという説明がありましたが・・・そうではないの。失礼しました。聞き違いだったよ

うです。はい。それで法人税は確かに所得税もそうなのですけれども、税金が上がるという

ことは前年度に収益があったから、多分上がってくるのだと思うのですけれども。ちょっと

細かくて悪いですけれども、新規というか今までもずっと納めなかった人たちのほかにも新

しくどれくらい増えたのかお聞かせくださいませ。 

○税務課長  まず最初に、前年の所得によってということですけれども、前年の所得によ

って税金が決定してくるというものは個人市民税。それから当初に確定をしてくるのは要す

るに固定資産税関係、それから軽自動車関係でございます。 

それでその年の申告状況、中身によってなっていくのがこの法人税、それからたばこ税、

入湯税。これにつきましてはその年の届けのときに申告が出てくるという形で調整を行う形

でございますので、法人税はすべて前年度の所得によって納めるという形ではございません

ので、ご理解いただきたいと思います。 

 それから先ほどのどの程度の増減があるかということですけれども、法人の中につきまし

ては毎年新規の届出、それから取り止めの届出、こういう形で出てきておりますので一概に

言えませんけれども、ちょっと参考程度ですが、１８年度には設立が７２件、廃止が９１件、

増減で１９件の減と。１９年度では設立が８６件、廃止が９５件で９件の減と。２０年度は

設立が７２件、廃止が８０件、８件の減と。２１年度は８４件の設立で廃止が７２件で１２

件の増ということで、若干ずつの増減はありますけれども、ごく大幅な要素ではないと。だ

けれども毎年そういう形の中で新設、廃止、動いているという状況でございます。以上です。 

○岩野 松君  私が聞きたかったのは、法人の方がどうこうではなくて収入未済額の不納

になったというか納めなかった人が、新しく業者として増えても、その場合、もちろん申告

はその会社によって年度が違いますけれども、２１年度に納めなければならない人たちで新
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しい人はいるのかどういうのかということが聞きたかったのですけれども。そのときに実は

どういう対応するのかということもちょっとお聞きしたかったのです。 

○税務課長  これは法人に限らず基本的にはすべてですけれども、我々税務課職員は税は

いただかなくてはいけないと、こういう義務がございます。我々の方では法人に限らず当然

滞納が出てくればその時点、滞納を起こさないように基本的に打ち合わせが必要なものにつ

いては打ち合わせという形で進んでおりますので、当然ながらほとんど――これは法人だけ

に限らず、その年に新しい方が出てくるというのはこれはもうゼロではないというのが通常

でございます。 

そういう中で我々は基本的にはまず分納誓約、いただけるものはいただく。計画を出して

いただいて、それに基づいて納入を促していくという形を第一にとりながら進んでいるとい

うことでございます。よろしくお願いします。 

○議   長  歳入に対する質疑を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって、歳入に対する質疑を終わります。 

○議   長  これから歳出の審議に入ります。歳出の審議は各款ごとに行います。なお、

これからの一般会計決算認定の審議に直接関係のない部課長等は平常業務についていただい

て結構でございます。 

○議   長  休憩とします。休憩後の再開は３時５分といたします。 

（午後２時４７分） 

○議   長  休憩前に引き続き会議を開きます。 

（午後３時０５分） 

○議   長  第１款議会費の説明を求めます。 

○議会事務局長  それでは議会費についてご説明いたします。決算書ページ８９、９０ペ

ージをご覧ください。第１款議会費、１項議会費、１目議会費でございます。平成２１年度

決算額は１億５,５４０万５,０００円でございます。冒頭、決算概要について総務部長から

もお話がございましたが、１１月から議員数が４名減となったこと、加えて条例改正により

まして１２月の期末手当支給率の減がございました。それに伴いまして議員報酬等が減とな

り前年度に対しまして１,０８９万５,０００円、率にいたしますと６.６パーセントの減とな

っております。支出内容についてはほぼ前年と同様でございますので、９０ページの備考欄

に記載の経費種目別に決算額、それと対前年度増減及びその主な事由についてご説明させて

いただきます。 

 まず旅費・需用費等の物件費にかかる議会一般経費でございます。決算額は６０５万５,

０００円でございます。２１年度は改選がございまして、議会だよりの臨時号を発行したこ

と、また臨時会の開催が前年に比較しまして２回多かったことから印刷製本費、本会議の議

事録作成委託費が増となりまして、前年度に比して２０万４,０００円の増となっております。 

 次に議員報酬等でございます。先ほども申し上げましたが、議員定数の４名減、１２月期
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末手当の支給率０.１月が減になりまして、決算額は前年度対比１,１０７万円ほど減の１億

４,７００万８,０００円となりました。 

 次に議会補助・負担金事業でございます。決算額は２３４万２,０００円となりました。全

国、北信越、県、中越地区の各市議会議長会等の負担金は前年度と同額でございました。政

務調査費につきまして、議員数の減に伴う減額と交付の実績額の増の差し引き２万６,０００

円、率にいたしまして１.１パーセントが減となっております。簡単でございますが以上で議

会費についてのご説明を終わります。 

○議   長  議会費に対する質疑を行います。 

 質疑を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

異議なしと認めます。よって第１款議会費に対する質疑を終わります。 

○議   長  第２款総務費の説明を求めます。 

○総務部長  第２款総務費についてご説明を申し上げます。まず事業別組み立てというこ

とでございますので、主に備考欄の丸でご説明を申し上げます。 

 １項総務管理費、１目一般管理費では、支出済額の欄で前年度に比べ２,１３０万円ほどの

減で５８億４,０４８万円ほどの決算であり、３,６８４万円ほどの不用額であります。ここ

は主に丸の職員費の部分が大きなものを占めるものでございます。備考欄の丸行政共通経費

は前年度に比べ５１万円ほど増の６,９５０万円ほどでありますが、共通する経費についての

支出でございます。固定資産評価審査委員会事務はこの年度から２項の徴税費から１項に移

したものであります。委員３名にかかる報酬でございます。 

 ９１、９２をお願いいたします。報酬以下はほぼ例年並の支出でございます。９３、９４

をお願いいたします。職員費では前年度比１,５８０万円ほど減の５７億７６万円ほどでござ

います。産業医としてお願いをしております中之島診療所長さんの報酬や、市長を始めとす

る一般会計支弁職員６９５名の給料・手当等のほか職員研修費などでございます。明細につ

きましては３５５、３５６ページに目的別給与明細書が記載をされておりますのでご覧をい

ただきたいと思います。 

なお、３款２項４目の子育て応援手当、それから２款の選挙、定額給付金事業に関係する

職員の時間外手当につきましては事業費支弁でございますので、それぞれの款項に記載をさ

れております。 

 次の丸、表彰事業費では３６万円ほどでございますが、昨年１０月２日に実施をいたしま

した市の表彰条例に基づく表彰にかかる支出でございます。被表彰者１８件、１７人のほか

１団体でありました。 

 ９５、９６をお願いいたします。丸の行政区事業費でございます。６,４９３万円余りで前

年とほぼ同じでございます。大きな部分は中ほど行政区交付金６,１９９万円ほどであります

が、一番下、忠魂費危険改修事業ということで石打行政区長会に３０万円の補助が皆増でご

ざいます。 
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 次の丸は特別職の給与引き下げ改定のための報酬と審議会の支出でありますし、その下の

次の式典事業費につきましては５月３日に開催をいたしました成人式にかかる費用でござい

ます。 

 次の丸の防犯対策費でございますが、防犯灯の維持にかかる部分が大きなところでござい

まして、ほとんど電気料でございます。一番下の丸はそれぞれ会員となっている会に負担す

る部分の負担金であります。 

 ２目広報広聴費でありますが、前年度とほぼ同じの１,２１１万円ほどの支出であります。

１１９万円ほどの不用額が出ております。丸の広報広聴費でありますが１,２０６万円。前年

度とほぼ同額でございます。 

 ９７、９８をお願いいたします。主なものは１日、１５日の市報２万２,１００部、それか

ら生涯学習特集号などのいわゆる市報の印刷費１,５１１万円ほど。それから広告料として

FMゆきぐにさんでの放送利用、年間７２０分分以上ということで１日２分くらいなのでしょ

うか、１３０万円が大きな部分でございます。次の丸、市政モニター事業費ではモニターさ

んにアンケートをした際の謝礼でございます。 

 ３目電算対策事業費に移ります。支出済１億９,９０９万円余りで３,２７３万円ほどの増

であります。繰越明許費として７,８００万円ほど。これは地域通信基盤整備事業にかかるも

のでございます。不用額が９５７万円ほどでございます。１行目、２行目それぞれ流用をさ

せていただいております。丸の電算情報管理一般経費２,２９２万円ほどでありますが、パソ

コンにかかる共通費の部分でございます。大きなものは一番下の施設間の専用回線使用料１,

５４７万円余りでございます。 

 次の丸の総合システム事業費８,１０２万円ほどでございます。基幹系といわれる税務事務、

健康管理事務等のシステムの部分でございます。それぞれリース委託料の部分でございます。 

 ９９、１００をお願いいたします。次の丸の内部情報系システム４,０６２万円ほどであり

ます。庁舎内それから施設内での稼動しているパソコンの部分の申請あるいは人事、財務、

庁内ラン、学校ネットワークといったものの経費でございます。それぞれ記載の委託料それ

から使用料でございます。 

 次の丸の住民基本台帳システム事業費２９６万円ほどでありますが、住基にかかるカード

発行機等の保守委託及びリース料でございます。 

 次のＧＩＳ整備事業費では水道の図面整備をしたことによる３,３８８万円でございます。 

 次の丸の辺地共聴施設整備事業費８４４万円余りではデジタル改修工事補助金として広

堀・中手原共聴組合ほか３所の改修にかかる部分が主なものでございます。 

 それから次の丸の携帯電話等エリア整備事業費、皆増で８５５万円ほど。次の１０１、１

０２でございます。辻又地区の基地局の整備の部分でございます。 

４目車両集中管理費に移らせていただきます。本庁、各センター、出先等の車両２２９台

の管理に要する費用でございます。８,１９５万円ほどの支出で１４６万円ほどの不用額でご

ざいます。３件にわたって流用をさせていただいております。丸の車両管理一般経費３,０５
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０万円ほどでありますが、記載のように消耗品などでございます。次の丸の車両運行経費４,

０４８万円は記載のようにその車両の燃料、自賠責等々の経費の支出があったものでござい

ます。それから車両等購入事業費１,０９４万円余りですが、車両更新であります。 

１０３、１０４ページをお願いいたします。一番上でございますが、購入は軽５台、軽ト

ラ４台、ハイブリッド乗用２台の更新でございます。 

５目会計管理費でございます。備考欄丸で会計管理一般経費でありまして３２６万円ほど、

１２万円の不用額でありますが、主なものは公金取扱手数料でございます。 

６目財産管理費では８億２,２４９万円ほど。１６８万円ほどの不用額です。記載の２件に

ついて流用をさせていただいております。庁舎管理費８,６９９万円でございますが、次の１

０５、１０６、１０７、１０８上段まで３庁舎及び天地人推進室がございましたが、にかか

る部分の通常の管理の費用、経費でございます。 

それから次の丸、１０８ページになりますが、次の丸、庁舎整備事業費１,０４７万円ほど

は議場放送設備、議席改修等の部分でございます。 

それから次の丸の普通財産管理費９２８万円ほどは、財産調書記載の普通財産の管理にか

かる所要の経費を執行したものでございます。それから下から３番目の基金費では財政調整

基金に７億１,５３２万円ほどの積立であります。 

１０９ページ、１１０ページでございます。７目企画費では４億５３６万円ほどの支出を

しております。２１１万円ほどの不用額であります。３件の充用及び１件の流用をさせてい

ただいております。一つ目の丸の企画一般経費で１億５,２３１万円ほどでは、この年の８月、

高橋兼続さんのコンサートを行ったことによるもの、並びに一番下の合併振興基金積立が大

きな部分でございます。 

次の総合計画事業費２０３万円ほどでございますが、総合計画審議会それから地域審議会

の費用、及び総合計画後期計画見直し支援にかかる委託料の支出でございます。交流事業費

１５０万円ほどでございますが、交流会出演者謝礼といたしまして米沢藩鉄砲隊の関係ほか

の支出でございます。 

１１１、１１２をお願いいたします。上から二つ目の丸、集落振興事業費１,０９３万円ほ

どですが、宝くじ助成でありますコミュニティ事業補助金に南田中区ほか３行政区に９３０

万円ほど。集落集会所整備補助金に猫道区に１６３万円ほどでございます。それからその下

の丸でございますが、浦佐駅エレベーター設置事業１,５４０万円は東口にＪＲが設置したエ

レベーターに対する負担金であります。３カ年やりまして、これで新幹線上下線とも３カ所

の設置が完了いたしました。 

ちょっと飛びまして、地域コミュニティ活性化事業６４６万円ほどでありますが、活性化

支援のソフト・ハード及び活動拠点支援分は１１６ページの繰越明許で措置されておりまし

て、ここでは地区センターとしての改修、トイレの洋式化などが支出になっております。そ

れから一番下の丸大河ドラマ天地人プロジェクト推進事業費１億７,２９７万円ほどであり

ますが、詳しくは決算資料の主要な成果１２ページ以降に記載をされております。１１３、
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１１４及び１１５、１１６に記載のように大河ドラマ関連で執行した部分でございます。中

ほどに南魚沼市愛プロジェクト推進基金積立金が１億１,４５５万円ほどとなっております。

そこの今のページの下段が地域コミにかかる繰越明許の部分でございます。 

８目地域開発センター及び公会堂費では１,１４２万円ほどであります。４件の流用をそれ

ぞれさせていただいております。右下の方になりますが、地域開発センター費５９９万円ほ

どでありますが、東地域、五十沢、城内、大巻にかかる管理分の支出でございます。この年

度から地域コミの関係で旧六日町の時代からありました開発センター長、それから用務員の

部分を廃止により１,５４５万円ほど昨年度より減額となっております。１１８ページになり

ますが、中ほど下の公会堂費５４２万円ほどでありますが、大崎農業会館、まほろば、うる

おいの里みようの経常管理費の部分でございます。 

次のページ１１９、１２０ページでございます。９目バス運行路線費は１億５,７１５万円

余りであり７２７万円ほどの不用額であります。路線バスそれから市民バス、通園バス、通

学バス等のバス運行にかかる執行にかかる経費でございます。１件の流用をさせていただい

ております。執行額につきましては昨年度とほぼ同様でございます。この目では一番真ん中

になるでしょうか、路線バス運行事業費に記載の３,７９９万円ほど。それから市民バス運行

事業に１,１７６万円ほど。保育園等送迎バス運行事業費に２,７１８万円ほど。通学バス等運

行経費に８,０２１万円ほどであります。失礼しました。 

１２１、１２２ページをお願いいたします。１０目定額給付金事業では支出済額９億８,３

９７万円ほど。不用額８９２万円ほどの執行でございます。定額給付金事業にかかる事務費、

事業費、最下段で９億６,７７８万円の給付事務の執行でございます。ここで市民生活部長と

交代いたします。 

○市民生活部長  今ほどの１２２ページの一番下、２項徴税費について、１目賦課徴収費

についてご説明を申し上げます。支出済額は前年度比６,１５７万円増の２億６７１万円ほど

となりました。右端の４１７万円の予備費充用につきましては市税の還付金への充用となっ

ております。 

 １２３、１２４ページをご覧いただきたいと思います。賦課徴収一般経費でございますが、

前年度比４０万円増の５４３万円ほどでございます。印刷製本費が６６万円ほど増額になっ

ておりますが、コンビニ収納用紙の印刷分となっております。賦課徴収管理費、前年度比７,

１４３万円増の１億８,７９４万円ほどでございます。収納嘱託員、これにつきまして２１年

５月から１名増員いたしまして３名で徴収に当たりました。結果４,６２９万円ほどの実績を

あげていただいております。交付金返還金は三国川ダムの精算分として１億４,０１０万円が

皆増でございますし、市税の還付金及び還付加算金等で７,０７４万円の減額となっておりま

す。 

 賦課徴収システム管理費でございますが、前年度比１,０１５万円減の９５８万円ほどの決

算でございます。平成２０年度にはコンビニ収納の準備のために印刷製本費３３６万円、電

算システム機器補修委託料５８３万円等がありましたが、２１年度は稼動となったためにこ
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れが減額となったということでございます。 

 一番下の東京事務所費でございますが、前年度比１２万円減の３７６万円ほどとなってお

ります。市税徴収嘱託員の報酬や事務所経費などが計上されております。２１年度、東京事

務所では嘱託員１名が８９５万円ほどの実績を上げていただきました。 

 １２５、１２６ページをお願いいたします。法律相談業務委託事業費９万円ほどが皆増と

なっております。これは市で毎月弁護士による法律相談を実施しておりますが、そのうちの

１回分をこちらの方で予算化しているというふうなことでございます。 

 １２７、１２８ページをお願いいたします。２目の一般旅費発給費、前年度比８９万円減

の３万円ほどの決算ということで、平成２１年度からパスポートの発行業務が県からも移管

されましたけれども、２０年度はこの開設に向けた経費ということで計上がありましたが、

２１年度は運営経費だけになったということで減額になっております。以上でございます。 

○総務部長  １２７、１２８、４項選挙費からご説明を申し上げます。１目選挙管理委員

会費では１８９万円ほど。不用額１５万円ほどでありますが、選挙管理委員会に関する経費

でございます。 

 ２目衆議院総選挙及び最高裁判所裁判官国民審査費では８月３０日に執行でございました

が、３,７０６万円ほどの支出で６件の流用をさせていただいております。 

 次の１２９、１３０でございます。それぞれこれについては記載の内容でございます。３

目市議会議員選挙費では１０月１８日の執行でしたが、２,８６７万円ほどであります。３件

の流用をさせていただいております。 

 １３１、１３２でございます。４目土地改良区総代選挙費４１万円ほどでありますが、４

月１４日執行いたしました。無投票でしたがそれにかかる執行経費でございます。 

 ５項統計調査費に移ります。１目統計調査総務費でありますが、１,２２０万円ほどの執行

でございまして１８８万円ほどの不用額であります。丸の各種統計調査費３７２万円ほどで

ありますが、経済センサス・消費実態調査・工業統計調査等にかかる執行の部分でございま

す。 

 １３３、１３４でございます。農業センサス費８４０万円ほどは２月１日を基準として５

年ごとに行われる部分の経費でございます。国勢調査費は本年度行うための準備経費の執行

でございます。 

 ６項監査委員費に移ります。監査委員費１３２万円ほどの執行でございますが、監査委員

事務・執行の部分でございます。１件の流用をさせていただいております。 

 １３５、１３６でございます。７項交通安全対策費では交通安全にかかわる対策会議委員

２０名、交通指導員５８名に対する報酬等の経常支出でございます。以上で２款の説明を終

わらせていただきます。 

○議   長  総務費に対する質疑を行います。 

○樋口和人君  １点、１０４ページの庁舎管理費。ここでは差し当たり光熱費ということ

で、それと燃料費というかあるわけですが、三つの庁舎の分だということです。こちらの決
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算資料の７ページを見させていただきますと、そこへ大体それぞれの庁舎の割り分といいま

すか、こうあるわけです。電気料この燃料費ですね。本庁舎とそれから大和庁舎、塩沢庁舎

があるわけですけれども、何かこう非常に本庁舎に比べて割合からいくとどうも大和の庁舎、

あるいは塩沢の庁舎の方のかかりがいっぱいだなというふうな気がするのですが、この辺に

ついて教えてください。 

○総務部長  面積的にはそう変わっているわけではありませんので、まだ大和庁舎につき

ましても来年の４月以降、福祉保健部がこちらに来て空になったりすればまた変わると思い

ますが、そういったことで大きな差がないのだ、場所的に大きな差がないのだろうと思いま

す。それからもう一つはいずれもセントラルといいますか、個別な暖房、個別な冷房でござ

いませんので、つけるときは全部つける。とめるときは全部とめるということですので、こ

ういう結果になってしまったのだろうというふうに私は考えています。以上です。 

○樋口和人君  ということで結局そういうことなのだと思います。大きな庁舎を全部暖め

たりということだと思いますので、今後その辺もぜひ、検討の余地があるのではないかなと

いうふうな気がします。それと今こういった電気は器具は高いのでしょうか、ＬＥＤとかと

いうことで、電気代が安いものが出始めているようですが、またぜひその辺の検討も今後よ

ろしくお願いしたいと思います。 

○総務部長  本庁舎もそうですが、蛍光灯がもうかなりぼろぼろになっておりまして、な

るべく電気をくわないものを使っていきたいというふうに思っております。以上です。 

○佐藤 剛君  では２点お伺いしますが。まず１００ページですけれども。上から２番目

の電算システム改修等業務委託料。これは毎年出てくるのですけれども。それも１,７００万

円とか、昨年だと１,３００万円とか額も多いのですけれども。いろいろ法律も変わってシス

テムも変えるようなこともあるのかもしれませんが、毎年このようなことでかかっていくの

か。特殊な事情があるのか、ここ１年あったのかというところをちょっとお伺いしたいと思

います。 

 もう１点が１１６ページ。上から５番目あたりに２００９新潟県大観光交流年推進協議会

負担金とありますけれども、ディスティネーションキャンペーンのことだと思うのです。今

年の場合は２７０万円くらいが負担金なのですけれども、過ぎてしまった話というか、前の

年の話をしてはうまくないかもしれませんが、前の年は４７０万円くらいの負担金もあった

のですが、天地人と重なってちょっとそのキャンペーンの――県全体で行うキャンペーンで

すのでそれなりの負担をしなければならないのですけれども、県全体でやっている限りやは

り南魚沼市への波及というか、また市の取り組みというか。そこら辺が天地人と重なってち

ょっと見えない部分があるので、どんなことをやってどんなふうな波及やらそういう効果が

あったのかというところをお伺いしたいと思います。 

○総務部長  今ほどの一番先の部分でございますが、システム改修ですのでおっしゃるよ

うに法律が変わったりの場合になるわけですが、当該年度は年金特徴に伴う住民税システム、

これで１,０５０万円ほどかかっておりますので、何でもなければ余りかかりませんが、とい
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うことでご理解をいただきたいと思います。以上です。 

○産業振興部長  大観光交流年、ディスティネーションキャンペーンのことでございます。

確かに昨年は２カ年分をまとめて２００万円ずつ３年間払うというので、当初１９年の年に

２００万円の割り当てがあったのですけれども、まだ事業自体が実施しないという中で、そ

の分保留をさせていただいた中で、昨年４００万円、２００万円を２年分というようなこと

で昨年よりもそこの分は減っております。 

確かにディスティネーションキャンペーンというのが当地における天地人をやる中での、

どういうような形でキャンペーンしたのかということなのですけれども、当然新潟県の観光

課が中心になってやられたわけなのですが、県下全体を網羅するというような中で、当地に

おいては別に天地人の部分で負担金を出している中でのいろいろなキャンペーン、ピーアー

ル事業をやらせてもらいました。 

ディスティネーションキャンペーンにつきましてはやはり同じような形で、県下を網羅し

た中でのそういうパンフレットを作ったり、リーフレットを作ったり、あるいはＪＲに出向

いた中でのいろいろなそういう商品造成等々にかかったわけでございます。ただ、私どもの

感想としましては確かに天地人をやる中での私どものエリアにおいてのディスティネーショ

ンキャンペーンという部分については、若干その効果的なものがわかりづらかったというふ

うに個人的には思っております。 

○寺口友彦君  ３点ほどお願いします。１１０ページの企画の総合計画事業費に関連する

ものでしょうか。成果の中に市民の声ということで市政へのご意見ということで、広報広聴

で５３件の受付を行ったというふうになっております。各課局から迅速に回答するとともに

というような報告ありますけれども、回答がかなり遅れたというふうに市民の方からもクレ

ームいただきました。迅速なる回答というのは１ヵ月もたってからの迅速ということはない

と思うのです。そこら辺について本当に早くというので、２～３日くらいで回答できるかと

思うのですけれども、そこら辺がどうであったかというところ。 

 それから１１４ページ天地人関係でＪＴＢの方から確かアドバイザーが来たと思ったので

すけれども、それが中段の調査委託料の部分であるのかというところをちょっとお聞きした

い。 

 それから１１８ページの公会堂費。この中にうるおいの里みようの部分が入っていると思

いますが、ここで学童保育を実施しておりますけれども、他の学童保育の施設と比べて専用

の棚といいますか、そういうものがないということで要望があがっておったはずなのですが、

そこら辺の対応はどうであったか。以上３点をお伺いします。 

○総務部長  市政に対するご意見のご回答は住所、お名前のある分については、本当に速

やかにやるようにしております。その方にどの程度遅れがあったのかわかりませんが、私ど

もといたしましては迅速にということに心がけていますし、またこれからも心がけてまいり

ます。以上です。 

○産業振興部長  ＪＴＢさんの関係でございますけれども、実は２０年の４月よりＪＴＢ
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さんにお願いしまして、職員を１名派遣していただきました。その財源になりましたのは被

災地の緊急雇用を利用させていただきまして、それで雇用させていただいたという部分がご

ざいます。その後、昨年、２１年の１２月までですか、いていただいた分につきましては天

地人博の中での一応雇用というような形を取らせていただきました。 

ここに書かれております調査委託料でございますけれども、これは天地人博の来場者の皆

さん方へのアンケートを採りました。その中で、委託先はＪＴＢさんの方に委託されたわけ

なのですけれども、そのアンケートの活用の仕方というのは、アフター天地人に向けてのい

ろいろなお客様の声等を聞かせていただいたというのと、あわせまして相当数のアンケート

をいただき、その方たちから今後南魚沼市の観光関係の例えばパンフレット等を送付すると

きに送ってもよろしいですか、というようなところも項目を使わせていただきました。そう

いうどちらかというと個人的な情報をいただくということの中で、今後のまた、いろいろな

当地で催すイベント等に対して、郵送といいますか、そういう部分でそういう効果も含んだ

中で取り組ませていただいたということでございます。 

○総務部長  みようのところに専用の棚が、というお話があったということだそうでござ

いますが、私の方で管理の方で承知をしておりませんので、その辺は学童の方と私の方とも

う１回ちょっと話をさせていただきたいと思います。以上です。 

○腰越 晃君  １２０ページ。市民バス運行事業費についてお伺いいたします。高齢者世

帯が非常に多くなっているということで、この市民バスへのいわゆる期待というか、あと利

用ニーズ等は少しずつ拡大しているかと思うのですが、そういう中で平成２１年この事業を

行った評価といいますか、また今後の課題等について当局の方で考えていることがあればお

聞かせください。 

○都市計画課長  今ほどの市民バスの利用状況ですが、２０年度比、塩沢地区につきまし

ては９５.７パーセント。利用者減になっております。六日町地域でございますけれども、１.

２５ということで２５パーセントの増。この内訳ですけれども、城内地区が約２.２倍、これ

につきましてはふれあい支援センターがあそこにできた関係で、城内のコースのところで毎

日１０人程度固定で利用されているというような状況になっております。 

課題につきましては、それこそ何て言いましょうか、利用客は減ってきているような状況

で地域の要望としてはうちの方まで回ってくださいと、そういう要望はありますけれども、

実際問題余りこの利便性を高めてしまうと路線バスの方の利用客が減りまして、そこら辺が

補助路線からまた陥落するだとか、また違う今度は私どもの補助が増額になるというような

こともありまして、なかなか調整が難しい。以前から市民バスの運行形態につきましては基

幹病院ができるわけですので、そういう状況を見た中で市内全般を再編していきたいという

ような準備を進めている状況です。以上です。 

○腰越 晃君  そういう状況であるということを常日頃から聞かされていたのですけれど

も、基幹病院もあるということは理解できますが、地域に入ってみますと、やはり高齢者、

それから病院に通う、そういったいろいろなもろもろの方々から市民バスへの期待というの
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は結構潜在的なものがあるのです。 

ただ、今の運行経路であるとか運行本数、そうしたものが、どうも今ほど課長の方から話

があったように、要望としては恐らく理解できているのでしょうが、なかなかそれにこたえ

るようなものが運行経路といいますか、そういったものが作れない。また、今あったように

路線バスとの関係の問題というのがあると。 

こういう悩ましい問題であるということは重々理解しているのですが、どんどん車に乗れ

ない方々も増えてきておりますし、こういった声は大きくなっていくと思います。しっかり、

もうこれで止めようということではなくて、市民バスについては市民の足となれるように、

生活の足となれるように、しっかり検討を進めていただきたいというように考えております

が、その辺のところどうでしょう。 

○建設部長  議員言われるとおり私どもも十分検討したいと思いますけれども、先ほど課

長が言ったように、市民バスをこまめに回すと路線バスの運行の関係が出てくるということ

でございます。しかし、それも今後高齢者が増えてきますので、十分検討したいというふう

に思っております。以上です。 

○中沢俊一君  １点だけお願いします。１２２ページ、定額給付金のことですが、最終的

にこれを受給しなかった市民といいますか、口数はどの程度あるか教えてください。 

○総務部長  決算資料の１５ページに記載をしておりますが、ここでは数字はちょっとま

た後ほどあれしますが、１５ページ上段に給付対象世帯数１万９,５９４ということで給付済

み世帯数が１万９,３９１ということであります。人数については。 

○総務課長  私どもの方で今つかんでいる人数が、最終的には返還金の関係で若干数が変

わるのですが、この決算時の数字で言いますと、対象人数が６万２,３５６人ということにな

ります。うちの方がつかんでいる世帯数で、申請世帯数でもって給付した、しないというの

をつかんでいますので、ちょっと今私の手元にあるのでは支払っていない人の人数はちょっ

と帰って調べないとわかりませんので、後ほど調べてまいります。 

○中沢俊一君  何でこういう質問をするかと言いますと、あの給付金の文書は本当にわか

りづらいのです。それで例えばお年寄りの世帯であるとか、字が余り読めない人であるとか、

そういう本来ならば、またちょっとこう言っては変ですけれども、ちょっと社会とこう何て

いいますかつながりが持てない人とか、そういう人が特に必要としている人のところに届か

ない心配が私はありはしないかと思っているのです。それがまず一つ。 

その文書を、まずあなたにとって本当に得になることがあります、というのがよくわかる

ようなやはり書き立てを封筒あたりに書いておくとか、そういう工夫が欲しいということが

一つ。 

それからやはり個人情報をこういう場合は市民の利益にかかわることだから、それこそ余

り個人情報にはれ物に触るような姿勢でなくて、やはり行政であれば市民の得になることを

積極的に進めてほしいと、このように思うのですけれどもいかがでしょうか。 

○総務部長  文書がわかりにくかったということでございますので、その辺については―
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―まあこれからまた定額給付金があるのかどうかわかりませんが――十分気をつけさせてい

ただきたいと思います。 

それから個人情報につきましては、議場でも何回かいろいろ問題になっておりますが、生

命・財産にかかわるのは確かにうちの条例でも個人情報を超えてやっていいというふうには

書いてありますが、それもやむを得ない、同意が取れない場合についてと書いてありますの

で、なかなかそれを逸脱するのは難しいという状況があります。ただ、私どもといたしまし

てはなるべくお客様の方の利益になるという公益の部分に立って執行したいというふうに考

えております。以上です。 

○総務課長  確実なデータを今ここに持っていなくて申しわけないのですけれども、私の

記憶の中では申請しなかったという人は単身の人が多かったです。住所だけ置いてずっとこ

の辺にいなかったとか、私どもの方でも２回、３回と、まだ申請されていませんという文書

については太字にしたり、余計なことは書かないで、あなたは対象になっていますけれども

未だ申請がありませんということで、２度、３度とやっております。 

それから個人情報のことですけれども、始まった当初において例えば口座番号等でちょっ

と不明な点等があって電話をすると、ちょうどオレオレ詐欺とかそういったことがもう既に

ニュースになって非常に疑われたのです。そういったことで、もうこの時代はしょうがない

なということで。 

それからもう１点申し上げますと、福祉関係、弱者について、多分この人たちは知らない

で申請していないのではないかということについては、福祉課の方と連携を取ってほとんど

つぶしたつもりです。以上です。 

○中沢俊一君  弱者に対しての連携、当時もそういうふうなまた申し入れもしたような気

がしますが、本当にそれはそれで結構でございました。 

それで、文書全体についてやはり役所の文書というのはそうなのですよね。これだけでな

くて。何度も何度も言われていることですが、特にお年寄り。私などが見てもやはりなかな

か面倒なのがありまして困っているのですけれども、よくよく就職してからずっとこの役所

にいる皆さんの目と、やはり一般の市民の皆さんの目とは違いますものですから、ひとつ工

夫してください。特にお年寄り向けの文書であれば字を大きくするとかそんなふうにまた心

がけてもらいたいと思います。 

 それから関連ですけれども個人情報ですが、地域防災の組織率、本当に当市の場合は９９

パーセント近くだったでしょうか。非常にいいことだったと思っています。反面加茂市のよ

うに全くやっていないところもあるわけです。やはりそういうことであってはならないと思

いますし、その個人情報の扱いは本当に弾力的にやっていただきたいと思っています。これ

は申し入れですが。 

○牧野 晶君  ９８ページの下の方の電算情報一般管理費。これですけれども、ちょっと

コンピューターがいっぱい、がらっといろいろ並んでいるわけですけれども、コンピュータ

ーの管理とかで、これはかぶっているようなものはないのかなという思いがあるわけですけ
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れども。というのは前もちょっと聞いたことがあるのですが、例えば消防と中学校とか小学

校のメール配信サービス、学校の。結局やっていることは同じなのに、別のところでやって

いるから別であれなわけですよね。そのサービスを別にしているわけですけれども、これも

そういうふうな一緒に別々――やっていることは結果的に同じみたいなことをやっているけ

れども、中身が、課が違うからこういうふうになっているとか、また目的がほんのちょっと

違うだけでこういうふうになっているようなサービスというのはないのですか。そこのとこ

ろの確認。 

それとメールを送るのが最終的な目的であるのに、ちょっとどこに載っているのかわから

なかったのですけれども、消防と学校教育のところに載っていなかったので、ちょっとここ

で聞こうかなという思いがあるのですけれども。何でそこが一緒にできないのかなと。それ

を一緒にすることによって経費も浮くわけだし、個人情報だってあるわけですよね。個人情

報の管理。要はメールアドレスの管理、それが２カ所で管理しているのと、別々の管理して

いるのと１カ所の管理ではまた違うわけですし、市民サービスとしても一つに登録してその

中で好きなサービスを受けられる方が、絶対私はいいと思うのです。そういう視点の二つの

視点でちょっと考え方を聞いてみたいのですが、よろしくご答弁お願いします。 

○総務部長  考え方ということでございますが、私ども役所の部分で使うのは当然一つの

形が一番いいわけでありますし、今の９８ページの下段のところにありますが、総合行政シ

ステムの中に消防関連システム保守も入っています。ちょっと学校教育のメールのことは私

が承知をしておりませんが、消防署にかかるパソコンについても当然市長部局・消防部局・

病院部局というふうになっておりますので。病院はメールは行っているのですが、いわゆる

病院の独自のものがありますので、そことは別になっていますけれども。病院を除いては全

部つながっているということでございますので、経費的にはこの総体の中で市内の役所の関

係は一緒にしていくということで考えていますし、そうだと思っています。 

○教育部長  この関係は総務部の情報の係が一括してやっておりますもので、ダブった経

費は一切ないものというふうに理解しております。 

○牧野 晶君  ダブったことはないというふうなことですけれども、メール配信というの

ではダブっているわけですね。消防とこちらと。そこでダブったことがないというのは私は

そのサービスの中身、メールの内容が違うかもしれないけれどもメールを送るというところ

では本当に基本的な根本的なサービス。これは何で別のプログラムを使う必要があるのかが

私はわからないわけです。 

これはもうまるきり縦割りなのかなというふうな思いになってしまうのです。例えば消防

だってエリアを決めてメールを送る。こっちだってエリアを決めてメールを送る。やってい

ることは本当に同じなわけですよね。ただ、中の文章が違う。だから私はこういうところの

見直しというのはしっかりしているのかどうかというのをちょっとお聞きしたかったのと。 

あとすみません、１個やろうと思っていたのを忘れていたのが、１２４ページの徴税費で

すが、それこそふるさと納税があったわけですけれども、ふるさと納税は行って帰ってこい。
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もらう方と送る方。取られちゃったという――ほかのところで市で納税した方。２１年度は

もし分析できればどちらだったのか。お知らせいただければと。 

○総務部長  メールにつきましては発信元、流れは一緒だとしても発信元が違うわけであ

りますから、発信元を司令室みたいに一緒にしろということにはちょっとならないのではな

いかなという気はしますが。消防が配信するメール、あるいは学校教育課が配信するメール

というのがあるのではないかというふうな気がしております。 

 それからふるさと納税の部分でございますが、２１年度私どもがいただいた部分につきま

しては２２万円ということで承知をしております。うちの方から出たものについてはちょっ

と私は・・・では税務課長と代わります。 

○税務課長  今ほど総務部長が申し上げたとおり、南魚沼市にふるさと納税という形の中

で納められたのが２２万円ということを承知しております。ただ、このふるさと納税につき

ましては、例えば南魚沼市に、東京に住んでいる方が納めたという形でありましても、それ

を税務として軽減できると。５,０００円を引いた分の最高で１０万円ですけれども、１割で

すけれども、それの申告につきましては東京について、自分の住んでいるところの官公庁に

対して申請するということで、私どもの方ではちょっと把握できないということでございま

す。 

私ども税務課としましては市民が私どもの方へ納税されると、当然ながらそれだけの収益

があるわけですけれども、その分がまた反対に減税されるという形になりますので、なるべ

くふるさと納税についての考え方とすれば、この市外以外の特に都会の方々がこの南魚沼市

についてふるさと納税をやっていただきたいという趣旨でふるさと納税を見ていきたいと思

っております。よろしくお願いします。 

○総務部長  先ほど寺口議員からご質問がありました中のみようの棚の話でございますが、

児童の増によってカバンを入れる場所が不足をしたということで、昨年ＮＰＯにおいて増設

をしていただいたということだそうです。 

○議   長  牧野晶議員に申し上げます。１款ごとの質問はまとめて最初のときに今後

行ってください。 

○牧野 晶君  失礼しました。ふるさと納税についてのその２２万円というのはわかった

わけですが。要は調べようがない点があるかもしれませんが、昨年これだけ人が来てくれた

わけですね、天地人効果とか。そういう点での中で地域によって例えば金沢などというのは

金沢のあそこのお城を直すのに、ふるさと納税をしてくれませんかみたいな、そういうアピ

ールもしたり。市長は前々から答弁で、必要以上にお金をかけてそれをねらうというのはし

ないというふうな考えもあったかもしれませんけれども、天地人博に大勢の人数が来ていた

中で２２万円というのはちょっと数字的に――ちょっとうまいアピールをすればどうだった

のかなという、結果的なこういう言い方で申しわけないのですが、そういう点もあったと思

うのです。余りお金をかけなくても何とか方法はあると思いますし、ひょっとしたらよその

方に、ここの地域の方がよその方で納税してしまっている可能性もあるので、そこのところ
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ももうちょっと考えながら。ちょっと答えが出ない点もあるかもしれませんが、頑張ってい

っていただきたいなと思います。 

○市   長  このふるさと納税につきましては制度発足以来、私たちが一番アピールし

たのは東京塩沢会・東京大和会・首都圏六日町会、ここであります。毎回そのお願い。そし

て去年、当然ですけれども天地人博ということでおいでいただくお願いと、ふるさと納税の

お願い。 

そして、今年はできれば巨大像を建てたいということで、このことのお願いもしてきてお

りますが、なかなかそうだからといってふるさと納税をしていただく方というのは非常に少

ないと思っています。例えば東京塩沢会の皆さん方は、塩沢の産業まつりのときに産業まつ

りに対しての協力金とかということでいただいておりますし、大和も確かそういうふうにい

ただいている。そういうことの中でもふるさとにある程度貢献したり、そして泊まりに来て

いただいてます。産業まつりのお手伝いもしたりとかそういうことをやっていらっしゃるの

で、割合とそのふるさと納税という意識は薄かったのかもわかりません。そういうことだと。

これからも呼びかけはしていきますけれども、なかなか一挙に増えるということにはならな

いような状況だと思っております。 

○議   長  質疑を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声） 

異議なしと認めます。よって第２款総務費に対する質疑を終わります。 

○議   長  第３款民生費の説明を求めます。 

○福祉保健部長  それでは３款民生費についてご説明を申し上げます。事項別明細の１３

５、１３６ページをお願いいたします。１３６ページの一番下の丸ですが、社会福祉協議会

の推進事業費ということで５,３３３万円ほどの支出でございますが、昨年比７７０万円ほど

の増額となっております。この増額の要因としましては職員の５パーセントカットの復元と

いうものがございまして、そのほか人件費等の若干の増があったというようなことで増額と

なっているところでございます。地域福祉振興事業の方については同額でございます。 

 １３７、１３８ページをお願いします。民生委員の事業費ですけれども１,３９６万円とい

うことになっておりますが、昨年並の数字でございます。民生委員・児童委員１４３人分の

報償費が中心のものでございます。その下の丸ですが、行旅病人の費用でございますが、１

万１,０００円ほどになっていますけれども、現金で２,２９０円、それからＪＲの切符で８,

８８０円の支出ということになっております。その下の丸ですが、国民健康保険の繰出金で

ございますが、昨年比５３０万円ほどの減額となっておりまして、３億３,２２３万円ほどの

支出となっております。八色福祉の家でございますが、３０４万円ほどの支出でございます

が、昨年比１００万円ほどの減額となっております。社協の訪問介護事業所が大和庁舎の方

に年度の中途で引っ越したというようなことが原因でございまして、維持管理費がその分だ

け少なくなったというのが原因でございます。  

 ２目の心身障害施設費でございますが、１３９ページ、１４０ページをお願いいたします。
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一番上の丸でございますが、心身障害福祉一般経費ということで金額的には昨年から７００

万円ほど増額となっておりますが、増えた要因は一番下でありますが、２０年度分の国県の

補助金の返還金というのが２,２００万円ほどとなっております。その下の丸でございますが、

心身障害者施設負担金ということで３,７３４万円の決算でございます。昨年比２００万円ほ

どの増額ということになっておりますが、それぞれここに記載をされております長久の家、

あるいはまきはたの里とやいろの里ということの施設の運営費分、それから施設の建設時の

償還分というようなことでそれぞれ記載の金額の負担金ということになっております。 

その下ですが、特別障害者の関係でございますが７,３８４万円ほどでございまして、昨年

は８,０８８万円ということで数字が大きく減っておりますけれども、特別障害者の手当の受

給者が年度当初は２４０人ほど見込んでおったわけですが、実績は１８２人ということで非

常に人数が減ったということが要因でございます。この減った要因というのは死亡とか、あ

るいは施設への入所とかというようなものが要因でございます。一番下の丸でございますが、

自立支援事業費ということで５億７,３９５万円の支出済額でございます。 

 めくっていただきまして１４１ページ、１４２ページをお願いいたします。上から５段目

でありますが、事業運営安定化事業補助金ということで１,２７４万円ほどの支出がございま

すが、これは旧体系から新体系に移行した事業所の収益が減った場合には、従前の９０パー

セントまで補償するというような内容になっておりまして、その分の収益の補てん分という

ことで１,２７４万円ほどの支出となっております。この丸の下から３段目でありますが自立

支援医療費ということで１,２５０万円ほど支出がございますが、市内の人工透析ということ

で８６人分の費用でございます。それからその下でありますが、補装具１０３人分で６６２

万円ということになっております。一番下でありますが、介護給付費というようなことで２

８４人分ということで総額５億３,６１９万円の支出という内容でございます。 

その下の丸でありますが、地域生活支援事業費ということで７,７６４万円ほどの支出済み

ということになっております。上から３段目でありますが、地域活動支援センター委託とい

うことで、相談支援センター南魚沼に２,４６８万円、ＮＰＯの友の家に５４５万円、それか

らドリームハウスに３６３万円ほどの支出の内容となっております。その下の地域活動支援

センターの負担金２３６万円と、下から２段目ですが地域活動支援センター給付費というの

が６０２万円ほどの支出になっておりますが、これは魚沼市のかけはしの事業の負担金、あ

るいは給付費ということになっております。一番下ですが、日中一時支援ということで、平

均大体月に４０人ほどが利用しているというようなことで、まきはたの里等で利用している

ものでございます。心身障害者助成事業費ということで３,３９２万円ほどの支出になってお

ります。 

 めくっていただきまして１４３ページ、１４４ページですが、一番上から福祉タクシーに

つきましては９２６人の利用であります。就学援助については２８人の利用でございます。

その下、施設入所については施設入所者の交通費の助成については５３人の利用でございま

す。その下の扶養共済が１４人、それから施設通所の交通費の助成が７７人、それから一番



 - 69 -

下の精神障害者の医療費の助成が１４４人分というような内容になっております。 

 それから３目の老人福祉費でありますが、敬老会の事業費ということで昨年は１１１会場

で４,７１５人の出席でございました。総額１,５００万円ほどの支出済みとなっております。

その下ですが、老人クラブの推進事業費というようなことで、それぞれの老人クラブへの補

助金ということで５７６万円ほどの支出になっておりますが、一人当たり３２０円に、平均

割りが２万２,５００円というような数字で、それぞれの老人クラブに補助金を支出をしてい

るというような内容になっております。一番下の丸でございますが、生活支援事業費という

ことで４,２９７万円の支出済額でございますが、一番上の在宅要介護の高齢者家族手当につ

きましては１５３世帯分ということで４５９万円の支出。 

１４５ページ、１４６ページをお願いいたします。一番上であります。緊急通報でござい

ますが、大体月平均１９０から２００世帯分くらいというようなことでの支出でございます。

その下の寝具につきましては７２人の利用と。それから一段下になりますけれども、高齢者

の除雪援助の事業でございますが、１９８人分といいますか、１９８世帯分といいますかで

６６０万円ほどの支出となっております。その下の心配事相談は１４３日で８６件の相談が

あったというようなことになっております。その下、生活・介護の支援サポーターの養成事

業ということで３２８万円ほどの支出になっていますが、社協の方に事業委託をしましてな

じょもさんを養成したということでございます。 

一番下でありますが、紙おむつにつきましては大体月平均４９０人から５００人程度の利

用ということで、総額２,０３３万円ほどの支出でございます。その下の丸でございますが、

老人保護措置事業費ということでございまして、下の老人施設入所措置につきましては県内

の施設の方に１名入所しておりますので、その分の措置費ということで、２８４万円ほどの

支出でございます。その下ですが、老人福祉施設負担金事業費ということで１億５１０万円

ほどの支出でございますが、昨年比４,０００万円ほどの減額となっております。減額となっ

た要因としましてはみなみ園の負担金、それからまいこ園の負担金がそれぞれ１,８００万円

程度、それから２,０００万円程度減ったというものが要因でございます。八色園につきまし

ては平成３５年までの償還でございます。それからみなみ園とまいこ園については平成３１

年までの償還。それからゆのさと園については平成２９年までの償還というような内容にな

っております。 

その下でございますが、高齢者能力活用事業費ということで１,５１２万円ほどの支出でご

ざいますが、ほとんど平成２０年度の支出額と同額の内容となっております。介護保険関係

の繰出金でございますが、６億９,１８１万円ほどの支出となっております。昨年比１,６０

０万円ほどの増額となっております。その下でございますが老人保健の関係の繰出金でござ

いますが、２７３万円ほどの支出となっております。 

１４７ページ、１４８ページをお願いします。一番上の丸でございますが、介護保険事業

費ということで社会福祉法人等による利用者負担の補助金ということで２１７万円ほどの支

出となっております。その下でございますが、介護基盤緊急整備等の事業費ということで１
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億４,４０８万円ほどの支出になっておりますが、スプリンクラーにつきましてはグループホ

ームが５カ所分で１,６８３万円ほどの支出。それからその下でございますが、施設整備分そ

れから開設準備経費分につきましてはミニ特養の坂戸楽生園の分でございます。それからそ

の下の丸ですが、後期高齢者医療対策費につきましては、６億２３９万円ほどの支出でござ

います。その下でございますが、後期高齢者の繰出金でございます。１億４,２０１万円ほど

の支出となっております。その下でありますが、後期高齢者保健事業費ということで７５歳

以上の健診の委託料ということで１,３６５万円ほどの支出となっております。 

一番下の丸でございますが、認知症地域支援体制構築等推進事業費ということで７２万４,

０００円。昨年は３４０万円ほどの支出でございましたが、２１年度はサポーターの養成と

いうことに重点を置いて事業を実施しております。サポーターの養成は昨年１年間で５１６

人でございました。１４９、１５０ページをお願いします。４目の包括支援事業費でござい

ますが、２,４５９万円ほどの支出で昨年比３５０万円ほどの増額となっているところでござ

います。包括支援センターの方の認定調査、それから介護予防のケアプランの作成等の費用

でございます。 

６目でございますが、医療費の助成費ということで心身障害者医療費等助成事業費という

ことで１億１,３３４万円ほどの支出でございます。１,６４３人分、３万４８７件分という

ことで助成が１億６８２万円ほどの支出となっております。 

７目でございますが、社会福祉援護事業費であります。５３万円ほどの支出となっており

ますが、市の遺族会への補助金ということで５２万円ほどの支出となっております。 

１５１ページ、１５２ページをお願いします。８目の生きがい福祉施設管理運営費という

ことで、それぞれ大和の老人福祉センター、それから塩沢老人福祉センター、それから白ゆ

りということでの指定管理の請負費が中心のものでございます。 

９目の老人ホームの魚沼荘の運営費でございます。内容的にはほとんど昨年と内容は変わ

っておりませんが、１５２ページの下から６段目でございますが、修繕料ということで４６

９万円ほどの支出となっておりますが、設備関係が非常に古くなっているというようなこと

で、昨年比２５０万円ほどの増額の修繕料の支出となっております。 

めくっていただきまして、１５３ページ、１５４ページでございますが、ここについては

ほぼ昨年並の支出でございます。 

めくっていただきまして１５５ページ、１５６ページということで一番上でございますが、

生活支援業務の委託ということで１月より社会福祉協議会の方から２名ほど職員を派遣して

いただきまして、生活支援業務の一部を委託しているということで、その費用で１７４万円

ほどの支出でございます。上から３段目、給食業務の委託ということで３,２５７万円ほどの

支出となっております。委託の２年目の費用でございます。 

めくっていただきまして、１５７、１５８ページをお願いいたします。２項の児童福祉費

であります。１目の子育て支援費でございますが、子育て支援総務費につきましては昨年並

の支出となっておりますが、次世代育成行動計画の委員の報酬が新規にここに載っていると
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ころでございます。その下の丸でありますが、心豊かな子育て教室ということで３１回の教

室、１,８００人ほどの参加となっております。その下ですが、マタニティ・育児教育費につ

きましては６回の開催、１２２人ほどの出席でございます。その下でありますが、家庭教育

は１９回ほどの開催でございます。一番下でございますが、ファミリーサポートセンターに

つきましては昨年の１０月からサービスを始めました。今現在、年度末の会員数は１１５人

で、昨年１０月から年度末までの利用が５０件というような実績になっております。 

１５９ページ、１６０ページでございます。ほのぼの広場の事業費ということで、ここは

事業費としては新規にのせてあります。５６１万円ほどの支出となっております。昨年とい

いますか、２１年度の冬場から月２回で土曜日、六日町のふれあい支援センターの方でほの

ぼの広場を始めておりまして、非常に人数的には３０人、４０人ほどの利用があったという

ようなことで、２２年度からは毎週ほのぼの広場をやっているというようなことになってお

ります。その下の丸でありますが、学童保育の関係、６,７８１万円ほどの支出済額でござい

ますが、すまいるネットの方に１０クラブ、３５４人。それから塩沢の方の金城わかばの方

に２クラブで９４人ということで４４８人ほどの皆さん方が利用をしていただいているとい

うことです。すまいるネットにつきましては指導員が１５人、それから臨時職員が１７人と

いうようなことで１０クラブを運営をしているところでございます。そのための費用という

ことでございます。 

一番下の丸ですが、乳児・子ども医療費の助成事業費の県単。 

それから１６１ページ、１６２ページの方をお開きいただきたいと思いますが、乳児・子

ども・妊産婦医療費助成事業費の市単の分ということで６,３２０万円ほどの支出となってお

りますが、金額的には市単の分、それから県単の合計額は昨年とほぼ同額でございます。県

単で救えない分を市単で救っているというような事業内容になっておりまして、乳児それか

ら妊産婦の医療費については無料という格好になっております。それから子ども医療費の方

については入院が１歳から小学校６年生まで、それから通院が１歳から小学校３年生までと

いうことで実施をしているところでございます。 

それからその下の丸でございますが、ひとり親家庭等医療費助成ということで２,５０５万

円ほどの支出となっておりますが、１,２６３人、１万９８７件の利用でございます。一番下

の丸ですが、不妊治療費医療費助成事業費ということで３６４万円ほどの支出となっており

ます。体外受精それから人工授精の費用の助成ということになっておりますけれども、昨年

２１年度の実績としましては４０組５２件で、妊娠が９件の実績があるというような内容に

なっております。 

２目の児童措置費でございますが、２番目の丸になりますけれども、児童扶養手当の支給

事業費ということで１億９,２６７万円ほどの支出となっております。児童扶養手当、全部支

給で月額４万１,７２０円ほどになりますが、全部支給が１７８人、一部支給が２５８人の合

計４３６人分の支給でございます。児童手当であります。４億８,７８７万円の支出になって

おりますが、児童手当は４,４１２人の皆さん方に児童手当を支給しているところでございま
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す。 

１６３、１６４ページをお願いいたします。母子家庭等の自立支援給付金の事業費という

ことで金額は少ないのですが１万５,０００円ほどでございます。就労訓練費の一部助成とい

うことで所要額の２０パーセントを上限として助成をするものでございます。それから一番

下の丸でございますが、母子生活支援施設保護事業費ということで２２１万円ほどの支出と

なっておりますが、新潟市のふじみ苑というところにＤＶの被害者、母子４人が入寮したも

のでございまして、その分の扶助費ということになります。それから３目の児童福祉施設費

でございます。一番上の丸ですが、常設保育園の管理運営費ということで３,１３３万円ほど

の支出となっております。昨年比２７３万円ほどの増額となっておりますが、増額の要因は

除雪の関係の費用が２２０万円ほどの増額となっているところでございます。 

１６５ページ、１６６ページをお願いします。一番上からずっと施設備品の購入費までほ

ぼ昨年並の内容となっております。真ん中辺の駐車場使用料につきましては余川保育園の冬

場の駐車場の使用料ということでございます。その下、土地の借上料につきましては薮神北・

大崎・余川それから八幡・中保育園で借地をそれぞれしているところの費用でございます。 

下ですが、常設保育園の保育費ということで４億５,０９３万円ほどの支出となっておりま

して、昨年比３,８００万円ほどの増額となっておりますが、この増額の要因につきましては

保育園の非常勤の職員の賃金ということで、昨年と比較しますと４,０７０万円ほどの増額と

なっております。この非常勤の賃金につきましては、乳児あるいは１歳児、２歳児の中途の

入園者が非常に増えているというようなことが要因でございます。乳児の状況をちょっと報

告申し上げますが、ゼロ歳児については年度当初２２人が年度末では９０人。１歳児が年度

始めが１６１人が１７６人。２歳児が年度始め２１７人が年度末で２２９人というようなこ

とで、未満児が９５人ほど増えているということで、未満児が増えるとどうしてもその分だ

け保育士が必要になりますので、その分の賃金が増えていったというような内容になってい

るところでございます。 

１６７ページ、１６８ページをお願いいたします。一番上の丸でありますが、公設民営の

保育園の委託事業費ということで１億８,２９３万円の支出でございます。公設民営の２保育

園、めぐみ野保育園が９９人分の事業委託料でございます。上町保育園が１０７人分の事業

委託料というようなことでそれぞれ支出がありますし、この２園での延長保育、そういった

ものの事業の補助金として２,３００万円ほどの支出となっているところであります。それは

国の基準額相当分を市の方で事業委託分として支払っているものでございます。 

その下の丸でございますが、私立保育園の委託事業費ということで２億４１９万円ほどの

支出となっております。ほぼ昨年並の数字となっておりますが、私立３園でございますが、

野の百合保育園については１０４人、わかば保育園については２７人、金城保育園について

は３９人。先ほどの公設民営と同様に国の基準額相当分を事業委託ということで支払ってい

るものでございます。 

それから常設保育園の施設整備事業費、５５１万円ほどの支出となっておりますが、２段
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目の上長崎保育園の下水道接続工事ということで１４６万円ほどの支出となっておりますが、

公立２２園の保育園の下水道接続はここで全部終了ということになりました。それからその

下でございますが、トイレの便器は塩沢・六日町地域の６つの保育園で１７８万円ほどの支

出であります。その下の丸でございますが、保育園の大規模改修の事業、２,９６６万円ほど

でございますが、耐震診断の業務委託ということで四十日保育園・石打保育園でそれぞれ総

額３８４万円の支出となっております。その下は四十日保育園の大規模改修の工事費という

ことで２,５８２万円の支出となっております。 

一番下の丸でございますが、認可外保育施設の補助事業費ということで六日町のたんぽぽ

保育園への一時預かりの事業の補助金ということで２１年度新規に国の方で創設された事業

でございまして４１３万円ほどの支出をしているところでございます。 

１６９、１７０ページでありますが、子育て応援特別手当の事業費ということで、事務費

あるいは事業費ということでここにそれぞれ記載の数字が載っております。最終的に２０年

度の支出済額、２１年度の支出済額をあわせまして８５１人分、３,０６３万６,０００円の支

出となりました。５目でございますが、子ども手当の支給事業費につきましては６９０万円

をそっくり２２年度に繰り越しているところでございます。 

それから３項生活保護費の１目生活保護総務費でございます。生活保護の一般経費でござ

いますが、ほぼ１１５万円は昨年並の数値となっておりますけれども、めくっていただきま

して１７１ページ、１７２ページのこの目の下から２段目ですけれども、住宅手当というこ

とで５２万９,０００円ほどの支出となっておりますが、新規に創設された事業でございまし

て、４世帯分に住宅手当を支給をしたところでございます。１ヵ月大体２万８,０００円が目

安というようなことで支給をしているところでございます。 

それから２目でございますが、生活保護扶助費というようなことで１億８,４９９万円ほど

の支出となっておりますが、生活保護の世帯が昨年の４月、２１年の４月の段階で８６世帯

であったのが、年度末では１１８世帯というようなことで３２世帯ほど生活保護世帯が増加

をしているということで、今現在は１２３世帯まで増えているような状況となっております。

参考までに、生活保護の相談件数は昨年１年間で１２５件で、そのうち生活保護の決定をさ

れたのが４２世帯というような内容となっております。 

それから３目でございますが、生活保護施設費ということで新潟県内の２施設に１０人ほ

どが入所をしているその分の費用ということで、１,７５７万円ほどの支出済額となっている

ところでございます。説明は以上でございます。よろしくお願いします。 

○議   長  お諮りいたします。本日の会議はこれにて延会したいと思いますが、ご異

議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

異議なしと認めます。よって本日はこれにて延会することに決定いたしました。 

○議   長  次の本会議は明日、９月１７日午前９時３０分から当議事堂で開きます。

大変ご苦労さまでした。 
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（午後４時３２分） 

 


